
表紙の絵「浜昼顔」 田中一利
第41回「日展」へ出展された作品を掲載いたします。（表紙装丁は鈴木 新氏）

遠い昔に思いをはせながら砂浜を歩いていると，楚々とした小さな薄紫色の花が咲いていた。当時は意識したことも

なかった花がとても美しく映り，心ひかれた。年々少なくなっているという浜昼顔を無性に描きたくなった。

解説

26 海の国のアトム（３）
―海を観て絵に描く
世界の各地で起きているさまざ

まな異常現象は，実は地球温暖化
に伴う予測もつかない事例でしか
ない。（右は赤道海域に設置され
た観測用のブイ）

工藤君明

時論

2 憲法の学問の自由と原子力・
生命科学研究
原子力研究に学問の自由はどこまで適用され

るだろうか。科学面と倫理面の双方から考えて
みたい。

�島次郎

4 日本の温室効果ガス削減におけ
る原子力の役割
「エネルギー基本計画」は2030年までに14基以
上の原子力発電所の新増設，設備利用率の90％
までの向上という野心的な目標をうちだした。

松尾雄司

解説

20 世界の高速炉サイクル技術開発
の動向（第 1回）―加速する高速炉
開発：2020年に商用炉の運転開始
ロシアとインドは、2020年に高速商用炉の運

転開始を目指す。インドと中国は、今世紀半ば
までに200 GWeを超える高速炉を導入する計
画だ。ここでは FR 09を中心に、加速する各国
の高速炉サイクルの開発動向や課題について、
3回にわたって紹介する。
（図は各国の高速炉開発計画の概要）

竹田敏一，佐賀山豊，巽 良隆

31 ナチュラルアナログ；自然に学
ぶ地層処分―数万年先を予測する
工学技術とは？（第 1回）

第 1回目は，インタビュー形式で，ナチュラ
ルアナログ研究や数万年先を予測するとはどの
ようなことかを，わかりやすく解説する。

吉田英一，北山一美，佐藤 努
聞き手 小林容子

36 NUMO「安全確保構想2009」
―安全な地層処分の実現のために
NUMOがまとめた「安全確保構想2009」。そ

こには地層処分を，事業としていかに実現する
かという取り組み方針が，盛り込まれている

土 宏之，石黒勝彦、加来謙一

新会長あいさつ

1 全員参加で推進する原子力，
鍵を預かる日本原子力学会
全員参加で推進する原子力，その鍵を預かる

のが日本原子力学会。 辻倉米蔵

講演

41 話題の女性・おふたりとのダイ
バシティ・トーク―科学技術・原
子力における男女共同参画
日本および科学技術分野では，なぜ女性の進

出が遅れているのか。
岩城智香子

報告

16 国際放射線防護委員会（ICRP）2007年
勧告の国内法令取入れに対する若手
独自の観点からの考え

荻野晴之
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会議報告

58 炉物理研究及び業界の動向，人材
育成の課題 北田孝典，遠藤知弘

59 韓国原産会議 一枚岩のように言
われるけれど 飯田式彦

学会誌ホームページはこちら
http : //www.aesj.or.jp/atomos/

6 NEWS

●政府，2030年までに14基の原子力発電所を建設
●MOX工場，燃料貯蔵施設に事業許可
●経産省が川内 3設置で一次公開ヒアリング開催
●電力10社，英で再びMOX加工へ
●原子力委，成長への原子力戦略をとりまとめ
●経産省，ポーランド原子力支援へ
●中国電力，点検不備問題で最終報告
●原子力人材育成関係者協議会が報告書
●JAIFベトナム連絡事務所が開所式
●東大，マレーシア大と共同で国際ワークショップ
●京大原子炉 KUR， 4年ぶりに運転再開
●金属表面の微小変化を精密観察が可能に
●重水素を燃料とする高効率燃料電池を開発
●海外ニュース

連載講座 実験炉物理：未来へのメッセージ
次世代の安全基盤の確立に向けて（１）

48 KUCAにおける炉物理実験
実験炉物理は，核燃料を用いて核分裂の連鎖

反応状態を実現するなど，実現象を扱うもので
あり，計算炉物理と相まって原子力利用の発展
に不可欠である。この連載講座では，臨界集合
体及び実機における炉物理実験の過去，現在，
未来について紹介する。

代谷誠治

日米欧学生交流

60 ITER滞在記 柏 総一郎

Scope 原子力関連機関の紹介（３）

43 原子力発電環境整備機構（NUMO）
NUMOは，高レベル放射性廃棄物等の処分

問題を，責任をもって解決するために地層処分
事業を着実に進めていく。

Relay Essay ドナウ川の畔から（３）

61 ウィーン春夏秋冬 疋田智恵

連載講座 ICRP新勧告―新しい放射線
防護の考え方と基準（５）

53 計画被ばく（線量拘束値，履行）
ICRP 2007年勧告では，被ばく状況を計画被

ばく，現存被ばく，緊急時被ばくの３つに分け
て防護体系を整理した。今回はそのうち，計画
被ばくにおける放射線防護の考え方について解
説する。 服部隆利

ATOMOΣ Special
世界の原子力事情（８） 欧州 総括編

45 スウェーデン・スペインの原子力事情
脱原子力の見直し作業を活発化させるス

ウェーデンと，逆に見直しの動きが鈍いスペイ
ンの動向を紹介する。 東海邦博

平成22年度副会長あいさつ，役員紹介

68 会員にとって魅力ある活動を
澤田 隆

68 会員の宝としての日本原子力学会
に 田中 知

69 会員の活動を基盤に，社会的役割を果た
せる学会組織を目指して 平山英夫

ジャーナリストの視点

62 現場を見せて、声を聴かせて
新居一樹

57 From Editors
63 新刊紹介『次世代に伝えたい 原子力重大事

件＆エピソード』 根井弘道

64 会報 原子力関係会議案内，主催・共催行事，人事
公募，第43回日本原子力学会賞受賞候補者推薦募集，
標準委員会意見受付公告，英文論文誌（Vol.47, No．8）目
次，主要会務，編集後記

地層処分のしくみ



このたび，伝統ある日本原子力学会の会長に選任され，その責任の重さを感じております。微力ながら学会
価値の向上に尽力して参りたいと思います。
我が国において，原子力利用の開発に着手して早くも約半世紀が経ちました。この間の研究開発の成果や実
用炉の建設運転経験の蓄積により，原子力安全についての評価も定まり，原子力エネルギー利用は放射線利用
と併せて，社会活動の一翼を担うものとして明確に位置付けられています。一方で，原子力についての国民的
理解，合意についてさらに深めることも必要であります。
そもそも，我々人類を形作っている原子は宇宙創生以降，長い年月をかけて作られた現在の元素から成り立っ
ているものであり，放射線との関わりを持ちながら進化してきたといって良いと思います。地上の自然を形作
りその上での生命体を維持しているのは，核融合による膨大な太陽エネルギーであります。原子力や放射線と
いうと，目に見えず疎遠なもののように考えがちですが，本来，生命と深い関わりのあるものです。人類の共
通認識として，原子力との関わりについて啓発していくことも必要だと思います。
では，どのように取り組んでいくのか，過去を振り返ってみますと，原子力技術を導入する黎明期において
は，原子力の専門家は限られており，組織が命運をかけてこれに取り組みました。その頃，原子力は全員参加
で推進する事業であり，全員が当事者でありました。人類に必須なものである原子力への取り組みについて，
今一度，黎明期の取り組み姿勢を思い起こしながら，あらゆる方々がそれぞれの立場で当事者となり，全員参
加で取り組む意識を育み，国民全体に広げていくことが必要だと思います。
日本原子力学会は学の立場から，このような活動の鍵を預かっており，その役割がますます重要性を増して
参ります。第一義的には科学技術の革新的発展が不可欠であり，日本原子力学会はその活動を通じて科学技術
そのものの発展に寄与して参りたいと思います。また，それに止まらず，社会全体に対して，公平，公正で透
明性のある活動と情報発信を通じて，社会の原子力に対する理解の醸成を図ることも重要な責任と考えます。
このような活動が期待される日本原子力学会の現状を見てみますと，今年の大きな課題として新法人への移
行があげられます。種々検討の結果，学会の目的，事業を堅持しながら，学会活動が円滑にかつ活発に行える
ようにとの観点から，非営利の一般社団法人化に向けて手続きを進めることとしております。
新法人化は単に名称の変更ということではなく，学会としての定款に沿った活動を今まで以上に確実にする
ことが求められます。わかりやすく言えば，サロン的認識から社会を構成する一組織としての責任を全うする
ことが責務として明確に求められることになります。学会運営についての学会員の皆様の意識を少し変えて頂
き，ご理解とご協力を頂くことが必要になって参ります。
また，学会運営を確実なものとするため，運営基盤の充実と近代化をしていく必要があります。今まで進め
てきた IT化を本格運用に移行し，その成果として会員サービスの向上などに努めて参りたいと思います。さ
らに，チーム110や国際活動の活発化など準備検討を重ねてきた活動を実践に移していく年でもあります。
これからの原子力は，国民全員が関わり合いながら発展していくべきであると考えますが，日本原子力学会
は学の立場から，会員皆様方の献身的なご協力を頂いて，その責任を果たして参りたいと思います。
日本原子力学会の活動が活発に，かつ円滑に行えるよう，微力ながら努力して参りたいと思いますので，宜
しくお願い申し上げます。 （平成22年 ６月18日 記）

あ
い
さ
つ

会長就任にあたって

全員参加で推進する原子力，鍵を預かる
日本原子力学会

第32代（平成22年度）会長

辻倉 米蔵（つじくら・よねぞう）
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2010年５月３日，日本国憲法は施行63年目の記念日を

迎えた。例年のように，マスコミでは改憲，護憲双方の

集会の様子が報じられ，特集記事も組まれた。だがそこ

での議論は，第９条の非戦主義と自衛隊の扱いをどうす

るかという問題に集中していて，科学研究とは関わりが

ない世界のことと思う向きが多かったのではないだろう

か。

だが私は，憲法改正について，科学界がぜひ議論しな

ければならない条文があると考える。それは，第23条「学

問の自由は，これを保障する。」という一条である。

ここでいう「学問」とは何だろうか。憲法第21条の規定

は，戦前の国家の学問への介入に対する反省に立ってつ

くられた条文だといわれる。念頭に置かれたのは，天皇

機関説のような，政治的に問題となる人文社会系の研究

である。しかしこの条文は，自然科学系の研究まですべ

て含めて「学問」であり，自由が保障されていると理解さ

れている。もちろんそうでなければならないだろうが，

この条文ができたのは，まだDNAの構造も明らかにさ

れていない時代である。現代の生命科学は，日本国憲法

ができた後に急速に発展した新興の領域で，生命現象の

本質に迫るその衝撃力は，科学者の行為を縛る必要を社

会に認識させた。そのように深いレベルで生命を操作す

るようになった科学研究が，学問だからすべて自由だ，

というわけにはいかないだろう。人間に応用される医学

研究では，なおさらである。そこには超えてはならない

一線があってしかるべきだが，その一線をどこに引くか

を決めるためには，学問としての科学研究はなぜ自由な

のか，自由が成り立つ条件は何か，その自由を制約する

原理は何かという問題を，21世紀の科学の現状と将来の

展望をふまえて真剣に検討し，明らかにする必要があ

る。

私はそのように考え，この問題を直接科学者に問いか

け，議論してみた。その結果を今年２月，一書にまとめ

刊行した（『生命の研究はどこまで自由か』岩波書店）。上

に述べたように，そこで私は生命科学を念頭に，科学研

究の自由とその制約のあり方について対話を試みたのだ

が，相手になってくださった四人の科学者すべてが，議

論のなかで原子力研究を引き合いに出してきた。これは

私の意図したことではなかったが，興味深い論点が得ら

れたので，以下にその概略を紹介したい。

進化生物学・行動生態学者の長谷川眞理子氏は，日本

国憲法がつくられたとき，生命科学は想定されていな

かったが，原子力研究は想定されていたのではないか，

と指摘する。憲法の学問の自由のなかに，原子核物理学

と核エネルギー利用の研究は，含まれていると理解され

ていたのだろうか。敗戦後の占領下で，理研，京大，阪

大のサイクロトロンが連合国総司令部（GHQ）の命令で

破壊・撤去された。これは学問研究の自由の侵害という

ほかないだろう。だが日本国憲法は日本国政府を拘束す

るだけで，それより上位にある占領軍政府（GHQ）は，

その拘束を受けない。被占領国日本の主権は制限され，

学問研究だけでなく，ほかの様々な面で国民の自由は制

約を受けていた。当時の日本人研究者がそれを問題にで

きる環境にはなかった。

1951年９月に講和条約が調印され，翌1952年４月に

占領は終わり，日本国は主権を回復する。それとちょう

ど同じ時期に，原子核物理研究の禁止は解かれ，理研の

サイクロトロンが再建された。原子力研究はさらにその

後，1953年のアイゼンハワー米国大統領の国連総会演説

を契機に，国内で基盤整備が始まった。この間，学問の

自由と原子核物理・原子力研究のかねあいという観点か

らみて，どのような議論と政治的過程があったのか，ぜ

ひ知りたい。

それは過去の回顧に留まるものではない。現在，そし

て将来，日本で原子核物理・原子力研究は，学問として

の自由をどこまで保障されるべきなのかという問いにつ

ながる問題である。日本原子力学会の倫理規程では，原

子力研究を平和利用目的に限定している。これは，学問

の自由を制約する自己規制なのだろうか。そうした問題

提起が行われたことがこれまであるだろうか。

この問いに対し，宇宙物理学者の池内了氏は，核兵器

は絶対悪であると物理学者は言い続けるべきだと述べつ

つ，科学者としては，核エネルギーを解放するとどうい

うことが起こるか知りたい，誘われれば原爆の研究でも

�島 次郎（ぬでしま・じろう）
自治医科大学 客員研究員
1960年横浜生まれ。東京大学大学院社会学
研究科博士課程修了，社会学博士。専攻は
生命科学・医学を中心とした科学政策論。
著書『先端医療のルール』（講談社現代新
書，2001年），『生命の研究はどこまで自由
か』（岩波書店，2010年）など。

憲法の学問の自由と原子力・生命科学研究
時論
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やりたいと私に語った。その意味での知的探求に制限は

あるべきでない。ただし，すべてをオープンにすること

が条件となる。核兵器研究でも軍事機密などといわずに

すべて公開し，市民の検証や批判に耐えるものでなけれ

ばならない。池内氏はそう述べる。

発生工学者でES細胞（胚性幹細胞，再生医療に用い

る）の研究を手がける田川陽一氏も，科学研究で何をど

こまでやってよいか考えるのに一番わかりやすい例とし

て，原子力研究を挙げた。田川氏は，核エネルギーの研

究は，とことんやるべきだと語った。兵器への応用も含

めて知るべきことはすべて知っておくべきで，そうしな

いと問題が起こったときに対処できないというのであ

る。ここでも田川氏が依拠しているのは，知的探求とい

う意味での科学研究に制約はあってはいけないという立

場である。

分子生物学者の勝木元也氏は，少し違う角度からこの

問題を取り上げた。彼は，科学者が遺伝子組換え研究に

モラトリアムをかけた，「アシロマ会議」（1975年）につい

て教えてくれた。これは研究の自由を科学者が自己規制

した史上有名な事例なのだが，勝木氏によれば，そこで

の中心問題は，生命の操作をどこまでやってよいかとい

う倫理的な問いではなく，ひたすら安全性への配慮だっ

た。いまでいう予防原則の問題意識から，ウイルスや細

菌の遺伝子を組換えて未知の危険な生命体ができ，危害

を及ぼす事態が生じるのを防ごうとしたのである。その

ために採られた方策が，遺伝子組換え体の物理的封じ込

めのシステムの構築である。したがって，遺伝子組換え

研究の規制は，予想される危険性と安全性をどうコント

ロールするかという点で，いわゆる生命倫理ではなく，

原子力研究の扱いに近いと勝木氏は指摘する。

確かに原子力学会の倫理規程の内容の大半は，安全性

と危険性の管理に割かれている。それは技術倫理といわ

れることもあるが，要は当然の職業上の規律である。問

題はその先にあると私は考える。安全で危険が抑えられ

れば，何をしてもよいのだろうか。そこからが，一般に

いう倫理の問題になる。安全面での規制に加えて原子力

研究に要請される倫理面の規制は，学会の倫理規程の冒

頭に出てくる，平和利用という枠付けだろう。では，平

和利用限定で安全性が担保されているなら，核エネル

ギーの研究で何をしてもよいだろうか。

生命科学研究では，安全性の管理は技術的な問題で，

倫理的な問題はそれとは別にあると考えるのが普通であ

る。しかし私はそうではないと思う。安全性も含め科学

的に必要で妥当なことしか，人間やほかの動物を対象に

行ってはいけない，というのが，研究倫理の第一原則だ

と考える。

もちろん，この原則だけで生命科学と社会の間に起こ

る問題を解決することは難しい。先の田川氏は，生命科

学研究で何をどこまでやってよいかを決める基準は，「迷

惑をかけないこと」だという。そこでいう「迷惑」とは，

具体的な危険を及ぼすことだけでなく，たとえば再生医

療のためにヒトの胚を壊してES細胞をつくる研究は，

受精の瞬間から人の生命が始まると考える人たちには殺

人に近い行為と受け取られ賛否の対立を招くので，そこ

まで含めて研究が社会に及ぼす「迷惑」だと考えなければ

いけないというのである。生命倫理ではよく「人の尊厳

を侵してはいけない」というが，その中味は，たとえば

ヒトの胚を人間だと考えるか細胞の塊だと考えるかの，

価値観に関わることである。そこが，生命倫理の難しい

ところである。

原子力研究では，そのような人の生命や尊厳の範囲に

関わる価値観は問題にされないだろう。その代わり，先

の問いに戻っていえば，核エネルギーの研究をどこまで

進めてよいかという問題は，科学的な知的探求という要

因を除けば，そのエネルギーを用いて社会がどこまで豊

かな生活を求めるかという価値観の問題になるだろう。

生命科学・医学でも，知的探求という科学の欲望とは別

に，長生きしたいとか丈夫な体が欲しい，よく働く脳が

欲しいといった，生命と身体を巡る欲望が，研究を進め

る動因にもなり，またその制約を考える際の価値観の問

題にもなる。原子力研究では，人々が営む物質的生活の

便利さ，豊かさを支えるエネルギーをどのように，どこ

まで求めるかという欲望への対応が問題になる。その欲

望を制約する原理が，原子力研究を制約する倫理になる

だろう。

今の日本のエネルギー消費水準はかなり高い。これを

維持するのか，もっと増やしていくのか，あるいは減ら

すべきなのか。世界のほかの地域ではどうするのか。こ

れからの原子力研究は，科学的なデータを示すだけでな

く，こうした価値観に遡った議論をしないと，適正な推

進の根拠をもつことはできないのではないだろうか。

科学の欲望には科学の論理，科学の倫理で対応すれば

よいが，それ以外の人の欲望については，別の価値観の

軸を立てた議論が必要になる。私は，生命科学・医学に

おいてそうした議論をどう進めればよいかを次の課題と

している。その点で，原子力研究における議論からも大

いに学びたい。本学会の活動のいっそうの発展を期待す

る。

（2010年 ６月18日 記）
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６月18日に「エネルギー基本計画」が閣議決定された。

これは2002年に制定されたエネルギー政策基本法に基づ

きおおむね３年ごとに改定されているものであり，今回

は2007年の第１次改定版に対し，エネルギーの安定供給

のほか，地球環境問題への対応や，エネルギー分野の投

資・開発・普及を通じた経済成長という視点を織り込ん

で改定が行われた。例えば原子力発電については2020年

までに９基・2030年までに14基以上の新増設，2020年

に85％・2030年に90％までの設備利用率向上を行い，

2030年に原子力を含むゼロ・エミッション電源比率を70

％まで上昇させる，という高い目標が示されており，こ

のような政策を十分に，かつ強力に推進することによ

り，2030年のエネルギー起源二酸化炭素排出量は1990

年比で「30％程度もしくはそれ以上」の減となる，とされ

ている。

この基本計画案が審議された６月８日の委員会の資料

には，この2030年の排出削減のあり方が試算値として示

されている。ここでは上記の目標に従い，2030年の発電

量に占める原子力の比率を約５割，水力・再生可能エネ

ルギー等の比率を約２割とし，エネルギー起源二酸化炭

素の排出量をベースラインの13．1億トンから7．3億トン

まで削減する見通しとなっている。これは昨年８月に発

表された長期エネルギー需給見通しの再計算に比較し

て，さらに１億トン程度（1990年比9％程度）の削減の積

み増しを行う形になる。

わが国の温室効果ガス排出削減については，従来2020

年を対象として議論が多く行われてきた。昨年の４月ま

で行われた中期目標検討委員会では複数の研究機関によ

るモデル計算結果から温室効果ガス削減のコストや経済

影響が評価され，それをもとに６月に当時の麻生首相が

2005年比15％（1990年比８％）の国内の削減目標を決定

した。その後，総選挙を経て９月に鳩山首相が1990年比

25％の削減目標を発表し（ただしそのうち国内削減分，

いわゆる真水分がどの程度であるかについては言及され

ていない），それが現政権の目標となっていることは周

知の通りである。この目標に対してはその後も検討がな

されており，例えば今年３月には環境省での検討に基づ

き，目標達成のための対策・施策パッケージが環境大臣

試案として示されている。

このような中で今回新しいエネルギー基本計画が決定

されたわけであるが，ここで示されたのは2030年の値の

みであって，従来議論のあった2020年の国内削減量等は

示されていない。日本の二酸化炭素排出削減のかなりの

部分が大規模な設備産業での対策や，住宅の断熱性能な

ど長期にわたる入れ替えを必要とする対策によって担わ

れることを考えるとき，2030年までの削減は今後状況の

変化に応じてその対策を十分精査すべき問題であると捉

えられるのに対し，2020年までの削減は今行った対策が

直ちに影響するものだと考えなくてはならない。2020年

の削減は将来の問題ではなく，現在の問題である。この

ためこの問題は早急な決断が求められるものであると同

時に，その決定のためには今の段階で十分な議論が尽く

されなくてはならない。2020年までの対策のあり方につ

いては立場の異なる論者により様々なことが言われてい

るのが現状であり，今後もしばらくは議論が続くものと

考えられる。

このような状況の中で，しかし原子力発電の重要性に

ついては多くの人の考えが一致しているといってよい。

日本の温室効果ガス排出量の見通しに関するモデル計算

を実際に試みたことがある人の中で，原子力の大幅な積

み増しなしに排出削減が可能だと考えている人は現在ほ

とんどいないと思われる。例えば長期エネルギー需給見

通し再計算では2020年に想定される原子力発電による削

減量は１億1，000万トン（うち，９基の新増設により5，000

万トン，設備利用率の80％までの向上により6，000万ト

ン），これは日本の削減量全体の１�３にも相当する。この試

算で2，800万 kWと想定されていた太陽光発電による削

減量が1，500万トン，次世代自動車の導入や最大限の燃

費向上に伴う運輸部門の排出削減が合計で2，100万トン

であることを考えると，もし原子力の発電電力量が今後

増大しなかった場合には，他の手段によってそれを代替

することはほとんど不可能である，といえるだろう。

これは，実はかなり日本に特殊な事情である。例えば

米国ではブッシュ政権以降にわかに原子力発電所の新規

建設が議論されるようになり，「原子力ルネッサンス」と

松尾 雄司（まつお・ゆうじ）
（財）日本エネルギー経済研究所 原子力
グループ兼計量分析ユニット 主任研究員
1997年東京大学大学院理学系研究科物理学
専攻修士課程修了。（財）産業創造研究所を
経て，2007年より現職。江戸川大学経営社
会学科非常勤講師兼務。
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も呼ばれる機運の高まりとともにこれまで30基超の新設

計画が公表されているが，今年５月に発表されたエネル

ギー省の見通しでは，基準価格ケースにおいて2035年ま

でに原子力発電設備容量の増加はわずかに1，230万

kW，うち新設によるものは840万 kWのみという想定

になっている。これは30数基の新設計画のうち，わずか

に６基程度を占めるに過ぎない。この背景には資金環境

の悪化や建設コストの上昇等があると考えられるが，単

にそれだけではない。米国は１人当りCO２排出量，GDP

当り CO２排出量ともに日本の２倍程度の水準にあり，産

業部門の省エネルギーや，自動車燃費の改善，火力発電

の効率向上など多くの点で削減の余地がかなり残されて

いる。このため日本ほど温室効果ガス削減のために原子

力が切実に必要とされてはいない，といえるだろう（た

だし上記のシナリオでは2020年の二酸化炭素排出量は

2007年比で２％減となっており，より大きな削減を行う

場合には原子力新設の積み増しが求められる可能性もあ

る）。同様のことは，程度の差はあれ欧州諸国について

もいえる。例えば英国エネルギー・気候変動省が６月に

発表した見通しでは自国の温室効果ガス排出量を2020年

に1990年比36％減とするシナリオが描かれているが，こ

こでは原子力の新設は2020年以降徐々に行うこととされ

ており，2006年に690億 kWhであった原子力発電量は，

既設炉の廃止に伴い2020年には250億 kWhまで低下す

る姿になっている。

中国は現在900万 kW程度の原子力発電設備容量を有

しているが，従来これを2020年に4，000万 kWまで拡大

することが計画されていた。しかし最近になってこの目

標は大きく上方修正され，現在は7，000～8，000万 kW

程度を目指す，といわれている（私は先日中国国家発展

改革委員会・能源研究所の専門家と話をした際，この目

標は世界のプラント建設能力から見ても過大に思われる

が？と聞いてみたが，彼女からの返答は「プラント建設

に関して何らかの障害があるとは考えていない」という

ものだった）。しかし中国の発電電力量自体も大幅に増

大すると見通されており，仮に原子力の新設が計画通り

急速に進んだとしても，そのシェアはようやく１割に達

するに過ぎない。中国を含む発展途上諸国にとって低炭

素化のための最大の鍵は省エネルギーであって，その他

のどんな対策を講じたところでエネルギー消費そのもの

が急増を続けるならば効果は限られている。中国はまた

風力や太陽光についても数千万 kW規模の導入計画を

進めるとともに，現在900億 m３程度の天然ガス消費量を

2020年に2，200～2，500億 m３程度まで拡大することによ

り，燃料転換による低炭素化をも図っている（これによ

る二酸化炭素の排出削減量は，計算の仕方にもよるがお

よそ２億トンにも達すると考えられる）。このように，

中国に限らず多くの国にとって原子力は低炭素化のため

の手段の一つではあってもそれ以上ではなく，仮に原子

力が進展しなかったとしてもそれを代替する手段は複数

ある，と考えることができるだろう。

このように見ると，温室効果ガス削減のために原子力

に頼らざるを得ない日本は現在，世界で最も切実に原子

力を必要としている国である，とさえいえることがわか

る。問題はその目標の達成に向けたハードルが非常に高

いということである。2010年度の電力供給計画には現在

建設中のものも含め14基1，931万 kWの新設計画が掲げ

られているが，周知の通り原子力発電所の建設計画とい

うものは大幅に遅延することが常態である。例えば2004

年度の電力供給計画では2009年度までに少なくとも８基

の原子炉建設に新規に着工することが予定されていた

が，そのうち実際に現在までに着工されたものはわずか

に２基に過ぎない。

また設備利用率については，過去最も安定していた

1990年代後半でも全国平均で80％を超える程度であり，

90％という数値は過去一度も達成されたことのないもの

である。これを実現することは現在制度として導入され

ている新検査制度により運転期間を延長するだけでは不

可能であって，さらに運転停止期間そのものを例えば

２ヶ月程度まで，大きく短縮しなくてはならない。この

ためにエネルギー基本計画では広聴・広報を通じた相互

理解の促進，電源立地交付金制度の更なる改善，科学的・

合理的な安全規制の充実などの方策が掲げられておりそ

れはその通りなのであるが，しかしそこで我々はいま，

「過去にない覚悟と努力」をもってそれを推進しなくては

ならない，ということを十分に認識する必要があるだろ

う。

もともと原子力というものは，その態度が人により非

常にはっきりと分れる問題である。もし仮に原子力発電

の安全性が十分に確保され，また高レベル放射性廃棄物

も地層処分により十分に人間の活動から隔離されること

が保証できたとしても，それでも地下深くの数 km四方

にもわたる領域に数万年，数十万年もの間それを置き続

けるということ自体が，長い地球の歴史の中の一瞬を生

きる我々のあり方として果してどうなのか。それは私も

幾分そう思わざるを得ない。原子力が将来核融合を経

て，長期にわたって人類へのエネルギー供給を担い続け

るのか，あるいはそれは再生可能エネルギーの大規模な

利用に至る渡橋に過ぎないのか，それは我々にはまだわ

からない。しかし少なくとも今の時点において，地球環

境問題とその政治的対応という短期の課題が直ちに我々

に原子力の利用拡大を迫っているということは疑いのな

い事実であって，それはもはや原子力が好きか，嫌いか

という問題ではない。それが切迫した問題であるという

ことを我々一人一人がよく認識し，可能な限り原子力の

有効利用に努めることが，現在の日本には求められてい

るといえるのだろう。 （2010年 ６月21日 記）
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政府，2030年までに14基の原子力発電所を建設
政府は６月１８日の閣議で，エネルギー政策の基本

的な方向性を示す「エネルギー基本計画」を決定し

た。２０３０年までに少なくとも１４基以上の原子力発電

所を新増設することなどにより，現状のエネルギー

自給率１８％を２０３０年までに倍増するとしている。ま

た化石燃料の自主開発を進めることにより，海外で

の自主開発権益を含む自主エネルギー比率を，現状

の３８％から７０％まで増やすことを目標に設定した。

エネルギー基本計画は，エネルギー政策基本法に基

づき政府が策定するもので，２００７年３月以来の改

定。

新しい計画では，地球環境問題への対応と，資源

獲得をめぐる国際的な競争を踏まえた対策を盛り込

んだことが特徴。具体的には２０３０年までにゼロ・エ

ミッション電源比率を現状の３４％から７０％まで引き

上げるとともに，家庭部門で排出されるCO２を半

減。さらに産業部門での世界最高エネルギー利用効

率を維持強化し，国内企業群のエネルギー製品が国

際市場でトップシェアを獲得することをめざすこと

を盛り込んでいる。

MOX工場，燃料貯蔵施設に事業許可 燃料サイクルに新たな
ステップ

経済産業省は５月１３日，日本原燃のMOX燃料加

工工場およびリサイクル燃料貯蔵会社の使用済み燃

料中間貯蔵施設について，それぞれ事業許可を行っ

た。いずれも青森県に建設し，商業レベルでは国内

初の案件で，燃料サイクルの確立に向けた重要な進

展だ。

同日，松下忠洋副大臣が，東京・霞ヶ関の経産省

庁舎内で，MOX加工については原燃の川井吉彦社

長に，使用済み燃料貯蔵についてはリサイクル燃料

貯蔵の久保誠社長に，それぞれ事業許可書を手交し

た。

原燃のMOX燃料加工工場は，六ヶ所村の再処理

工場に隣接して建設され，再処理で得られたMOX

粉末を原料として，プルサーマルで利用するMOX

燃料を製造する。今年１０月の着工，１６年３月の竣工

予定。

一方，むつ市に計画される使用済み燃料貯蔵施設

「リサイクル燃料備蓄センター」は，東京電力と日本

原子力発電の原子力発電所から発生した使用済み燃

料を再処理までの間，一時貯蔵するもので，今年７

月着工，１２年７月事業開始の予定。

両案件とも，４月１９日に原子力安全委員会，２０日

に原子力委員会のダブルチェック審査をそろって終

了しており，MOX加工について，安全委では，安

全審査指針に基づき，仮想的な臨界事故に関する専

門的評価も実施している。

MOX加工の事業許可を受け，森詳介・電気事業

連合会会長は，「原子燃料サイクルの確立に向けた

着実な前進」とするとともに，「プルサーマルの着実

な導入に向けて引き続き業界を挙げて取り組む」と

のコメントを発表した。

（資料提供：日本原子力産業協会）

経産省が川内 3号機設置で 1次公開ヒアリング開催
九州電力が１９年度の営業運転開始を目指し計画す

る川内原子力発電所３号機（１５９万 kW，APWR）の

設置に係わる第１次公開ヒアリング（経済産業省主

催，議長団＝横尾英博・資源エネルギー庁電力・ガ

このコーナーは各機関および会員からの情報をもとに編集してい
ます。お近くの編集委員（目次欄掲載）または編集委員会 hensyu@
aesj.or.jp まで情報をお寄せ下さい。資料提供元の記載のない記事
は，編集委員会がまとめたものです。
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ス事業部長他）が５月１８日，川内文化ホール（鹿児島

県薩摩川内市）で行われた。

約９００名が傍聴する中，発電所を立地する薩摩川

内市および隣接する阿久根市，いちき串木野市の住

民２０名が陳述人がとして意見・質問を述べ，電力側

からは段上守副社長らが説明・回答に当たった。会

場内では野次，妨害行為などはなく，議事はほぼス

ケジュール通りに進行。原子力施設の１次公開ヒア

は，東京電力の東通発電所設置に係わる０３年１１月の

開催以来，およそ６年半ぶり。

はじめに九州電力が川内３号機設置計画の概要を

説明。同発電所には１，２号機で，それぞれ１９８４，８５

年より営業運転の実績があるが，将来的な電力需要

の増大と，これに対応したエネルギー・セキュリ

ティの確保，地球環境問題への対応，経済性等を勘

案し，原子力の発電電力量に占める構成比５０％の電

源ベストミックスを目指すべく，増設計画具体化に

至った経緯を述べた。

環境調査結果を踏まえ，九州電力は０９年１月，地

元の鹿児島県および薩摩川内市に３号機増設の申入

れを行っている。同機に採用されるのは，安全性，

信頼性，運転保守性の向上などが図られたAPWR

で，電気出力１５９万 kWは，現在運転・計画中の国

内原子炉では最大級だ。

今後，九州電力は，地元の了承を得た上で同機の

重要電源開発地点への指定を申請，経産省は，今回

ヒアリングの意見陳述も参酌して，これを決定し，

電力側からの原子炉設置許可申請を受け，安全審査

へと移ることとなる。

（同）

電力10社，英で再びMOX加工へ 工場改造に資金提供
電力９社と日本原子力発電の１０社は５月１３日，英

国で回収されるプルトニウムの将来のMOX燃料加

工に関する全体的な枠組みについて，英国原子力廃

止措置機関（NDA）と合意したと発表した。

電力１０社は，英仏への海外再処理委託に伴う回収

プルトニウムについては，海外でMOX燃料に加工

し，国内に輸送してプルサーマルで利用することを

基本方針としている。同方針に基づき，電力１０社は，

英国で回収されるプルトニウム全量を英国でMOX

燃料に加工できるよう，NDAと協議を行ってきた

が，このほど，NDAが同国中西部のカンブリア州

セラフィールドに所有するMOX燃料加工工場

（SMP）における将来のMOX燃料加工に関する全

体的な枠組みについて合意したもの。

詳細については明らかにしていないものの，同合

意では，SMP工場での今後のMOX燃料加工につ

いて，経済性確保のための生産能力向上方策やそれ

に伴う費用負担，MOX燃料加工を進める上での原

則などを取り決めたもの。

電力各社は今後，地元地域の理解を得ながら各社

のプルサーマル計画を進めていくこととしており，

各社ごとの状況を踏まえて，諸条件が整った段階で

進めていくことになる。

（同）

原子力委，成長への原子力戦略を取りまとめ
原子力委員会は５月２５日の定例会で，「成長に向

けての原子力戦略」を決定した。政府が６月に取り

まとめる新成長戦略に対し，同委員会として，原子

力政策大綱に則り，効果的，重点的に貢献すべき施

策を明確化したもの。

同戦略では２０２０年までの目標として，原子力発

電，放射線利用，新たな挑戦を促す環境，国際展開

のそれぞれについて，着実に推進すべき取組を述べ

た。

原子力発電については，世界最高水準の設備利用

率の実現，定格出力の向上，高経年化対策の充実，

原子力発電所の新増設・リプレースを推進し，原子

力発電比率の向上を図る。

放射線利用では，医療分野における放射線利用を

促進して健康大国を実現するとともに，農業，工業

及び学術分野における利用を促進し，関連する産業

を戦略産業に育成することを掲げた。

新たな挑戦を促す環境づくりとしては，原子力発

電事業者，企業経営者，地方自治体，住民が技術や

制度，事業のイノベーションを通じ，新たな企てに
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挑戦する気概を持てる環境を整備し，国際展開に向

けて，増大する国際社会の原子力発電新増設需要

や，途上国における放射線医療を含む放射線利用需

要に対し，わが国原子力産業がより大きな役割を果

たすよう求めている。また，「持続的成長のための

プラットフォーム」として，原子力科学技術や，そ

れを担う人材育成にも言及している。

（同）

経産省，ポーランド原子力支援へ 実務レベル作業部会を設置
経済産業省の石田徹資源エネルギー庁長官は５月

１９日，来日したポーランドのハンナ・トロヤノフス

カヤ原子力エネルギー政府全権代表と会談を行い，

両国政府の実務担当者レベルの作業部会を立ち上

げ，①原子力広報，②放射性廃棄物処理・処分，③

法制度や技術面に関する課題 などについて協力

していくことで合意した。３月の「原子力平和利用

に関する協力の枠組みを定めた合意文書」署名を受

けたもの。

ポーランドでは，１９９０年に建設中のジェルノビェ

ツ原子力発電所に対する住民投票の結果が反対多数

となったことから，同国政府は同計画を断念してい

る。０９年に，政府は２０２０年に初号機運転開始を目標

としたロードマップを採択し，複数の原子力発電所

の規模・建設サイトなどを決める「原子力エネル

ギー計画」を今年中に採択すること，１３年までに初

号機建設用地の選定や建設契約の締結を行うことな

どを決めている。 （同）

中国電力，点検不備問題で最終報告
中国電力は６月３日，島根原子力発電所１，２号

機で発覚した保守管理不備について，根本原因分析

と再発防止対策を盛り込んだ最終報告を原子力安

全・保安院に提出した。根本原因として，組織・企

業風土に起因する問題をあげ，全社で安全文化醸成

活動を推進し，再発防止を図ることとしている。

昨年度保安検査で，点検計画と実績との不整合が

確認されたことを受け，島根１，２号機では３月末

より，保守管理の実施状況に関する総点検を実施し

た。今回，提出された最終報告によると，点検計画

表記載の点検周期を超えている機器数が５１１か所，

点検周期を超えていないが，点検計画表と実績に不

整合のある機器が１，１６０か所確認され，これまで，

分解点検・取替が適切に実施されていなかった５１１

か所については，いずれも健全性を確認したとして

いる。 （同）

原子力人材育成関係者協議会が報告書まとめ「中核的機関」設立
を提言

原産協会の原子力人材育成関係者協議会（座長＝

服部拓也・原産理事長）は，「ネットワーク化」，「ハ

ブ化」，「国際化」を提言する報告書を取りまとめ，５

月１８日の原子力委員会会合で，報告した。

同協議会は，昨年４月の前回報告書を受け，学習

指導要領改訂，原子力工学教育基盤の劣化，急速な

国際化の進展など，昨今の状況をとらえ，検討を行っ

てきた。

報告書では，�１理系，特に工学系への進学者を増

やすための取組の強化，�２原子力の必要性，安全性

などの正確な知識の教育，伝達，�３原子力の技術，

研究，産業などの魅力，将来性を社会，特に若い世

代に伝達し，学生の原子力への志向性を向上，�４原

子力専門教育の体系再構築と充実強化，�５国際人材

の養成，�６国際展開に対応する人材育成体制の整

備，�７原子力分野の技術継承の仕組みの確立，�８人

材育成活動の機能に応じたネットワーク化やその中

心となりコーディネート，コントロールするハブ設

立，�９我が国の原子力育成の体系化と可視化，�１０原

子力人材育成を戦略的に進めるための中核的恒常組

織の設立 を提言として掲げている。

また，同協議会の「原子力人材育成に関する国際
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対応作業会」の報告書についても合わせて，説明が

なされ，①国際性ある原子力人材育成の環境整備，

②我が国の国際プレゼンスの向上，日本人の海外展

開，国際機関派遣，③国際人材育成のためのネット

ワーク化，④アジア諸国等に対する原子力人材育成

を提言した。

原子力委員会からは海外でのキャリアと日本国内

のキャリアのマッチングや，奨学金・研究費助成な

どによる人材の確保について意見があった。

服部理事長は，今回の報告書取りまとめに際し，

「日本の工学系教育は各分野では相当高いレベルの

育成がなされているが，全体としてまとまりがない」

などと指摘し，今年度から産官学が連携し，高等教

育機関や研究機関などの原子力専門教育ネットワー

ク強化のための「中核的恒常機関」を作る計画だと強

調した。 （同）

JAIFベトナム連絡事務所が開所式
原産協会は５月２６日，ホテル日航ハノイで「JAIF

ベトナム連絡事務所」（利光聡所長）の開所式を行っ

た。ベトナムからはミン国会科学技術環境委員長を

はじめハイレベルの幹部が参加，坂場三男全権大使

も出席し，日本からの出席者を含め，約７０名が参加

した。

原産協会の服部拓也理事長が挨拶，今秋発足予定

の新会社の代表として，東京電力の武黒一郎副社長

も抱負を述べた。ミン国会科学技術環境委員長から

は，お祝いの言葉とともに，今後の協力強化に対す

る期待が寄せられた。

（同）

動画配信のご案内
原産協会では，原子力関係の情報を毎月，動画配

信（インターネット・テレビ）「Jaif Tv」として，原

産協会ホームページ（http : //www.jaif.or.jp/）か

ら，無料でお届けしている。

２０１０年５～７月の番組は以下の通り。

・「第４３回原産年次大会」レポートと開催地松江市の

紹介（５�１７公開）

・新規導入にむけて動きだしたベトナム―原子力発

電計画の概要―（６�１５公開）

・「加速する原子力ルネッサンス―世界の原子力発

電開発―」（７�１５公開予定）

（同）

東京大学グローバル COE，マレーシア国立大学と共同で国際ワー
クショップを開催

東京大学グローバル「世界を先導する原子力教育

研究イニシアチブ」は，５月３１日～６月１日，マレー

シア国立大学と共催で「Important Considerations

for Introducing Nuclear Power in ASEAN : Can

Regional Cooperation be Attractive for Nuclear

Energy Development？」と題する国際ワーク

ショップ（WS）をクアラルンプールで開催した。

WSには，日本，マレーシア，韓国，豪州，シン

ガポール，米国，モンゴル，インド，ベトナム，カ

ザフスタン，中国，台湾のパネリスト等約７０名が参

加し，各国の原子力事情や今後の計画，原子力発電

導入・拡大に際して技術および制度的側面（国際

法，核不拡散および核セキュリティ）から検討が必

要な事項，また国際・地域協力が希求される事項や
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協力の枠組み等についてプレゼンテーションおよび

討議が行われた。

本WSを通じ，アジアの国々の原子力関係者の

間で，原子力の安全性および法的インフラ整備の観

点から，原子力工学および原子力法関連の人材育成

や教育・訓練に関し国際協力が希求されているこ

と，また「核燃料サイクル多国間管理」の重要性につ

いては多くの参加者に共有されていることが確認さ

れた。

（資料提供：東京大学）

京大原子炉 KUR， 4年ぶりに運転再開
京都大学原子炉実験所の研究用原子炉KUR（定格

出力５，０００kW）は５月２８日，４年３ヵ月ぶりに利用

運転を開始した。KURは，２００６年２月２３日に高濃

縮ウラン燃料を用いた運転を終了し，燃料のウラン

濃縮度低減のための各種手続き（原子炉施設設置変

更および低濃縮ウラン燃料の製造）を行ってきた。

また，運転停止期間中に，原子炉施設の総点検を実

施し，施設の健全性を確認するとともに，運転員等

の教育訓練を行い，再開後の円滑な運転に向けた準

備を進めてきた。

新燃料は，今年３月４日に原子炉実験所に到着。

その後，運転再開に向けて各種の検査を経て，５月

２６日付けで文部科学省による施設定期検査および燃

料の使用前検査に合格したことを受け，５月２８日に

利用運転として医療照射を実施した。６月からは本

格的な利用運転を開始しているが，この運転では，

出力１MWの運転（約４５時間）を主とし，医療照射

時のみ出力５MW運転（約６時間）を行うこととし

ている。

（資料提供：京都大学）

金属表面のごくわずかな変化を精密に観察―将来は原子の凹凸
の変化を瞬時に観測できる可能性

東京大学物性研究所先端分光部門と徳島大学大学

院ソシオテクノサイエンス研究部，日本原子力研究

開発機構量子ビーム応用研究部門の共同研究チーム

は，物体表面のわずか１ナノメートル（１００万分の１

ミリメートル）の凹凸の変化を，１０ピコ秒（１，０００億

分の１秒）という瞬間で観察することができる装置

を開発した。

レーザーは光であるため波の性質を持っており，

物体から反射されるレーザーの波の形は物体表面の

形状によって異なる。その異なる波の相互作用（干

渉）を利用して物体表面の形状を観察する装置が

「レーザー干渉計」で，これまでも軟X線の波長の

短さを利用した高精度の観察ができないか検討され

てきた。しかしながら，軟X線の光に使用できる

光学素子（鏡やレンズ等）が限られるために，複雑な

光学配置（光学素子の配置）を必要とする従来の方法

では観察が難しかった。

このため共同研究チームは，２枚の鏡を用いた「ダ

ブルロイズ鏡」と呼ばれる光学素子を用いたシンプ

ルな干渉計の光学配置を考案。この光学配置を採用

することで世界に先駆けて「表面観察用軟X線レー

ザー干渉計」を開発し，これまでにない高い精度で

物体表面の形状変化観察を可能にした。実際に行っ

た観察では，金属表面が赤外線レーザーの照射によ

り融解・膨張していくレーザー加工の初期過程の様

子を，１ナノメートルの深さ方向の分解能と１０ピコ

秒の時間分解能で瞬間撮像することに初めて成功し

た。

今回開発した軟X線レーザー干渉計は，レーザー

加工の初期過程のより詳細な観察や，薄膜生成過程

のその場での観察，半導体製造プロセスで重要な極

端紫外光（EUV）露光用マスクの欠陥検査等の重要

軟X線レーザー干渉計の配置図
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（情報提供：日本原子力産業協会）

な産業応用はもとより，物質の構造相転移の動的挙

動などの学術的に興味深い対象の観察に役立つ有望

な観測手法であるといえる。また，将来的に軟X

線検出器の位置分解能が向上すれば，原子１層分の

凹凸の変化の様子の精密観測が可能となる。

（参考：http : //www.jaea.go.jp/０２/press２０１０/

p１００６１７０１/index.html）

（資料提供：東京大学，徳島大学，

日本原子力研究開発機構）

重水素を燃料とする高効率燃料電池を開発―海中用動力源への
応用に期待

茨城大学工学部と日本原子力研究開発機構量子

ビーム応用研究部門は共同で，重水素を燃料とする

高効率的な燃料電池を開発した。現在の燃料電池

は，水素を燃料とするものが主流だが，茨城大学と

原子力機構では水素ガスの代わりに重水素の貯蔵合

金を固体高分子形燃料電池システムに組み込んだ装

置を開発し，これまでより発電効率が約４％上昇す

ることを実証した。

重水素は自然界の水の中に０．０１５％の割合で含ま

れ地球上に広く存在している。これを燃料電池に用

いると酸素と反応して重水となるが放射性物質では

ないので，その取扱いに大きな困難はない。また，

発電により生成した重水は回収し，別途電気分解に

て再び重水素へ変換して繰り返し利用することがで

きる。

なお，深海巡航探査機「うらしま」をもつ海洋研究

開発機構では，海中用動力源としての重水素燃料電

池の適用可能性の検討を始める予定である。

（参考：http : //www.jaea.go.jp/０２/press２０１０/

p１００５１７０１/index.html）

（資料提供：茨城大学，日本原子力研究開発機構）

海外情報

［米国］

オバマ大統領，米露協定を議会に再
提出―イラン制裁等で共同歩調

米国のB・オバマ大統領は５月１１日，２００８年９月

以降，批准棚上げとなっていた米露原子力平和利用

協力協定を議会に再提出した。

ウラン濃縮事業の推進で核開発が疑われるイラン

に対し，国連安保理で新たな制裁決議採択に向けた

共同歩調を強めると共に，米国原子力産業の技術や

機器の輸出に道を拓くのが主な目的。ロシア側に

とっても，原子力分野における両国のリーダーシッ

プを強化，米国の原子炉への核燃料供給事業でさら

なる利益が期待できるなど，米露双方に有益な協定

だ。また，同協定の批准・発効は，昨年５月に調印

されたまま手続きが進まない日露協定の発効にも影

響があることから，今後の動向が注目されている。

米国はW・ブッシュ大統領時代の０８年５月にモス

クワで同協定に調印し，議会に提出した。しかし，

議会で９０日間の継続審議が完了する前の同年９月，

南オセチア紛争の勃発にともないロシア軍がグルジ

アに侵攻。同大統領は協定の承認決定を翻し，議会

審議からも撤回していた。

ロシア側では，今月ニューヨークで核不拡散条約

（NPT）再検討会議が開催されているのを機に，訪

米中のS・リャブコフ外務次官が，オバマ現政権が

同協定を米国議会に再提出するよう希望するとの意

向を表明。前政権による審議撤回は政治的な事由に

よるものであり，その内容とは無関係だったと強調
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していた。

オバマ大統領も議会へのメッセージの中で，①グ

ルジアでの状況は原子力協定批准に向けた手続上，

もはや障害ではなくなった，②イラン問題での米露

協調は，そのレベルと範囲に鑑みて同協定の再提出

を正当化するに足る と説明。H・クリントン国

務長官やDOEの S・チュー長官，米原子力規制委

員会の委員達からも再提出を促されたことを明らか

にした。

同大統領はまた，再提出を決めた具体的な理由と

して，過去１年間に両国が核不拡散および原子力の

民生利用分野で協力の度合いを実質的に深めてきた

事実を列挙。今年４月に新たな核軍縮条約（新

START）に調印するとともに，両国の核兵器解体か

ら出たプルトニウムを効果的に処分するため，２０００

年に締結した協定の改訂議定書に調印した点を強調

している。

両国の原子力協力協定（＝有効期限３０年間）が発効

すれば，米国から原子炉を含めた機器，資機材およ

び技術の対露輸出が可能になる。ただし，機微な技

術やその関連施設，重要機器に関する制限データに

ついてはその限りではない。

DOE，アレバの濃縮工場計画に20億
ドルの政府融資保証

米エネルギー省（DOE）は５月２０日，仏アレバ社

がアイダホ州アイダホ・フォールズ近郊で進めてい

る遠心分離法ウラン濃縮施設建設計画に対して，２０

億ドルの政府融資保証を提供すると発表した。原子

力関連の融資保証適用は，２月のボーグル原子力発

電所３，４号機建設計画に次いで２件目。燃料サイ

クル・フロントエンドに割り当てられた融資保証枠

２０億ドルについては，米国濃縮会社（USEC）が仏ア

レバ社とともに申請書を提出していたが，同社は昨

年，DOEから申請の取下げを指示されており，明

暗の分かれる結果となった。

アレバ社の計画は２００８年５月に公表されたもの

で，アイダホ・フォールズの西約１８マイルに，処理

能力３，３００トンSWUの「イーグル・ロック・ウラン

濃縮工場」を建設するというもの。昨年５月に仏国

のトリカスタンで最初のカスケードが始動したジョ

ルジュ・ベス蠡ウラン濃縮工場と同じく，ウレンコ

社から移転されたガス遠心分離・濃縮技術を採用し

ている。総工費は３３億ドルで，０８年９月にDOEの

融資保証を申請したほか，同年末には米原子力規制

委員会に建設・運転一括認可を申請。２０１１年に着工

し，１４年から操業開始予定だ。

一方，USECの米国遠心分離プラント（ACP）に

ついては昨年８月，DOEは「技術的にまだ商業規模

に移行する準備ができていない」と指摘。融資保証

の申請を取り下げ，規定要件を満たせるよう，さら

に１２～１８か月間の研究開発継続を指示していた。

DOEは原子力発電所の建設計画に対して合計１８５

億ドル，ウラン濃縮施設建設に２０億ドルの融資保証

権限を持つが，今年２月にはボーグル発電所計画に

対して初めて，８３．３億ドルの提供を約束。同様の保

証を検討していた残り３件を手当てするには，残額

だけでは難しい状況だ。このため，DOEのチュー

長官は４月２８日の議会証言で，２０１１会計年度が始ま

る前に原子力関連枠で新たに９０億ドルの融資保証を

議会に提案すると述べたと伝えられている。また，

今回の発表の中でDOEは，０７会計年度に規定した

融資保証資金から，ウラン濃縮に追加で２０億ドルの

提供が可能になったと明記。USECは今後の融資保

証適用に希望的観測を抱いており，今年の夏にも，

申請書を更新する計画だという。

なお，その他の融資保証適用候補としては，カル

バートクリフス３号機，V・C・サマー２，３号機，サ

ウステキサス・プロジェクト３，４号機建設計画，

との見方が有力だ。

PSEG社，新規建設計画念頭に事前
サイト許可を申請

米国のパブリック・サービス・エンタープライ

ズ・グループ（PSEG）は５月２５日，ニュージャー

ジー州で新設する可能性のある原子力発電所の事前

サイト許可（ESP）を米国原子力規制委員会（NRC）

に申請した。建設・運転一括認可（COL）で建設計

画を本格的に進める前に ESPを取得。十分な検討

期間を設けて，先行するその他の新設計画の進展具

合を見極めるとともに，規制条件や地元のエネル

ギー政策が建設に適していると判断できた段階で計

画を決定する方針と見られている。

PSEGが原子炉の新設に適するとして審査を申請
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した場所は，同社がニュージャージー州で保有する

セーレム（PWR２基），およびホープクリーク（BWR

１基）両原子力発電所の隣接区域。隣り合って立地

するこれら２発電所の敷地は合計で３００㌶におよ

び，現在米国内で２番目に大きな原子力サイトと

なっている。

審査過程においては，地震学，水文学，人口分布，

緊急時計画などサイト特有の要因について安全性が

評価されるほか，環境面では，原子力発電所の建設

工事と運転による影響が見積もられる。また，申請

に際してPSEGは，複数の原子炉設計の採用が可

能になる「プラントパラメータ包絡（PPE）」を使用。

これは実際に建設する原子炉設計の代替情報となる

数値体系で，それぞれのパラメータの上下限を反映

している。これにより，同社は採用原子炉技術を選

択せずに当該サイトで今後の開発資格が与えられる

ことになる。

ブルーリボン特別委員会に小委員会
設置

米国でユッカマウンテン計画に替わる使用済み燃

料および高レベル放射性廃棄物（HLW）の管理処分

方策を検討している政府のブルーリボン（特別）委員

会は５月２５，２６の両日，第２回会合を開催し，３つ

の小委員会を設置した。

小委員会の設置は３月の第１回会合で提案されて

いたもので，検討テーマ別に�１原子炉と燃料サイク

ル技術，�２廃棄物の輸送と保管，�３廃棄物の処分

に分かれている。�１の共同議長としては，原子力

と再処理の強力な推進論者として知られるP・ドメ

ニチ元上院議員と，先進原子炉システムや廃棄物処

理などの専門家のP・ピーターソン・カリフォルニ

ア大学原子力工学部長が就任。また，�２の共同議長

はR・メザーブ元米原子力規制委員会（NRC）委員長

と，P・シャープ未来資源研究所所長が，�３の共同

議長はC・へーゲル元上院議員と J・ラッシュ世界資

源研究所（WRI）所長が務めることになった。

同委は今後も，２か月ごとに２日間ずつ開催され

るほか，合間の月には電話会議での開催予定となっ

ている。

NRC新委員就任で 5委員が揃う

米原子力規制委員会（NRC）のB・ヤツコ委員長は

４月２３日，G・アポストラキス氏の委員就任を宣誓

した。

アポストラキス氏は，同月１日付けで一足先に新

委員に就任したW・マグウッドおよびW・オステン

ドルフの両氏とともに昨年オバマ大統領が委員に指

名していたもの。ヤツコ委員長およびK・スビニッ

キ委員に加えて新委員３名が就任したことにより，

NRCは２００７年以来初めて，５委員の定員枠がすべ

て埋まったことになる。

［カナダ］

AECLの NRU炉の運転再開は 7月
末頃

カナダ原子力公社（AECL）は５月１９日，医療用放

射性同位体（RI）生産炉であるNRU炉の修理状況に

ついて，溶接作業の約８割が完了したことを明らか

にした。

同炉は昨年５月の重水漏れ以降，修理作業中と

なっており，昨年１２月から溶接作業を中心とする最

終修理段階に入った。現時点で溶接の必要な１０か所

のうち９か所までの作業を完了しており，溶接とそ

れにともなう非破壊検査の７７％を終えたとしてい

る。

モックアップ装置を使った最終溶接箇所の溶接信

頼性試験も終了したことから，遠隔溶接装置を実機

であるNRU炉の圧力容器に装備。現在，溶接箇所

の洗浄と溶接，それに続くアルミ板の接着など，一

連の作業を行っている。また，並行して，１９段階の

再起動手続きも専門チームが始めており，運転再開

は７月末頃になると予想している。

［英国］

新政権も原子力新設計画続行

英国で５月６日に行われた総選挙では，いずれの

政党も過半数の票を得られず，第一党となった保守

党と第三党の自由民主党による連立政権が１２日に誕

生した。

同日公表された両党の連立合意によると，自由民
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主党は原子力反対の立場は保持するものの，新たな

原子力発電所の建設を可能にする国家計画声明

（NPS）の国会承認手続きは容認すると明記。労働

党前政権が進めていた建設計画に大きな変更はない

と見られている。

自由民主党は選挙期間中のマニフェストに再生可

能エネルギーへの大型投資計画の実施を掲げていた

ほか，原子炉の建設には明確に反対の立場。１３日に

は同党所属の５閣僚を含めた内閣が発足し，原子力

を管轄するエネルギー・気候変動省（DECC）担当大

臣にも同党のC・ヒューン氏が任命された。だが，

同氏は「新規原子炉の建設に公的な補助金を出さな

いという点で保守党の見解とは完全に一致してい

る」と強調。「この方法で本当にやれるのであれば進

めてもよいし，両党の立場を健全に保てるのなら進

むべき道だ」と述べたと伝えられている。

なお，DECCの閣外相には，原子力新規立地を

推す保守党のG・ベイカー議員とC・ヘンドリー議員

が任命された。

［トルコ］

アックユ原子力計画にロシアが
建設・運転に協力

トルコ政府は５月１２日，アックユ地方のメルシン

近郊に計画している同国初の原子力発電所の建設・

運転でロシアとの協力合意文書に調印した。

完成した発電所はひとまず，ロシアの１００％出資

で設立する企業の保有となり，徐々にトルコ企業お

よびその他の国を出資者として募集する方式。原子

力発電インフラのない新規導入国であるトルコに合

わせて全面的な支援を約束するものだが，これまで

の方式と異なり，完成後も発電所の運転や運営管理

までロシアが責任の一端を担うというやり方で，同

国が今後も受注を拡大していくことが予想される。

両国の合意文書は今後，双方の議会の承認を待って

実施に移される計画だ。

今回の合意はロシアのD・メドベージェフ大統領

のトルコ訪問に合わせて調印された１７件の両国協力

合意文書の一つ。ロシアの総合原子力企業であるロ

スアトム社の発表によると，ロシアは今後，出力１２０

万 kWのAES�２００６シ リ ー ズ の ロ シ ア 型PWR

（VVER）を４基，２０１６～１９年までにアックユで建設

するが，総工費の２００億ドルはすべてロシア側が負

担する。

協力項目は設計・建設のみならず，インフラ整備

や運転，発電電力の販売にまで及び，発電所の防護

や保守，改修についてもロシアが支援。さらに，今

後の協議次第ではトルコにおける核燃料生産施設の

建設や廃棄物処理処分，廃止措置，燃料サイクル施

設の設置と操業まで協力を拡大する可能性があると

いう。

ロスアトム社傘下のアトムストロイエクスポルト

（ASE）社が原子炉を完成させた後は，ロシアの

１００％出資で事業会社を設立し，同発電所を保有。

建設費回収のためにトルコ企業と電力供給契約を結

ぶほか，トルコおよびその他の国を出資者として募

集し，ロシアの所有権を５１％まで下げていくとして

いる。

［UAE］

ブラカを新規導入原発の候補地に選
定

アラブ首長国連邦（UAE）の首長国原子力会社

（ENEC）は４月２２日，同連邦初の原子力発電所建設

候補地として，アブダビ首長国の西部，ルワイスの

西南西約５３キロメートルに位置するペルシャ湾岸の

ブラカを選定した。これに伴い，２種類の認可申請

書と環境評価を管轄する規制機関に提出しており，

サイトとして承認されれば，２０１７年の初号機運開を

目指して作業を進める。

０８年半ばに開始したサイト評価で，ENECは国際

社会の安全基準に照らして作業を実施。連邦原子力

規制庁（FANR）のほか，電力研究所および米原子力

規制委員会（NRC），国際原子力機関（IAEA）のガイ

ダンスに基づいて，地震履歴や人口密集区域からの

距離，大量の取水の可能性，既設の送電網との接続，

インフラ状況などを鑑みた結果，ブラカの約１３平方

キロメートルの敷地を選定した。

FANRに提出した申請は，１号機から４号機ま

での�１サイト準備作業認可と�２安全系機器の製造・

組立に関する限定認可。�１により，ENECは安全系

とは無関係のサイト準備活動を開始することができ

る。１号機の運開日程に合わせて，７月５日までの

認可発給を FANRに要請している。
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また，�２では圧力容器や蒸気発生器（SG），加圧

器，冷却ポンプなどについて，主契約者である韓国

電力の下で斗山重工業が製造可能になるとしてい

る。ENECでは今年の末にも，これらの製造を開始

したい考えだ。

このほか ENECは，戦略的環境評価（SEA）をア

ブダビの環境庁（EAD）に提出。SEAは建設計画が

環境に及ぼす影響について，モニタリング・プログ

ラムや影響軽減対策などを実施するマスター・プラ

ン的な位置づけとなっている。

なお，今回のサイト決定にともない，ENECでは

数週間以内に地元住民との公聴会を開催。サイト選

定作業と建設計画，および同計画による地元への経

済効果と雇用機会創出に関する協議の場とする予定

である。

［国際］

NPT再検討会議・核保有国が共同
声明，イランは米批判

核兵器を保有する米露英仏中の５か国は５月５

日，ニューヨークで開催されていた核不拡散条約

（NPT）再検討会議で共同声明を発表した。

米国のオバマ大統領が提唱する「核のない世界」の

実現に向け，２０項目の新たな取り組み決意を示した

もので，イランと北朝鮮の非協力的な態度を名指し

で非難。

一方，原子力の平和利用に関しては，あくまでも

「すべての加盟国にとって不可分の権利だ」と強調し

ており，３月に仏国政府がパリで開催した新規導入

国に対する協力会議での成果を歓迎。加盟国への核

燃料供給を保証するため，３月に国際原子力機関

（IAEA）とロシアが合意した国際濃縮ウランセン

ター構想のさらなる進展を促した。

同会議では３日に IAEAの天野事務局長も登壇

し，「イランから必要な協力が得られないため，同

国のすべての核物質が平和利用目的か否かを確認で

きない」と指摘。今後もイランに対しては，IAEA

の包括的な保障措置協定，および IAEA理事会と国

連安保理による決議の完全な実施に向けて措置を講

じるよう求めていくとしている。

一方，イランのM・アフマディネジャド大統領は

一般演説で，核軍縮が進まない理由には，一部の国

の軍縮政策やNPTの原理の不均衡さ，無効化が挙

げられると主張。米国については特に，「核を実際

に使用し，イランを含めた他国への威嚇に使ってい

る」と非難した。

また，原子力発電による燃料コストの節約効果に

も言及しており，同国の活動が平和利用目的である

ことを強力にアピール。５日に行われた記者会見で

は，「イランは IAEAと NPTの積極的なメンバーで

あり続ける」と述べた。
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Ⅰ．はじめに

まず本題に入る前に，著者らが所属する日本保健物理

学会（Japan Health Physics Society：JHPS）若手研究会

（以下，若手研）について紹介させていただきたい。若手

研は JHPS に所属する35歳以下の有志約40人で構成され

る研究団体である。本会に所属する研究者または技術者

の各自の活動は，放射線防護，環境放射能，線量評価，

遮へい計算等の保健物理分野に強く関連している。

若手研の主な活動は，以下の２項目に整理される。

� 保健物理分野の第一線の専門家を講師としてお招

きし，保健物理に関連する最近の話題を議論し合う

「若手勉強会」などを開催し，参加者間で情報交換を

行う。

� 保健物理に関連する国内外の会議及び学会誌を通

じ，若手研の活動報告や，近年特に注目すべき保健

物理分野の話題に対する若手の考えを発表する。

若手研は，これらの活動を通じて，JHPS の学会員間

およびその他の関連する学術団体との情報交換を積極的

に行い，我々の活動の範囲を拡大し，今後の保健物理分

野のさらなる発展に貢献していきたいと考えている。

本稿で取り上げた話題は，2010年３月５日に実施した

「若手勉強会」で議論された題材である。国際放射線防護

委 員 会（International Commission on Radiological

Protection：ICRP）2007年勧告（pub.103）の国内法令への

取入れに係る議論が放射線審議会を中心に今後，展開さ

れていくことに際し，日本原子力学会誌「ATOMOΣ」を
通じて，多くの原子力・放射線分野の関係者に若手の考

えが周知されれば幸いである。

Ⅱ．国際放射線防護委員会（ICRP）と
放射線審議会

若手の考えを述べる前に，放射線防護基準の策定につ

いて重要な役割を果たす国内外の組織として，ICRPと

放射線審議会について簡単に触れさせていただきたい。

ICRPは，専門家の立場から放射線防護に関する勧告を

行う国際学術組織であり，ICRPが公表する勧告は，強

制力はないものの，世界各国における放射線防護に係る

技術的基準の考え方の基礎とされている。一方，我が国

では，「放射線障害防止の技術的基準に関する法律」に基

づき，放射線障害の防止に関する技術的基準の斉一を図

ることを目的として，文部科学省に諮問機関として「放

射線審議会」が設置されている。現行の放射線障害防止

に係る諸法令は，ICRP 1990年勧告（pub. 60）の考え方に

国内の実状を斟酌した結果を示す意見具申書「ICRP

1990年勧告（pub.60）の国内制度等への取入れについて

（平成10年６月）」が基礎となっている。

ICRPは，1990年勧告以降も，ラドン－222に対する

防護や放射性廃棄物の処分等の放射線防護に関係する個

別の分野を対象とした勧告を数多く公表している。2007

年12月には，これらを統合する形で，勧告の中でも主勧

告と呼ばれる ICRP 2007年勧告を公表した。これは，

ICRP 1990年勧告に代わる重要な文書として位置づけら

れている。

放射線審議会は ICRP 2007年勧告の公開以降，ICRP

2007年勧告の国内法令取入れについて，1990年勧告か

ら2007年勧告への変更箇所のみならず，1990年勧告の

国内法令取入れ以降の国内制度の状況等を踏まえた幅広

い検討を行うため，基本部会を設置している。これを受

けて基本部会は，平成22年１月に「ICRP 2007年勧告の

国内制度等への取入れに係る審議状況について―中間報

告」（以下，中間報告）を公開している。

Opinion of Young Researchers about Implementation of

New ICRP Recommendation in Domestic Laws : Haruyuki
OGINO.
（2010年 ５月17日 受理）

国際放射線防護委員会（ICRP）2007年勧告の国内
法令取入れに対する若手独自の観点からの考え

電力中央研究所 荻野 晴之

我が国における放射線障害防止に係る現行の諸法令は，国際放射線防護委員会（ICRP）の

ICRP 1990年勧告の放射線防護に対する考え方が基礎となっている。ICRPは2007年，17年ぶ

りの主勧告の改訂を行い，ICRP 1990年勧告に代わる ICRP 2007年勧告を公表した。これを受

け，現在，文部科学省に置かれた放射線審議会により，ICRP 2007年勧告の国内法令取入れに

関する審議がなされている。本稿では，放射線審議会における検討の中でも重要な事項として

挙げられている「女性の線量限度」，「電離健康診断」，「緊急時被ばく」，「監視区域」，「線量拘

束値」について，放射線防護に携わる若手の考えを述べさせていただきたい。
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また，放射線審議会では最近まで，ICRP 2007年勧告

取入れの審議に先立ち，放射線審議会基本部会報告「放

射性固体廃棄物の浅地中処分における規制除外線量につ

いて（昭和62年12月）」の見直しが優先して審議され，平

成22年１月に，昭和62年の基本部会報告が約22年ぶりに

全面的に見直され，ICRPや国際原子力機関（IAEA）と

整合する考え方が示されたことも，ICRP 2007年勧告取

入れの審議状況と並んで注目すべき点である。

Ⅲ．若手が独自の視点で考える

若手研では，より多くの放射線防護に携わる若手がこ

のような国内外の最新動向に触れ，若手の考えを自由に

交換することを目的として，ICRP 2007年勧告に関する

若手勉強会を開催した。著者らは，当日の議論を取りま

とめ，勉強会後には当日参加できなかった若手研メン

バーからも若手研メーリングリストを通じて広く意見募

集を行うことで，若手の考えについて検討を深めた。

ICRPは，2007年勧告を策定するにあたり，ウェブや各

地域における説明会を通じて，利害関係者（ステークホ

ルダ）の関与も積極的に取り入れた形で，国際的な意見

交換を行い，透明性を十分に確保してきた。また，放射

線審議会の意見具申も，ICRP勧告の内容をそのまま取

り入れるものではなく，国内の情勢等も踏まえて検討さ

れることになっている。このことからもわかるように，

放射線防護を考える上では，放射線被ばくとその健康影

響に関する科学的知識だけでは不十分であり，社会的・

経済的側面も十分に考慮することがきわめて重要である

ことがわかる。

このような観点から，ICRP 2007年勧告の国内法令取

入れに際しては，放射線防護に携わる若手の考えにも耳

を傾けていただくことができれば甚だ幸いである。以

下，放射線審議会における検討の中でも重要な事項とし

て挙げられている「女性の線量限度」，「電離健康診断」，

「緊急時被ばく」，「監視区域」，「線量拘束値」をテーマと

して取り上げ，ICRP 2007年勧告と国内制度の相違につ

いて整理した上で，著者らの考えを述べさせていただき

たい。

1．女性の線量限度
現在の国内法令において，（妊娠の可能性のある）女性

の線量限度は，３ヶ月当たり５mSvと定められている。

一方で，ICRP 2007年勧告では，上述の女性に対する特

別な線量限度の勧告を行っていない。両者の相違は，女

性が妊娠に気づかない時期の胎児の防護基準に対する判

断の違いである。ICRP 2007年勧告は，胎児の子宮内被

ばくの奇形誘発について100 mGy前後に線量しきい値

があると判断している。委員会によって勧告された線量

限度を含む放射線防護体系のもとでは，子宮内被ばくは

100 mGyを十分下回り，100 mGyを十分下回る線量で

は，奇形誘発・精神遅滞を含む影響は実際的にはないと

判断している。これを根拠として，ICRPは女性に対し

て特別な線量限度を勧告していない。

一方で国内法令では，現行の職業被ばくに対する一般

の線量限度（５年間に100 mSv，ただし，いかなる年度

の１年間にも50 mSv を超えない）の下では，妊娠に気づ

かない時期の女性作業者が50 mSv まで被ばくすること

が起こりうることとなり，胎児の被ばくが一般公衆の防

護基準を大きく超えるおそれを否定できないとして，女

性に一般より厳しい線量限度を設けている。女性の被ば

く線量限度について ICRP 2007年勧告を適用すること

は，原子力施設において女性が働きやすくなる可能性が

あるメリットを持つ一方で，胎児の被ばくについても考

慮する必要がある。このため，放射線審議会基本部会に

おいても，ICRP 2007年勧告の国内法令取入れに対し，

妊娠の可能性のある女性が高い被ばくをする機会が実際

にどの程度ありうるのかが論点となっている。

上述の論点を踏まえ，以下のように考える。

� 特別な線量限度によって女性の作業場所が限られ

てしまうことは否めない。

� 一方で，胎児の防護は適切に行っていく必要がある。

� 科学的側面だけでなく，社会的側面も考える必要

があり，いずれの決定を行った場合でも，その決定

理由について説明責任をしっかりと果たすことが重

要である。 （東京大学・鈴木ちひろ）

2．電離健康診断
ICRP 2007新勧告の第185項では，放射線業務従事者

の特別な健康診断について，“管理区域内で作業する放

射線業務従事者は，時折，特別な健康診断を受けるかも

しれない”と述べられている。一方，現行の国内法令に

おいては，「放射性同位元素等による放射線障害の防止

に関する法律（放射線障害防止法）」，「電離放射線障害防

止規則（電離則）」，「薬事法」等で，放射線業務従事者の

定期的な健康診断について定められている。健康診断で

実施する検査項目は，①被ばく歴の有無（被ばく歴を有

する者については，作業の場所，内容及び期間，放射線

障害の有無，自覚症状の有無その他放射線による被ばく

に関する事項の調査およびその評価），②血液検査（白血

球数及び白血球百分率の検査，赤血球数の検査及び血色

素量又はヘマトクリット値の検査），③白内障に関する

目の検査，④皮膚の検査である。これらの検査項目の中

で，②，③，④を実施するか否かについては，放射線障

害防止法と電離則で表現が異なっているものの，医師の

判断に基づいて決定されることになる。

放射線審議会基本部会で ICRP 1990勧告の取入れを

扱った，「放射線業務従事者の健康診断のあり方に関す

るワーキンググループ」の議論の争点のひとつに，放射

線業務従事者の健康診断の頻度についての議論がなされ
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ている。すなわち，放射線障害防止法が年１回としてい

るのに対し，電離則等では６ヵ月以内ごとに１回として

おり，整合が取れていない。ICRP 2007年勧告の取入れ

に関する放射線審議会の検討の方向性としては，線量限

度が担保されているのであれば，定期的な健康診断は必

要ないとしている。

このような流れを踏まえ，我々は以下のように考える。

� 線量限度以下の確定的影響が発生するレベルに達

しない被ばくで健康診断を実施する必要性はない。

� 定期健康診断を継続する場合，検査を実施するた

めの技術的な判断基準を設け，報告徴収の義務のあ

る一定以上の被ばくを受けた者のみ健康診断を行う

等健康診断を行う数量を制限するべきである。

� 将来的に有益となるかもしれない疫学上の統計と

して，必要であるという確かな根拠があるならば，

定期的な健康診断は継続すべきである。

（日本原子力研究開発機構・山外功太郎）

3．緊急時被ばく
緊急時被ばくに対し，ICRPの設定する線量の制限と

現在の日本の法令に取り入れられている線量限度との間

にかなりの差がある。両者の違いを認識することは，緊急

時における線量限度のあり方を考察する際に重要となる。

ICRP 2007年勧告では，緊急時被ばくの職業被ばくに

対する参考レベルについて，人命救助のように，救助者

のリスクより高い利益が存在する場合には，一般的な放

射線業務従事者の線量限度の枠を超え，緊急救助作業で

は500 mSv または1，000 mSv，救助作業では100 mSv 以

下，のようにグレード別に線量の制限を勧告している。

ICRP 1990年勧告においても，人命救助に関する線量は

「制限なし」としてきた。それに対し，日本の現行の緊急

時における線量限度は，放射線業務従事者（ただし，妊

娠不能と診断された者および妊娠の意志のない旨を申し

出た者以外の女子を除く）が緊急作業を行う場合，実効

線量で100 mSv，眼の水晶体の等価線量で300 mSv，皮

膚の等価線量で1，000 mSv とされている。実効線量で示

された線量限度100 mSv は，人命救助を含めた緊急作業

に対し，ICRP 2007年勧告での救助作業に対する参考レ

ベル100 mSv 以下と同レベルに設定されていると理解さ

れる。放射線審議会基本部会では，現行の線量基準や指

標の位置づけ（参考レベルに該当するか否か）について整

理が必要であるとし，ICRP 2007年勧告の示す値を取り

入れる方向で検討が必要であることを挙げている。

このような流れを踏まえ，以下のように考える。

� 緊急時被ばくと計画被ばくは別であるにもかかわ

らず，緊急時被ばくの人命救助に100 mSv の線量限

度を設けることは不適切である。

� 緊急時の初期に行われる人命救助に関しては線量

限度を設けず，後処理等では線量限度を設けること

が適切である。

� 緊急時に救助作業を行う人が放射線被ばくについ

て正しく理解することがきわめて重要である。

（京都大学・藤原慶子）

4．監視区域
ICRP 2007年勧告において，監視区域は，「作業条件

が監視の下にあるが，通常は特別な防護手法を必要とし

ない区域」と定義されている。ICRP 1990年勧告におい

ても，監視区域は，「作業条件は監視のもとにあるが，

通常は特別な手順を必要としない区域」として定義され

ていたが，放射線審議会においてその後，詳しく議論さ

れておらず，いまだに国内法令には取り入れられていな

い。そのため，現在の国内制度には監視区域の明確な規

定はなく，概念は異なるが類似のものとして，例えば原

子炉等規制法では管理区域，保全区域，周辺監視区域と

いった区域が記載されている。今後，仮に国内制度に監

視区域が取り入れられると，放射線関連施設（以下，施

設等）に対し，いくつかのメリット，デメリットが想定

される。

メリットとしては，扱う放射性同位元素の濃度が低

く，汚染の可能性がほとんどない施設等の管理区域につ

いて，もしその区域を監視区域と定義すれば，従事者の

厳密な放射線防護教育，個人線量管理，および管理区域

内の放射線モニタリングの負担が軽減される可能性があ

る。しかし，先述した ICRP 2007年勧告にも書かれてい

る監視区域について，「特別な防護手法を必要としない」

の「特別な」とはどのような場面を指すのか，またその「手

法」とは具体的にどのような手法であるのか，いまだに

その定義は曖昧である。そのため，デメリットとして，

施設内のどこまでの範囲を監視区域とすべきなのか，そ

の境界線の設定が難しく，監視区域の範囲の設定の仕方

によっては，更なる放射線モニタリング，従事者の教育

等の負担がさらに増える恐れがある。

そこで我々としては，以下のように考える。

� 今すでに管理手法が確立された施設等を除き，こ

れから新規に設置する施設等の管理区域の一部また

はすべてを監視区域として適用させた方が，より簡

便に最適化された施設に設計できる可能性がある。

� 施設等で扱うRI の量や濃度レベルに応じて，監

視区域の大きさ・規模を定め，より合理的に監視区

域の範囲を設定すべきである。

（日本原子力研究開発機構・河野恭彦）

5．線量拘束値
ICRP 2007年勧告において，線量拘束値は，「計画さ

れた被ばく状況（患者の医療被ばくを除く）における線源

からの個人線量に対する予測的かつ線源関連の制限であ

り，その線源に対する防護の最適化における予測線量の
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上限値」と定義されている。重要なことは，線量拘束値

は，これを超えれば，与えられた線源に対して防護が最

適化されているとはいえず，対策を取らなければならな

い線量レベルであるが，決して規制上の限度とはならな

い，ということである。

放射線審議会基本部会は，現行の国内法令の中には線

量拘束値と類似のものが考えられるとして，職業被ばく

については管理区域内の人が常時立ち入る場所の線量限

度（１mSv�週）や，公衆被ばくについては事業所境界の

線量限度（0．25 mSv�３ヶ月）や原子力安全委員会が示し

た発電用軽水型原子炉施設周辺の公衆の受ける線量目標

値（0．05 mSv�年），放射線審議会基本部会が示した放射

性固体廃棄物埋設値の管理期間終了後の公衆の線量基準

（0．3 mSv�年を超えない値）等を挙げている。このうち，

放射線審議会基本部会は，職業被ばくへの線量拘束値の

国内制度への取入れは困難であり，規制当局の関与や，

値の設定を対応する必要はないことを示している。一

方，公衆被ばくについては，線量拘束値の具体的な値の

検討が必要とし，他基準（線量限度，排気�排水濃度限度，

事業所境界の線量限度等）との関係を整理し，最適化の

方法や線源をどのように考えるかが論点となっている。

このような整理を踏まえ，以下のように考える。

� 線量限度以外に線量を制限するような規制上の基

準は不要である。

� 最適化のための拘束値をあたかも規制上の限度の

ように用いることは，ICRPが勧告する線量拘束値

の考え方の本質ではないため，避けるべきである。

� 最適な防護が図れるよう，対象となる線源を限定

すべきである。 （電力中央研究所・荻野晴之）

Ⅳ．おわりに

本稿では，著者ら放射線防護に携わる若手の意見を自

由に述べさせていただいたが，ICRP 2007年勧告に代わ

る次の ICRP 20 XX年勧告が公表される時，我々若手が

第一線で活躍を期待される様々な立場となっていること

だろう。今の段階から，1990年勧告の国内法令取入れ時

に積み残された課題や2007年勧告で示された考え方がど

のように議論され，関連する国内外の放射線防護に係る

組織がどのような活動を展開し国際的な文書や国内の関

連法令が整備されていくのか，国内外のダイナミックな

動向に意識を高く持ち続けることが有用であると考えて

いる。そして，放射線防護体系を単なる放射線安全だけ

の問題と捉えず，原子力安全としての統一的な安全基準

原則に則り，科学的根拠に基づいた基準を構築していく

ことこそが，我々の目指す放射線防護体系であると信じ

ている。

最後に，意見を取りまとめるにあたり協力して下さっ

た若手研究会の皆様に感謝の意を示すとともに，本投稿

をきっかけに，原子力安全に関わる若手の交流がより一

層深まることを願って，報告の結びとさせていただきた

い。
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年も押し迫った2009年12月，京都市と敦賀市で開かれ

た国際会議の参加者は，小さな興奮に包まれていた。

IAEA主催で日本原子力研究開発機構がホストを務めて

開いた高速炉システムに関する国際会議（FR 09）

“International Conference on Fast Reactors and Related

Fuel Cycles―Challenges and Opportunities”が，それで

ある。この会議は1991年の第５回京都会議を最後に中断

していたが，実に18年ぶりに再開された。

この会議が開かれた背景には，国内外での高速炉開発

機運の高まりがある。そして，その会合で最も注目され

たのが，ロシアと中国，そしてインドの動向だ。ロシア

は建設中の実証炉BN-800（880 MWe）に続く商用炉BN�

1200（1．22 GWe）の運転開始目標を2020年に定め，イン

ドは2023年までに６基の商用炉を，また中国も2030年

までに商用炉を運転開始させるという野心的な計画を打

ち出すと，一部の参加者からは驚きと嘆息の声が上がっ

た。FR 09での議論を中心に各国の高速炉サイクル技術

の開発動向を紹介していくこの連載では，今回のFR 09

の意義を IAEAから改めて紹介したうえで，まず，各

国の動向の大まかな説明から始めることとする。

FR 09の意義

エネルギーの未来に関して可能性のある多くのシナリ

オでは，原子力の重要な役割が予見されている。世界人

口の増加する中で，先進国と発展途上国のエネルギー消

費の著しいアンバランス，持続する世界的な経済発展，

温室効果ガス排出への懸念，高騰する化石燃料価格，さ

らに，エネルギー供給保障への懸念は，いま高まってい

る原子力への期待の原動力となっている。

世界のエネルギーミックスの中へ原子力が大規模に受

け入れられるかは，経済性，安全性，天然資源の見極め，

廃棄物軽減，核不拡散および国民の支持の観点から，持

続可能性を高める重要な推進力になれるかどうかによ

る。高速スペクトル炉（高速炉）とそのリサイクルシステ

ムは，この持続可能性を大幅に増大させる。高速炉は，

核分裂性燃料の生産や廃棄物発生量とその環境影響の軽

減に柔軟に対応できるため，原子力の長期的オプション

として期待されている。

今回の連載記事に見られるように，高速炉および関連

する燃料サイクル研究や技術開発は，多くの国々の研

究・産業機関，および大学で再び重要課題となってい

る。持続的な発展のために原子力利用の恩恵を最大限に

引き出すには，技術革新が重要である。高速炉の技術革

加速する高速炉開発：2020年に商用炉の運転開始

Trends of Fast Reactor Cycle Technology Development in

the World No.1；Accelerating Fast Reactor Development :

Start of Operation of Commercial Reactors in 2020 :
Toshikazu TAKEDA, Yutaka SAGAYAMA, Yoshitaka
TSUTSUMI.
（2010年 ５月31日 受理）
＊本連載では，以下を予定している。
第２回 各国のナトリウム冷却高速炉サイクル技術開発の

現状と展望
第３回 革新的なナトリウム冷却高速炉サイクル技術と開

発課題

福井大学 竹田 敏一，
日本原子力研究開発機構 佐賀山 豊，日本原子力発電㈱ 巽 良隆

燃料を消費しながらその燃料を効率よく生み出す高速炉の開発が，各国で加速してきた。ロ

シアとインドでは商用炉の運転開始目標を2020年に定め，中国は2030年頃，日本，フランス，

韓国は2040～50年の実用化をめざしている。その中でもインドと中国は，今世紀半ばまでに200

GWe を超える高速炉を導入し原子力発電の主流とする国家戦略を打ち出した。この連載では，

国際原子力機関（IAEA）が2009年12月に京都市と敦賀市で開催した国際会議（FR 09）

“International Conference on Fast Reactors and Related Fuel Cycles―Challenges and

Opportunities”での議論を中心に，各国の高速炉とその燃料サイクル技術（高速炉サイクル技

術）の開発動向と技術開発の現状，そして各国がかかえる重要課題について，３回にわたって

紹介する＊。

FocusFocus
世界の高速炉サイクル技術開発の動向 第 1回
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新は，幅広い科学技術分野（例えば，核データ，原子炉

物理，工学設計，手法の評価・検証等）で進められてい

る。日本の「もんじゅ」と「常陽」，インドの PFBR，中国

のCEFR，ロシアのBN�800などが，今後二，三十年に

わたって豊富な炉物理，炉工学的成果や運転経験のデー

タを生み出すであろう。これらのデータを活用し，将来

の高速炉設計を改善するために必要なフィードバックを

提供する国際的な共同研究および技術開発への取組み

は，必須である。特に，理論的および実験的ベンチマー

クを活用したデータとコンピュータコードによる信頼性

評価・検証・的確化（V&V&Q）は，運転中あるいは運転

予定の高速炉への国際協力が最も有益になる領域であ

る。IAEAは，国際協力を不可欠なものとして捉え，専

門知識を蓄積，活用して相乗効果を高めるための枠組み

を提供し，高速炉開発に関わるメンバー国に利益をもた

らすようにしている。

今回の会議では若者を含めて高速炉開発の位置づけ，

課題や国際協力の重要性などについての認識を共有でき

た１）。この日本での会議を端緒として高速炉システム国

際会議を３年おきを目途に，IAEA主催で関係国の間で

開催していきたい。

（IAEA・Alexander Stanculescu）

先進的な位置を占めるロシア

高速炉開発に熱心に取り組んでいる国は現在，世界で

６ヶ国ある。まず，それらの国々の高速炉開発計画の概

要を整理しておこう（第 1図）。この図からもわかるよう

に，高速炉の開発に最も先進的に取り組んでいるのが，

ロシア２）だ。

そのロシアは，環境問題と化石燃料への依存軽減の観

点から，原子力を推進している。2030年頃には国内電力

需要の約20％（52～62 GWe）を原子力で賄う計画を持

つ。国家経済の近代化と技術革新については，大統領に

よって重点５課題が選定されており，その中に原子力開

発が入っている。また2020年までを展望した「連邦特別

プログラム」でも，軽水炉の海外展開とともに高速炉サ

イクルの活用が最も重要とされている。

これまでに世界で数多くのナトリウム冷却高速炉

（SFR）が運転されてきており，その運転実績の累計は約

400炉・年に達する。その中でロシアは，その約35％を

占める140炉・年もの豊富な運転経験を有している。現

在，SFR実験炉 BOR�60（12 MWe）と原型炉BN�600を

第 1図 各国の高速炉開発計画の概要
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運転している。BN�600は，1980年の営業運転開始以降，

平均75％程度の安定稼働率を達成し，故障率の減少，信

頼性向上に自信を見せている。建設中のBN�800用の混

合酸化物燃料にはペレット燃料と乾式再処理とセットに

なる粒子振動充填燃料が考えられている。

また，並行して，将来の局地利用に可能な小型炉の開

発にも力を入れている。原子力潜水艦で利用実績のある

鉛ビスマス冷却の100 MWeの小型高速炉（SVBR�100）

がそれである。さらに窒化物燃料鉛冷却高速炉（BREST）

の開発も進めている。これらは，化学的に安定な冷却材

の利用により，安全性を追求したものとなっている。高

速炉の導入シナリオは，2020年の商用炉BN�1200の運

転を皮切りに，燃料製造や再処理の技術を実証しながら

積極的に推進するとしている。

（福井大学・山口勝久）

早期実用化をめざすインドと中国

世界第２の人口大国であるインド３）では近年，工業発

展がめざましく，電力需要が急速に伸びている。その需

要を賄う電源として，原子力発電，とりわけ高速炉が重

要な位置を占めている。インドは３段階の原子力開発を

進めており，まず天然ウラン燃料を用いた重水炉を運転

する。その使用済燃料の再処理によりプルトニウムを回

収し，第２段階の高速炉に使用する。この高速炉で増殖

したプルトニウムや，海外から導入した軽水炉の使用済

燃料から回収したプルトニウムを用いて，順次，高速炉

を増設していく。最終的には，新型重水増殖炉を用いて，

国内に豊富に存在するトリウムと核分裂性の233U を燃料

としたトリウム燃料サイクルに移行するというものであ

る。なお，その移行期に必要な233U は，高速炉のブラン

ケットにトリウム燃料を装荷して生産される。

1985年には炭化物燃料 SFR実験炉 FBTR（13 MWe）

が運転を始めている。その運転経験をもとに，自主開発

の酸化物燃料 SFR原型炉 PFBR（500 MWe）を2003年か

ら建設中で，2011年の臨界，2012年の運転開始を目指

す。インディラ・ガンジー原子力研究センターを中心と

した精力的な研究開発や将来計画には大いに興味が引か

れる。今回の会議では，PFBRよりも経済性と安全性を

向上させた酸化物燃料商用炉のツインプラントを，2023

年までに合計３セット（６基）運転開始させることを明ら

かにした。そのうちの２基を PFBRに隣接して燃料サ

イクル施設と併設して建設し，2020年に運転開始する。

その後は，１GWe出力でより増殖性に重点をおいた金

属燃料炉を建設していくという。原子力委員会で現在検

討中とのことであるが，2050年頃には，約290 GWe の

全原子力発電設備容量のうち，約240 GWe を高速炉で

担いたいとのことである（第 2図）。

一方，世界第２位の経済大国になった中国４）では，2050

年頃の原子力エネルギーを240～250 GWe とする計画が

政府から発表されている。原子力エネルギーの中での高

速炉の比率を増すことが期待されており，2050年頃には

約200 GWe を目標としている（第 3図）。酸化物燃料（当

初は濃縮ウラン）SFR実験炉 CEFR（20 MWe）を2010年

に臨界させ，その後，2018～20年に実証炉CDFR（600

～900 MWe），2030年に商用炉CCFR（800～900 MWe）

を運転開始する計画だ。並行して，より高増殖の金属燃

料実証炉CDFBR（１～1．5 GWe）を2028年に，その商用

炉CCFBRを2030～32年に運転開始するとしている。

上述のように，インド，中国は，最終的には金属燃料

を用いた高速炉を指向し，2020～30年からの早期の高速

炉サイクル実用化という点で共通している。両国とも

2050年以降には化石燃料への依存度を低減し，高速炉を

原子力発電の主流とする計画である。中国では，実験炉

から実証炉への移行にあたり，自国による研究開発に加

え，ロシアとの技術協力で開発を加速したい意向であ

る。そのために，中ロ両国は2009年10月，商用高速炉BN

�800を２基，中国に建設する事前プロジェクトと設計作

業に関するハイレベル協定を締結した。ロシアの高速炉

の輸出の可能性，アジアが高速炉開発の一大中心となる

可能性が予感される。

（日本原子力研究開発機構・佐藤浩司）

第 2図 インドの高速炉導入シナリオ３）

第 3図 中国の高速炉導入シナリオ４）
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フランスは2020年にプロトタイプ炉を
運転開始

19サイトに58基の軽水炉をもつ原子力発電大国，フラ

ンス５）は，実験炉ラプソディ，原型炉フェニックス，実

証炉スーパーフェニックスの開発経験を持つ世界有数の

高速炉開発国でもある。2006年，シラク大統領（当時）は

第４世代プロトタイプ炉（付録参照）の建設を明言した。

現在，SFRプロトタイプであるASTRID（Advanced

Sodium Technological Reactor for Industrial Demons-

tration），長期的オプションとしてのガス冷却高速実験

炉ALLEGROの開発を推進している。SFRである

ASTRIDはフランスの高速炉開発の本命ともいえるも

ので，商用炉に採用する候補技術および安全性の実証を

主要な目的とした500～600 MWeの実証炉である。フラ

ンス原子力・代替エネルギー庁（CEA），AREVA，フラ

ンス電力㈱（EDF）といった官庁・研究機関，企業，電

気事業者が一体となり研究開発を進めている。その開発

計画は，まず2012年に技術仕様を選定し概念設計を行

い，2015年から基本・詳細設計を実施し，フェニックス

炉に隣接して建設し，2020年頃に運転を開始するという

ものである。

燃料サイクル技術の開発では，EPR（欧州加圧水型炉）

などの第３プラス世代炉の使用済燃料をウランとプルト

ニウムの共抽出（COEX）技術で再処理し，第４世代炉の

燃料としてウラン，プルトニウム，マイナーアクチニド

（MA）を 一 括 回 収 す るGANEX（Group ActiNide

EXtraction）技術を開発している。

フランスは，2040年頃からの高速炉サイクルの実用化

を目指している（第 4図）。高速炉と軽水炉を並存させる

ことが特徴で，これは第３世代炉の寿命延長とEPRの

設置を反映したものとなっている。

（日本原子力研究開発機構・遠山伸一）

2050年前の商用炉導入をめざす日本

日本７）では，高速炉サイクル技術は「第３期科学技術基

本計画」（2006～2010年度）で国家基幹技術の１つとして

位置づけられている。その実用化に向けたマイルストー

ンは「原子力政策大綱」，「エネルギー基本計画」で示され

ている。すなわち，原子力機構は「高速炉実用化研究開

発」（FaCTプロジェクト）により高速炉サイクルの実用

化像を2015年頃に提示し，オールジャパンの体制で2025

年に経済性と安全性を高めた実証炉（500～750 MWe）の

実現，2050年前からの商用炉の導入を目指す。FaCTプ

ロジェクトでは，酸化物燃料 SFRの開発に重点化し，

設計研究と要素技術開発を進めている。「常陽」や「もん

じゅ」の運転・開発経験がそれに反映される。

今年５月に14年ぶりに「もんじゅ」は試運転を再開し

た。その間，ナトリウム漏えい事故の原因究明と対策工

事，安全総点検，プラント確認試験，耐震強度の確認や

設備の不具合の改修などが実施された。今後は，発電プ

ラントとしての信頼性の実証と運転経験を通じたナトリ

ウム取扱技術の確立という所期目的の達成に取り組む。

そして，SFRの炉心や高温ナトリウム機器などの設計

技術を検証し，FaCTの開発成果の技術的信頼性を向上

させるとともに，実機でしか得られない運転・保守・補

修経験に基づくプラント技術の確立を目指す。また，所

期目的の達成後は，高性能化に係わる研究開発を実施す

るとともに，「もんじゅ」を国際的な研究開発の拠点とし

て整備していくことが表明されており，国内外から大き

な期待が寄せられている。

日本は，フランスとほぼ同時期の2050年前からの高速

炉の実用化を目指している（第 5図）。軽水炉燃料サイク

ルの進展やウランの需給を見て，漸次，軽水炉および次

世代軽水炉を高速炉に置き換える計画だ。資源エネル

ギー政策の見直しにより原子力設備容量の増大も期待さ

れる。なお，2010年４月，経済産業省は「エネルギー基

本計画」の見直し案を提示した。その中では，地球温暖

化防止対策の一つとして2030年までに少なくとも14基以

第 4図 フランスの高速炉導入シナリオ６） 第 5図 日本の高速炉導入シナリオ７）
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上の原子力発電所の増設が提示されている。原子力エネ

ルギー全体への期待を示すものである。

（佐藤浩司）

使用済燃料の保管を懸念する韓国

韓国８）では，使用済燃料の保管が大きな課題として原

子力開発の行く手を阻んでいる。使用済燃料を含む放射

性廃棄物の安全管理のため，2008年に放射性廃棄物管理

法が成立した。現行のままでは2016年までに使用済燃料

発生量がサイト貯蔵容量の限界を迎えるため，原子力エ

ネルギー利用の継続上，大きな課題となっている。当面

は，中間貯蔵施設の建設により対応しようとしている

が，その解決の切り札が高速炉の開発だ。金属燃料 SFR

実証炉KALIMER�600（600 MWe）の概念設計を実施し

ており，乾式処理技術開発などを進め，2028年までに運

転開始する。さらに，1．2 GWeの商用炉KALIMER�1200

を燃料サイクル施設と一体型で建設し，2040年ごろ運転

開始という長期的展望が示されている。あわせて，金属

燃料開発を進めており，U�TRU�Zr 系金属燃料集合体

を2025年から生産する計画としている。

韓国の高速炉の商用化時期は日仏とほぼ同時期である

（第 6図）。やはり，高速炉と軽水炉を並存させ，使用済

燃料のサイト貯蔵問題を解決し，放射性廃棄物量を低減

しつつ原子力エネルギーの拡大を狙う。高速炉の持つウ

ラン資源の有効利用の利点に加え，MAの効率的燃焼に

よる廃棄物量およびその毒性低減の可能性を追求したも

のである。高速炉が全原子力発電設備容量に占める割合

は，2100年頃にはおよそ40％になると推定されている。

（電力中央研究所・井上 正）

米国の動向

一方，一時再処理リサイクル路線に回帰した米国９）は，

2009年の政権交代後，ユッカマウンテン最終処分場の中

止の動きもあり，原子力政策が不透明な状況にある。し

かし，高速炉を含む燃料サイクルの研究開発に関して

は，長期的視点に立って基礎研究を着実に進める方針を

表明している。現在計画している研究は，地層処分の方

法や核変換など将来の選択肢を充実させるための研究，

鍵となる物理現象の解明とそれに必要な実験やモデリン

グ・シミュレーションの技術蓄積である。これらは，将

来の高速炉サイクルの実用化にも必要な技術を開発する

ためのものであり，会議でも活発な研究開発の紹介が

あった。

2010年１月，米国の核燃料サイクルのバックエンド政

策の検討のためにブルーリボン委員会10）が設立された。

米国のサイクル戦略が早期に明確になることが待ち望ま

れる。 （遠山伸一）

知見の共有をめざす国際的な取組みも

高速炉導入シナリオを見てもわかるように，各国での

取組みは，その国が抱えるエネルギー情勢や高速炉の開

発経験によってさまざまである。一方で，2000年に米国

が提唱した第４世代原子力システム関する国際フォーラ

ム（GIF : GenerationⅣ International Forum）や，2001年

から IAEAが進めている INPRO（International Project

for Innovative Nuclear Reactors and Fuel Cycles：革新

的原子炉および燃料サイクル国際プロジェクト）といっ

た国際的な取組みも盛んになっている。会議でも，GIF

の安全性・信頼性，経済性，持続可能性（省資源性と廃

棄物の最小化），核拡散抵抗性・核物質防護という４つ

の性能目標に関する議論が頻繁に聴かれた。

IAEAは，他にも，高速炉作業部会（TWG�FR）や材

料・燃料サイクルの作業部会（TWG�NFCO）を設置し，

世界の高速炉サイクルの技術情報交換を促進し，また国

際共同研究を企画し活動している。EUは，2008年の理

事会で「欧州エネルギー技術戦略構想」を承認し，SFR

を第１候補としつつ，ガス冷却高速炉（フランス主導）あ

るいはELSYと呼ばれる鉛冷却高速炉（EU主導）を欧州

に建設することも検討している。OECD�NEAでは，GIF

の推進とともに，核データライブラリーの作成や地層処

分の負担の軽減のための分離・変換の情報交換を1990年

以来実施している。SFR以外にも，重金属炉（鉛，鉛ビ

スマス冷却炉），加速器駆動システムについての研究も

推進している。

このように SFRの研究開発は，各国の知見を国際的

に共有し，革新炉システム技術を含むさまざまな研究開

発を融合しつつ，幅広く推進されている。長い期間と多

大な人的資源や資金を必要とする一方で，早期の実用化

が期待されている。よって，仕様の決定，基準の標準化，

共通の解析ツールの開発などの分野で，各国の協調と競

争が今後ますます重要になっていくであろう。

第 6図 韓国の高速炉導入シナリオ８）
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Ⅰ．津軽海峡冬景色，「むつ」から「みら
い」へ

1974（昭和49）年11月８日，横浜港の沖，中ノ瀬航路の

出口で，日本船籍の LPG・石油タンカー「第十雄洋丸」

とリベリア船籍の貨物船「パシフィック・アレス号（以

下，パ号）」が衝突事故を起こし大火災が発生した。第十

雄洋丸の積荷であるナフサに引火したからだった。衝突

個所は第十雄洋丸の船首右舷，居住区から遠く，火災の

広がりがゆっくりとしていたため，乗組員38名のうち亡

くなったのは５名にとどまった。しかしパ号はナフサを

含む猛火に包まれてしまい，乗組員29名のうち28名が亡

くなる大惨事となった。燃え続ける第十雄洋丸は北東の

風に押されて，横須賀市方面に流され，設立後間もない

海洋科学技術センター（JAMSTEC，海洋研究開発機構

の前身）の沖に到達した。２次被害が懸念されたため東

京湾からなんとか太平洋に曳航され，そこで切り離され

た。黒潮に乗り炎上しながら漂流を続け，自衛艦隊の艦

砲射撃により沈没させられたのは事故20日後のことで

あった。

一方，パ号は翌日には鎮火し，横浜港沖に投錨した。

こちらが世間の注目を集めることはあまりなかったが，

筆者は事故後のパ号に乗りこみ，船首部の凹み具合を

せっせと計測していた。乗組員がほとんど亡くなってし

まったパ号の事故時の船速を推測するためであった。船

の運動エネルギーが構造物の破壊エネルギーに変換され

るとして，船体の破壊具合からこのエネルギーを見積

り，船速を推定した。当時，大学院の学生だった筆者は，

指導教授から先輩の研究論文を渡され，それに基づいて

計算した。原子力船「むつ」（全長130．46 m，8，242総ト

ン）の設計のために，原子力船の横から当時の大型タン

カーが船腹に全速力で衝突した場合を想定して，原子炉

を保護するために船体の強度（つまり板厚）をどれほどに

したらいいのかという研究であった。

奇しくも同年の９月１日，原子力船「むつ」は青森県沖

の太平洋で行われていた出力上昇試験の航行中に放射線

漏れが観測された。ところが，まるで「放射能」が漏れた

かのように報道されたことをきっかけに，ついには原子

炉を封印する事態となってしまった。これ以降，「むつ」

は長崎県佐世保で原子炉遮蔽設備が改修され，また母港

を陸奥湾内のむつ市大湊港から津軽海峡に面した関根浜

に移して，1988年から出力上昇試験が再開され，海上試

運転を経て，1991年に実験航海を行った。８万２千 km

（地球２周以上）を原子力動力で航行したのである。「原

子力実験船」としては1969年の進水から1993年の廃船ま

で24年間の激動を生きてきた。そして1996年８月21日

に，世界最大級の海洋地球研究船「みらい」として生まれ

かわったのである１）。

「むつ」は原子炉のあった船体中央部が切り離され，撤

去された原子炉格納容器は「むつ科学技術館」に展示され

ている。そして船体後半部は新造され，蒸気タービンか

Atom’s Adventures in Ocean ; 3．Observing the Ocean and
Making its Picture : Kimiaki KUDO.
（2010年 ６月21日 受理）

地球温暖化というと，暑い夏がさらに暑くなることだと思われがちであるけれども，どちら

かというと寒い冬が暖かくなって年間平均で気温が高くなるなど，年々の長期的変化に伴い，

様々な現象の変動パターンがこれまでになく激変するということである。地球環境の変動をこ

れまでに蓄積してきたデータから単純に予測することはますます困難になっている。予測もつ

かないようないことを予測することが求められており，その予測技術を確立していくために，

全球における高精度，広域，そして継続した観測がますます必要とされている。

第 1図 切手となった「原子力船むつ」（1969年６月12日発行）

解説

海の国のアトム
3．海を観て絵に描く

海洋研究開発機構 工藤 君明
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らディーゼルエンジンに換装され，観測調査作業の機器

が装備された。こうして生まれた海洋地球観測船「みら

い」は全長129 m，8，672総トンという世界最大級の調査

船となった。

南極観測船の二代目「しらせ」は全長138 mと「みらい」

より少し大きいが，これは砕氷輸送艦という特殊な任務

があるからである。世界の多目的な海洋調査船は，例え

ばドイツ最新の海洋研究船「マリア S．メリアン号」は全

長94．8 m，フランス国立海洋研究所の「プルクワ・パ？

号」は全長105 m，中国の海洋科学調査船「大洋一号」は

全長105 mなどとなっている。米国は国立海洋研究機関

などが海洋調査船の運用や研究施設の調整を目的とする

機関をつくり，グローバル級というクラスを７隻運用し

ているが，全長はどれも70～90 mである。我が国の潜

水調査船「しんかい6500」の母船「よこすか」が全長105．2

mであり，また，かつては東京大学海洋研究所が運用

しており，現在は JAMSTECに移管されている共同研

究船「白鳳丸」が全長100 mとなっている。

こうしてみると，「みらい」はずばぬけて大きな海洋調

査船ということになる。これほど大きな「世界一」の調査

船を現時点で提案したならば実現は難しかったろう。２

位ではいけないのかと非難する「泣く子と○○」には勝て

ません。しかし日本の科学技術の発展史を理解するとき

に大切なことは，まさにこの「（世界一の）新たなシステ

ムをいかに実現するか」という点にある。巨額の経費を

かけて新たなシステムをつくってはみたものの，必ずし

も期待どおりにはいかないことがある。こんなとき，造っ

ているときには想定もされていなかったことに転用され

ると，がぜん活きてくることがある。「むつ」は「みらい」

として甦り，日本の海洋研究の新たな世界を切り拓いて

きたのである。

「みらい」が世界一の調査船だからこそ実現できたこと

がある。その一つが太平洋の赤道海域にトライトンブイ

を設置して保守管理することであった。総トン数が大き

くなったため大型の観測ブイを同時にいくつも積め，効

率よく設置作業ができるようになったためである。もう

一つは，船が大型であるため，それまではデータの乏し

かった高緯度の荒天海域や結氷海域でも，停船したり走

行したりの観測作業を安全に実施することができるよう

になったのである。

Ⅱ．海を観る

1．海洋地球研究船「みらい」とエルニーニョ
「エルニーニョ現象」とは，東太平洋の赤道付近で海水

の温度が１～２℃上昇（1997～98年にかけて発生した20

世紀最大規模のエルニーニョでは最大５℃上昇）する現

象であり，これが原因となって世界規模の気候変動が発

生するとされている。エルニーニョ現象が発生するメカ

ニズムはまだ完全に解明されているわけではないが，海

水温が変化すると，その海域の大気の温度が変化し，そ

れによって気圧のパターン，そして大気の流れ（風）が変

わってしまい，そして天候が変わり，これによって様々

な社会生活が影響を受けることになる。エルニーニョの

発生メカニズムの解明と発生予報の研究が期待されてい

る。このための研究に欠かせないデータが係留ブイなど

による海洋の観測である。

エルニーニョ現象は東部太平洋赤道海域における海洋

表層に限られた季節的な現象ではなく，海洋内部から大

気まで，そして東部から西部のインドネシア海域を含む

大規模な現象であり，海洋と大気が相互作用しながら発

展していく複雑な現象であると理解されるようになって

きた。大気に気圧の違いがあり，高気圧から低気圧に向

けて大気が移動して風となる。海洋では海水の密度が重

要である。冷たくて塩分の多い海水は重くなり，海洋深

層に移動していく。逆に暖かくて塩分の少ない海水は密

度が小さくて表層に分布する。太平洋赤道域の海面付近

では，東部で気圧が高く，西部のインドネシア付近で低

くなっており，貿易風と呼ばれる東風が吹いている。こ

の東風の力によって，海面付近の暖かい海水がインドネ

シア近海に吹き寄せられ，インドネシア近海では海面か

らの蒸発が活発で，上空では積乱雲が発生している。逆

に東部赤道域では下層から冷たい海水が湧きあがってい

る。通常はこの状態でバランスしているのだが，なんら

かの理由でこの東風が弱まると，暖かい海水が東方にも

どっていき，東部の海面水温が平常時よりも高くなり，

積乱雲の発生海域も東方に移動していく。

エルニーニョ現象を解明するため，それまで米国大洋

海洋庁（NOAA）が太平洋赤道海域の中部～東部に係留

ブイ網（TAOアレイ）を展開していた。水温の鉛直分布

を観測することが主で，係留が容易となるように浮力の

小さなブイが使われていた。しかしこのようなブイは，

降水による塩分変動の大きな太平洋西部赤道海域の観測

海洋地球研究船「みらい」が太平洋の西部赤道海域に設置した

トライトンブイ：ブイの直径2．4 m，高さ1．54 m，重量2．4

トン，緊張係留方式２）

第 2図 トライトンブイ
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には不向きであったため，「みらい」の就航を機に，塩分

の鉛直分布も観測できリアルタイムで伝送可能なトライ

トンブイが開発され，1998年３月より展開されてきた。

太平洋の赤道海域は北太平洋と南太平洋の狭間であ

り，南北の交流は少ない。地球が回転しているために，

北半球の海水はまっすぐに流れていても，右向きの力を

受けている。これをコリオリの力という。このために北

半球では西向きの北赤道海流は次第に北向きとなり，黒

潮となって日本沿岸を北上して東方へと流れ去る。北太

平洋で時計回りに循環する。これと反対のことが南半球

で起こっている。南半球では反時計回りに海水が循環し

ている。このため赤道海域では様々な現象が狭い範囲を

波のように東から西へと伝わっていく。このパターンは

１ヵ月くらいの速さで移動するので，東西方向のスケー

ルは1，000 km（経度で９度くらい）でもいいが，観測頻

度は高くしなければならない。太平洋赤道海域には現

在，101基が設置されており，このうちインドネシア近

海の16基がトライトンブイである。

トライトンブイは年に半数ほどが交換される。通常は

「みらい」が必要個数のトライトンブイを搭載していって

交換するが，ほかの調査航海とかちあったりするときに

は，ほかの調査船を利用しなければならならない。しか

し運用効率や安全作業の観点からはまだまだ「みらい」で

なければならないとされている。

現在では，小型化と係留システムが改良されて，伝送

容量の大きな小型トライトンブイがインド洋の赤道帯に

展開されはじめている。インド洋でも太平洋に類似した

海洋大気相互作用の研究も進められている。

係留ブイを保守管理するときの課題は「ブイの漂流」で

ある。トライトンブイが設置されている海域は漁業活動

が盛んであり，網などに引っ掛けられるトラブルがあっ

たりする。こんな場合には係留索が切断されて，ブイが

漂流してしまう。送られてくるデータからブイの位置が

わかる場合には，それを監視しながら，回収計画を立て

ることができるけれども，そうでない場合には近くで操

業している日本の漁船などに協力してもらっている。

「みらい」は年間約300日の調査航海をしており，ほか

に１ヵ月くらいのドック検査があるので，かなりの稼働

率となっている。このうち「トライトンブイ」の交換作業

が約１�３である。ほかに「みらい」は海洋地球研究船とし

て，地球規模の海洋環境研究を行っている。主なものと

して，高緯度の荒れる太平洋海域で大気中の二酸化炭素

が海中に吸収され，植物プランクトンとして固定されて

いくプロセスの研究や，南半球をぐるりと周回しなが

ら，多層の海水を採取して水温や塩分などを高精度に分

析して，地球温暖化との間連を研究したり，あるいは北

極海にでかけていき調査研究している。

「みらい」に砕氷能力はないけれども，薄い氷の海域は

なんとか航海できる耐氷船である。2000年のころは，氷

がいちばん少なくなる９月ころに，アラスカと東シベリ

アの間のベーリング海峡から少し入ったチュクチ海を調

査していたが，近年は，結氷海域が急激に減少しており，

2009年９月に「みらい」観測史上最北の北緯79度まで到達

できた。これも地球が確実に温暖化していることを示し

ている。

2．アルゴフロートによる地球環境変動研究
「みらい」の母港がある下北半島の関根浜は津軽海峡に

面しており，ここに JAMSTECの「むつ研究所」がある。

北太平洋西部の亜寒帯海域における海洋の生物生産や二

赤道海域にある星型は係留ブイ101基（このうち，インドネシア近くに日本のトライトンブイ19基）。

小さな○が浮遊するアルゴフロート3，255基（このうち，●が日本のアルゴフロート312基）

（提供：JAMSTEC地球環境変動領域／地球環境変動研究プログラム／戦略的海洋監視チーム）

第 3図 全世界の海洋観測ブイおよびフロート（2010年５月12日時点）
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酸化炭素の吸収過程などの観測研究が行われている。ま

た回収されてきたトライトンブイの保守もこの研究所で

行われている。ところで，このあたりの砂浜には巻貝の

ような白い貝殻が打ち寄せられることがある。大きなも

のでは20 cmくらい，紙みたいに薄く半透明で壊れやす

く，形は，貝殻を２つ向かい合わせて並べると葵の葉に

似ているので，アオイガイといわれる（第 4図）。しかし

これは，いわゆる「貝」ではなく，カイダコというタコが

自分でつくり棲んでいたボートみたいなものである。学

名はアルゴナウタ・アルゴ（Argonauta argo），英名は

Paper Nautilus という。熱帯から亜熱帯の外洋に棲んで

いるのだが，どういうわけか黒潮から対馬暖流に乗り，

秋から冬にかけて津軽海峡に流れつく。属名のアルゴナ

ウタはギリシャ神話に登場する「大船アルゴ号の船員た

ち」を意味し，アルゴは船大工アルゴスにちなみ，いま

では冒険を意味する言葉となっている。このカイダコの

ように海洋を浮遊するフロートを利用したArgo 観測網

というものがある。

アルゴフロートは海中の水深1，000 mにいて漂流しな

がら，10日に一度，2，000 mまで下降して，海中の水温

と塩分を計測しながら浮上，海面で衛星を通じてリアル

タイムにデータを送信する観測網である。2000年に開始

されたアルゴ計画はアルゴフロートを全海洋にまんべん

なく展開する国際協力のプロジェクトであり，現在は目

標の3，000基を超えている（第３図）。赤道海域に展開さ

れるトライトンブイなどは，スケールが比較的大きな現

象を観測するため，設置間隔が粗くても高頻度に観測し

なければいけない。しかし中緯度の海域には渦があちこ

ちにいくつもできており，空間的には複雑であるが，変

化はゆっくりとしているという特徴がある。このためア

ルゴ計画では，空間分解能を高めるために，全世界の海

洋に3，000基以上を設置するとしており，また観測頻度

を10日に１回と設定している。もちろん個数は多いほ

ど，観測頻度は高いほど望ましいのだが，コストやバッ

テリーの容量などとの関係からの妥協である。

データはインターネットに即時公開され，だれもが無

料で利用できる。2010年５月時点に稼動中のアルゴフ

ロート数は3，255基となっており，27の国と地域が投入

している。国別では，半数以上を投入する米国に次いで

日本が312基となっており，アルゴ計画を主導する立場

にある。また日本のアルゴフロートの約８割を

JAMSTECが投入，残りの約２割を気象庁や大学，あ

るいは海洋科学高校が投入しており，また JAMSTEC

が日本データの品質管理を行い，オール・ジャパンの体

制で進められている。

アルゴフロートの観測によって，この30年間に，海洋

の塩分濃度は，塩分の濃度が高いところはより高く，低

い海域ではより低塩分になっていることが明らかになっ

てきた３）。一般に，海水の塩分は蒸発によって高くなり，

降水によって低くなるが，地球全体の蒸発と降水に変化

が起き，熱帯域など雨がもともと多かった地域では雨が

さらに多くなり，雨が降らない地域ではさらに降らなく

なっていることを意味している。これはまた，陸上でも

砂漠化や洪水・旱魃などの災害も同じような傾向があ

り，地球規模での水の運ばれ方（水循環）が悪化する方向

に強化されていることを物語っているのである。

アルゴフロートは４年で更新される。ということは毎

年800基の高精度水温・塩分計を製造しなければならな

い。これまでは年に数台を名人芸でつくっておればよ

かったものが，大量製造するビジネスが確立されなけれ

ばならない。また JAMSTECでは１日あたり25基から

データが送られてくるので，QC（品質管理）業務はかな

りの量となっている。気象予報業務に役立てるために，

気象庁は自動QC処理で24時間以内にデータを公開して

いる。研究用には，さらに船舶データなどとの比較処理

されたものが１年以内に公開されている。水温や塩分以

外のセンサーも開発されつつあり，アルゴフロートによ

る地球環境変動研究はますます発展していくことが期待

されている。

Ⅲ．絵に描く

1．地球シミュレータ
2002年２月に「地球シミュレータ」が完成したとき，世

界最高速の演算性能をもつスーパーコンピュータとし

て，世界から注目された。その後も２年半にわたり世界

一の座を守った。「地球シミュレータ」の誕生は，航空機

開発に欠かせない流体力学の解析に利用するために「数

値風洞」を開発した三浦甫氏（故人，地球シミュレータ研

究開発センター長）の情熱が実ったものである。計画が

動き出した1997年ころは，地球温暖化など，環境変動が

人類にとって重大な問題として認識されはじめており，

多様なプロセスが複雑に絡みあう気候変動などの現象を

解明して予測するための手法を確立することが求めら

れ，そのインフラとして地球シミュレータが開発され

向かい合わせに並べると葵の葉に似るのでアオイガイと呼ば

れるカイダコ，南の海から日本沿岸に漂着する

第 4図 カイダコの貝殻
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た。開発目標は当時のスパコンの約1，000倍の性能をも

つものである。シミュレーション精度を上げるために空

間分解能を10倍とすると，３方向で1，000倍となる。こ

れを達成するために，CPU（中央演算処理装置）は汎用

のスカラ型（データを順次に処理していく）ではなく，専

用に開発されたベクトル型（１つの命令で複数の処理を

連続処理する）とされ，これを高速のネットワークでつ

ないで並列に処理することにより，巨大な計算システム

をつくりあげた。たくさんの技術課題が克服され，世界

一の地球シミュレータが出来上がったのである。

地球シミュレータは地球の気候変動や地球内部の変動

など，主として地球科学分野におけるシミュレーション

研究に利用されているが，現在では様々な応用分野にお

ける産業利用に活用されている。例えば，新幹線の高速

化に重要な風きり騒音の解析とか，鉄鉱石から銑鉄をつ

くる高炉のなかで起きている現象を再現して，効率を落

とさずにコークス量を減らすとか，自動車の空気抵抗を

低減する技術開発などに利用されている。

しかし世界におけるスパコンの性能向上は飛躍的に進

んでおり，「地球シミュレータ」もスパコン世界ランキン

グ（2009年11月）では31位（国内１位）となっている。これ

でも2009年春に古くなったCPUやメモリーなどを新し

いものに更新して実効性能を２倍強にした結果である。

2．気候変動や異常気象の予測に挑む
地球シミュレータを利用して，いま起きている気候変

動や異常現象を予測し，それにどう対応していくべきか

を検討している研究者たちがいる。地球温暖化は長期的

な気候変化であり，百年後に平均気温が数℃高くなった

ら地球の姿はどうなるのか，その適応策をどうすべきか

が議論されているけれども，ごく一部の科学者を除け

ば，ほとんどの人には理解の難しいことである。夏と冬

とで気温が30℃も変化するのに，百年後に平均気温が

１℃上昇するからなんとかすべきだ，といわれてなにか

をしようとするだろうか。明日の経済はどうなるのか，

いまの貧困をどうするのか，という議論に埋没してしま

うことだろう。しかし世界の各地で起きている一つひと

つの異常現象は地球温暖化に伴う予測もつかない事例に

すぎないということを科学者は全世界に向けて発信して

いかなければならない。

JAMSTECのマルチスケールモデリング研究グルー

プは大気と海洋を一体として扱う高解像度の結合モデル

を使い，エルニーニョ現象などの予測シミュレーション

を行っている。短期的な気候変動予測から，数ヶ月先の

気候変動予測，さらには様々な対応策の効果予測を行い

科学的な根拠を示そうとしている。気候変動が従来の統

計的な予測ではとらえられなくなっている現在，例えば

台風の発生頻度や規模などがどのように変化していくの

かという予測をつづけていかなければならない。地球シ

ミュレータセンターの研究者たちはこのような課題に挑

戦し，予測制度の向上に取り組んでいる４）。

大気と海洋の現象では，規模の大きなものは時間のス

ケールが大きくなることが知られている。積雲や集中豪

雨，竜巻などといった局所的な現象は，発生から収束ま

で数分～数時間である。これに対し，低気圧や高気圧は

数千 kmの大きさであり，生まれてから消滅するまで，

数日から10日程度となっている。現象の大きさが異なれ

ば，予測モデルも異なる。しかし局所的な現象といえど

も，全球的な環境変動に伴うものであれば，モデルを統

合的に扱うことが必須となる。JAMSEC地球シミュレー

タセンターは気象と気候変動予測を結びつけるために，

複数の時間スケールと空間スケールをつなげるモデルの

開発を進めてきた。このおかげで，地球シミュレータが

稼働開始したころに目標とされた水平解像度10 kmのシ

ミュレーションに比べ，その約100倍もの規模のシミュ

レーションが可能となっている。

高解像度の大規模シミュレーションが動きだすと，高

解像度に対応した物理モデル，高精度の計算手法，高速

の計算を併せて開発していくことが求められている。地

球シミュレータを基盤として積み重ねられた知見から，

より高度な気候変動現象の予測へと進展していくことを

期待したい。

Ⅳ．アトムの夢

科学技術力は，ハードウェアとしてのスパコンの性能

ばかりでなく，それを利用する計算科学技術者の能力，

両方を推進する科学技術政策がうまくかみ合っているか

を評価しなければならない。スパコンの性能は計算速度

で代表され，計算科学技術はソフトが運用と成果で評価

される。世界最高速のスパコンを開発する政策を，ハー

ドだけの範囲内で議論してはいけない。我が国では古来

より「仏を造って魂を入れよ」とされてきた。まずは仏

（ハード）をつくり，それを活かす魂（ソフト）を開発して

いくしか道はない。
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放射性廃棄物は，数万年以上の長期間，人

間の生活環境から隔離しなければならない

―最初に，原子燃料サイクルと放射性廃棄物について

お話しいただけますか。

北山 原子燃料サイクルとは，第 1図に示すように，

使用済燃料の再処理によりプルトニウムなどの有用な物

質を分離回収し，再利用することにより，ウラン資源を

有効に再利用する一連の流れのことを言います。原子燃

料サイクルの確立により，ウラン資源の有効利用のほか

に，エネルギーの長期にわたる安定供給，使用済燃料の

再処理・回収による高レベル放射性廃棄物量の削減など

が期待されます。再利用できないものは廃液として残り

ますが，この廃液は放射能レベルが高いことから，高レ

ベル放射性廃棄物と呼ばれています。

―放射性廃棄物は，どのように処分されるのでしょうか。

北山 日本では，この廃液は再処理工場内でのガラス

固化施設でホウケイ酸ガラスとともに高温で溶かしてか

ら固め，化学的に安定な形態（ガラス固化体）にした後，

30～50年程度，地上で保管された後，地下300 mより深

い場所に地層処分されます。ガラス固化体には，寿命の

長い放射性核種が含まれているので，長期にわたって人

間とその生活環境に対して放射能の影響が及ばないよう

に，人間の生活環境から離れた場所に隔離する必要があ

ります。それを実現する方法として，世界各国で地下深

部に隔離する地層処分を採用しています。地層処分の基

本的な考え方は，物質を閉じ込めるという地下の環境が

本来持つ機能を利用して，地下深くの安定した場所に廃

棄物を埋設することにより，数万年以上にわたり，高レベ

ル放射性廃棄物を人間の生活環境から隔離することです。

ここでは高レベル放射性廃棄物の処分を例にとりました

が，この考え方はバリアの構成が異なる，例えば「地層処

分の対象となるTRU廃棄物」でも共通に議論できます。

聞き手 日本原子力学会編集委員 小林 容子（テプコシステムズ）

Natural analogues�Supporting geological disposal :

Gaining evidence of predictability on 100 ka timescales :
Kazumi KITAYAMA,Hidekazu YOSHIDA,Tsutomu SATO.
（2010年 ５月26日 受理）

今月から３回にわたって，「ナチュラルアナログ；自然に学ぶ地層処分―数万年先を予測す

る工学技術とは？」を連載します。数万年先を予測する工学技術として求められるものは何で

しょうか？ 第１回目は，インタビュー形式で，まずナチュラルアナログ研究や数万年先を予

測するとはどのようなことかを，わかりやすく解説していただきます。

第 1図 原子燃料サイクル（出典：文献１））

解説

ナチュラルアナログ；自然に学ぶ地層処分
数万年先を予測する工学技術とは？ 第 1回

（左から）

名古屋大学

吉田 英一
原子力発電環境整備機構

北山 一美
北海道大学

佐藤 努
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―地層処分における多重バリアの役目は。

北山 地層処分の安全確保の基本は，「多重バリアシ

ステム」の考え方がとられることです。多重バリアは，

ガラス固化体，それを収納する金属（鉄）性の容器である

オーバーパック，その周囲を覆う緩衝材（粘土）という３

つの人工バリアと，その外側を囲む岩盤である天然バリ

アから構成されます。これは人間の生活環境へ及ぼす放

射線の影響を緩和するためです。

人工バリアの要件としては，①放射性核種の閉じ込め

や移行抑制機能を持つこと，②製作施工が可能であるこ

と，③所定の期間他のバリアに影響を与えないこと等が

考えられます。また地下深部は放射性核種の移行媒体と

なる地下水の流れが遅く，かつ地層を構成する鉱物には

放射性核種を吸着・固定する能力があり，天然のバリア

として考慮することができます。また人工バリアを力学

的に支えるとともに，化学的に安定であり人工バリアの

機能を長期にわたって発揮させる機能もそなえていま

す。天然バリアの要件は，これらの機能により生物圏か

ら放射性核種をできるだけ隔離することです。

人工バリアと天然バリアとを組み合わせた多重バリア

システムの性能は，地層処分を構成するサブシステムあ

るいはシステム全体の性能を予測するための解析を行

い，その解析結果を適切な基準と比較して評価します。

そのために，数万年以上先の超長期の現象の予測が必要

となってくるのです。第 2図の事例に示すように，カナ

ダのシガーレイクにあるウラン鉱床の場合，ウラン鉱床

を取り囲む構造が多重バリアシステムとほぼ同じ構造を

有していたことによって長期に保持されてきたことがわ

かっています。このように，ウラン鉱床は自然界におい

て放射性物質を長い期間にわたって保持していた物証と

いえるので，処分システムを考える上で良い見本となり

ます。そこで，ナチュラルアナログという概念が重要に

なってきます。

ナチュラルアナログは，安全性に対する

直接的で科学的な根拠を示すアプローチ

―読者の中には，ナチュラルアナログについて全くご

存知ない方，言葉は聞いたことがあるが内容はよく知ら

ないという方が多いと思いますので，まず，ナチュラル

アナログとは，どのようなものか説明していただけます

か。

吉田 一言で言えば，タイトルにもあるように自然に

学ぶということです。では，自然から何を学ぶのか。そ

れは実験等の短い時空間スケールでは理解することが難

しい，数万年先のような超長期的な自然現象について，

どういう現象がどのように生じるのかということを学

ぶ，ということです。そういう意味では「過去は未来を

理解する鍵」という言い方ができます。

佐藤 ナチュラルアナログ研究は，地層処分システム

における人工バリアの変質や核種の地球化学的挙動に類

似した地質学的現象を研究することによって，地層処分

システムに数万年以上という長期間のスケールで将来，

発生すると考えられる地球化学的なプロセスを具体化

し，地層処分システムの安全評価に用いる室内実験デー

タの外挿による長期的な評価の信頼性を高めることと定

義されます。

―現在問題になっている事象と全部または一部が似た

事象を過去のデータから探し出し，それからの類推に

よって未来予測を行うことを「類推法による予測」と呼ん

でいますが，放射性廃棄物地層処分におけるナチュラル

アナログ研究も，その一種と見なせるわけですね。ただ，

未来予測を行うだけでなく，安全性評価手法の信頼性の

向上につながるような安全評価モデルの理解や検証を目

的としていると考えればよろしいでしょうか。

吉田 はい，ナチュラルアナログはその両面を持って

いると言えます。つまり，①実際の自然環境（処分環境）

で生じる現象の理解と，②安全評価に用いられている現

象評価モデルの妥当性の検証の両方を目指しています。

―ナチュラルアナログは，CO２の地中貯留の分野でも

研究されているようですが，地層処分におけるナチュラ

ルアナログに関して，もう少し詳しくお聞きしたいと思

います。ナチュラルアナログ研究における「アナログ（類

似）性」とは，どのようなことを指すのでしょうか。

佐藤 まず申し上げたいのは，ナチュラルアナログ研

究の先駆けは，放射性廃棄物の地層処分研究プロジェク

トであり，そのプロジェクトには地質学・鉱物学・地球

化学などの様々な分野の多くの研究者が参画してきまし

た。ただ，そのような地球科学に携わる者が地球化学的

北山 「低炭素化社会の実現に原子力

は欠かせません。そのため地層処分は

どうしても必要です。このことを常に

社会に向けてわかりやすく発信してい

きたいと思っています。」

第2図 シガーレイク鉱床と放射性廃棄物概念の対比

（出典：文献２））
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な現象を研究すれば，それが即アナログ（類似）性の研究

になるわけではありません。アナログ（類似）性とは，研

究対象としている場所が，想定される処分と類似したシ

ステムであるかどうか，研究対象とする自然現象が処分

システムに想定されるプロセスと類似したプロセスであ

るかどうかを指します。ただし，アナログと判断するの

は「人間」なので，そのアナログ性をわかりやすく説明す

ることが重要です。

―これまでのナチュラルアナログの研究にはどのよう

なものがありましたか。また，どのような説明がされて

いたのでしょうか。

吉田 地層処分という考え方のきっかけとなった「天

然原子炉」をはじめとして，「ウラン鉱床」，「古代の釘」，

「ガラス」などが存在します。

「天然原子炉」とは，過去に自発的な核分裂反応が起

こっていたことがウランの同位体比から確認されたウラ

ン鉱床のことで，中央アフリカのガボン共和国東部にあ

るオクロ天然原子炉がそれにあたります。これは，今か

ら約20億年前に大規模な核分裂連鎖反応を起した形跡の

ある天然原子炉の化石で，地質環境中に放射性核種を隔

離できることの可能性を示したものとして，地層処分シ

ステムの具体的なイメージの構築に大きく貢献しました。

しかし，これまでのナチュラルアナログの研究では，

天然原子炉が発見されて以来いわれてきた，「地質環境

には放射性核種を隔離する能力が存在するであろう」と

いう地層処分の定性的な基本的概念を提示するにとど

まっており，定量性やモデルの適用性という点では必ず

しも十分とは言えません。また，処分システムの安全性

についても，安全評価に用いるモデルの有効性について

の直接的な検証には結びついていません。

―これまでの説明の問題点はどのような所にあったの

でしょうか。

佐藤 ナチュラルアナログの研究では，研究対象とす

る自然現象が処分システムに想定される，人工バリアや

天然バリアの地下環境，廃棄物の長期的な変化や機能，

劣化などを類推するのに役立つ類似的なプロセスである

かどうかが問われます。しかし，これまでに公表された

ナチュラルアナログの研究の中には，地層処分システム

のどのプロセスに類似するのかが明示されていないもの

や，処分システムには想定されない現象を研究対象とし

ているものがあったりして，予算的裏づけを失って縮小

を余儀なくされたり，継続不能になったりするケースが

多くありました。

吉田 そうですね。今までのナチュラルアナログの研

究の問題点は，アナログ性をうまく説明できなかったこ

とでしょうか。現象と類似性を個別化させすぎたり，あ

るいは詳細化させすぎたりして，類似性に対しての自己

矛盾が発生してしまったことも要因かもしれません。

―逆に，完璧なアナログ性を求めすぎたというケース

もありますか。

佐藤 はい，ありますね。研究者がアナログ性をうま

く説明できなかったことも大きな問題点ですが，「アナ

ログの縛り」がきつくなりすぎて，つまり処分環境との

高い類似性を求めすぎて，新しいナチュラルアナログの

研究の展開が困難になってしまったという現状もありま

す。処分システムへの反映先が明確であれば，システム

の類似性は局所的でもよいというスタンスで，天然プロ

セスを定量的に理解し実証するナチュラルアナログの研

究が精力的に進められるべきだと思います。

―では，ナチュラルアナログの研究に求められる条件

とは，どのようなものでしょうか。

佐藤 まず，最初の条件として，概念モデルの構築が

重要です。自然現象を注意深く観察することにより，①

どのようなプロセスを含む現象か，②中心となるプロセ

スは何か，③現象が生じる時間スケール，④適切な自然

法則を用いてプロセスが地球化学コードなどによりモデ

ル化されるかどうか，などの情報を抽出して概念モデル

を構築することが必要です。

２番目の条件としては，安全評価モデルへのインプッ

トデータを提供することが挙げられます。自然現象から

処分システムの評価モデルの予測計算に用いる定量的な

情報を取得したり，室内実験の手法を地質時間スケール

に外挿することが妥当であるかどうかをチェックできる

必要があります。

３番目の条件としては，安全評価モデルの妥当性の確

認ができることが挙げられます。安全評価に用いるモデ

ルやデータを用いて，実際に自然現象の結果やプロセス

が表現できるかどうか確認することにより，独立したモ

デルやデータの妥当性の確認を行う必要があります。

―通常の建造物で要求される耐久性は，せいぜい数百

年程度ですが，地層処分では，数万年という超長期の現象

の予測・評価が必要です。このような評価を行うための

アプローチとしては，どのようなものが考えられますか。

北山 地層処分システムの人工バリアには超長期の性

能が要求されます。このような人工バリアに関する超長

期の現象を把握するには，①理論的評価によるアプロー

チ，②実験的なアプローチ，③ナチュラルアナログによ

るアプローチの３つのアプローチを統合することが必要

であると考えています。

佐藤 「数万年先を予測する工学技術

を確立するには，ナチュラルアナログ

研究の進化と数多くのレッスンが必須

ですね。」
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ナチュラルアナログは，実験的アプローチ

を補完する

―数万年先までの長期にわたる評価は，時間の経過と

ともにモデルやパラメータに関する不確実性が増してい

くので，実験的アプローチだけでは難しいのではないで

しょうか。

吉田 そのとおりです。数年や長くても数十年という

オーダーでの実験結果を外挿させて予測しても，必ず不

確実性がつきまといます。その不確実性を減らすため

に，ナチュラルアナログの研究が必要です。

我々が実際に行うことのできる実験は，数ケ月～数年

のタイムスケールで実施されます。しかし，地層処分に

おける現象は，数千～数万年というオーダーのもので

す。したがって，このような超長期に及ぶ現象について

は，数年程度のタイムスケールの実験で示された変化に

関する「速度」や「量」を用いて外挿するしか方法がありま

せん。しかし，外挿を行うにしても，その外挿の方法が

適切であることを何らかの形で保証することが必要で

す。その「保証」ができるのは，「ナチュラルアナログ」だ

けではないでしょうか。

―ここで述べる３つのアプローチは，お互いに短所を

補う必要があるということですね。

佐藤 重要なことは，実験やシミュレーションだけで

は，地層処分システムの長期安全評価のエビデンスには

なり得ないことです。通常，安全評価は実験によって得

られたデータを用いて行われますが，保守的な厳しいシ

ナリオを用いて評価されることが多く，それが長じて実

際の現象とは，どんどんかけ離れてしまう傾向が見られ

ます。また，実験では短期で結果を得るために，より高

温で実験するなど反応を加速することが常道ですが，反

応メカニズムが実際に起こりうる現象と同じかどうかの

検証はなされません。実際の現象を見失わないために

も，自然の現象を正確に記述するナチュラルアナログの

研究が必要です。

一方，ナチュラルアナログの欠点は，天然が行った“実

験”の結果はわかるものの，その初期条件や境界条件を

明確にできないことです。この欠点は，地質学的情報や

実験的・理論的評価によるアプローチによって，ある程

度推定できるものと思われます。

―このナチュラルアナログの研究が，なぜ地層処分に

とって必要で重要なのですか。

吉田 繰り返しになりますが，簡単にまとめるならば；

� 多重バリアの長期的機能を保証してくれる

� 長期的な将来の現象を先取りして示してくれる

� 専門家だけでなく，一般の人にも具体的な事例と

して示すことができる，からだと思います。

―長期の周期性のある現象では，観測期間が短いと，

外挿では傾向を見誤る可能性もあるということですね。

北山 ナチュラルアナログの研究は，現象の先取りと

いう観点から，自然界の何千万年以上といった非常に長

い時間をかけた現象を対象に評価するため，長期の周期

性のある現象を含んだ核種の挙動を解明することができ

ます。単なる外挿とは違うということです。

―安全評価を行うに当たってナチュラルアナログが必

須であることはわかりました。本インタビューに参加の

お三方はナチュラルアナログに新しい概念を導入し，安

全評価により有益になるように段階的な展開が必要であ

るとお考えのようですが，どのようなものですか。

北山 第 4図に示すように，第１の段階は，地層処分

の安全性を一般の人々に直感的に理解してもらうための

ナチュラルアナログの研究で，現状までのナチュラルア

ナログ研究がこれに近いと思います。第２の段階は，天

然現象を地層処分の安全性解析等に結びつけるための専

門家による個々のプロセスを十分解明する研究です。第

３の段階は，一般の人々に「天然現象を科学�技術で説明

できる」と直感的に理解してもらう状況に高めることです。

第１段階から第２段階にステップアップする際には，

「プロセスの理解と現象の特定」，「特定現象のナチュラ

ルアナログ地点の選定とそのプロセスの定量化準備」が

必要です。また，第２段階から第３段階にステップアッ

プする際には，「特定地点における多重バリア機能に直

結する特定プロセスの定量化」と，「各バリアの劣化が小

さいことを直感的に理解してもらう方策の検討」をし，

工学的にこのようなことが言えるようにしておくことが

重要です。

― 一般の方は，自分の経験やイメージに基づいて，

物事を理解したり判断することが多いと思いますが，鉄

吉田 「地下環境はすぐれた核種隔離

機能を有したバリアです。その実力を

もっともっと具体的に示したいです

ね」

第 3図 超長期の現象・バリア性能の評価のための

３つのアプローチ（出典：文献５）改訂）
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器などの遺物が長い年月を経て発見されるということ

は，日常の経験から容易に理解できると思います。しか

し，それらの天然現象が地層処分のシステムと類似する

という部分が理解しにくいのではないでしょうか。

吉田 天然現象が地層処分のシステムと類似している

ことを理解するためには，イメージの具体化が重要だと

思います。また，処分システムも併せて理解してもらう

ことも必要です。

佐藤 例えば，遺跡の鉄器は遺跡の土の中で「さびる」

という現象が起こります。処分場でも安全性の観点から

すると，鉄製のオーバーパックが，地下水と反応して「さ

びる」ことが予想されています。その両者は，巨視的に

みると鉄器と鉄製のオーバーパックが異なる地中にある

という全く違うもので，アナログであると理解いただけ

ないかもしれません。しかし，「さびる」という現象が起

きている土と鉄部分の境界を拡大して虫めがねで見る

と，鉄器とオーバーパックのそれぞれの界面で起きてい

る両者の反応がほとんど同じであれば全く区別できませ

ん。ですから，微視的には全く同じ現象を見ていること

になります。地層処分で用いる安全評価や性能評価で必

要なのはここまで拡大した界面の反応です。鉄のさび以

外の現象についても同様に，反応が起きている境界面で

どのようなアナログになっているかをきちんと理解する

必要があります。アナログ性を説明する際には，こうい

うわかりやすい説明が必要だと思います。

―第 2段階は，工学的な問題を整理する段階だと思い

ますが，特定の現象やプロセスに対し，地質学，物理・

化学的アプローチで，その挙動を説明するには，どのよ

うな課題があるのでしょうか。

吉田 基本的にすべては素材としての物質的性質を有

しており，その素材としての働きを多少なりとも説明で

きるためのデータや解釈が必要だと思います。

北山 第２段階では，実際に何が起こっているかを丁

寧に見て，起きている現象についての範囲や条件を明確

にしていくことが必要で，その結果を，第３段階で，特

定の現象，プロセスに対し，その挙動を説明できるかが

課題であると考えます。

―特定の地点（例えば応募のあった地域）で，このよう

なことが成立することを説明できるのでしょうか。具体

例はありますか。また，説明の限界はないのでしょうか。

吉田 地質環境の特徴を理解できれば説明できるとい

いますか，応用できると考えています。具体例は，連載

の中で，ご紹介したいと思います。

北山 例えば，ヨーロッパの地質と日本の地質は性質

が異なりますが，ナチュラルアナログのプロセスのう

ち，何が共通で，それは何をもってそう言えるのかを地

質環境との関連を含めて，おさえていくことが重要だと

思います。

佐藤 処分サイトが決まったとして，その地点におい

て予想される安全評価上のキーとなるプロセスを，他の

地点におけるナチュラルアナログ研究で見い出している

ことが重要となります。そのためにも，第２段階で数多

くの“レッスン”が必要です。レッスンという言葉の本来

の意味は，「将来同じような状況になった時によりよく

振る舞う方法を教えてくれる経験」です。現状では，レッ

スンが足らないと思います。

―ナチュラルアナログ研究の今後の方向性は。

佐藤 ナチュラルアナログ研究は，安全評価に適用す

るという目的のほかに，現実的な処分場の設計や最適化

を目的とした研究があってもいいと思います。

吉田 我が国の処分システムの評価手法の信頼性を高

めるために，地下の研究施設（地下研）の有効な利用や，地

質の専門家，モデル評価の専門家の交流も必要でしょう。

北山 地層処分の安全性を担保するための科学的知見

として，あるいは関連するステークホルダーの意思決定

をサポートするための科学的知見としての役割りも期待

されていると思います。

―本日は，ナチュラルアナログの新しい概念につい

て，概要をお伺いしました。数万年先を予測する工学技

術について，次回は，可能性のある具体例について，次々

回は，本日お聞きした段階的な展開の具体的方針とその

実現性を示す具体例について解説していただきます。ど

うぞ，ご期待ください。
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Ⅰ．背景と目的

原子力発電環境整備機構（以下，「原環機構」という）は

2000年10月，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法

律」（以下，「特廃法」という）に基づき，高レベル放射性

廃棄物の地層処分を行う実施主体として設立された。そ

の後，2007年の同法改正に伴い，TRU廃棄物の一部も

地層処分の対象とされた。

原環機構は，設立以降，事業の安全な実施に向けた技

術の整備に努めるとともに，今日まで様々な立地・広報

活動を展開してきたが，市町村からの応募を受けて文献

調査を開始する状況には至っていない。現在，原環機構

の総力を挙げて，国や関係機関と連携して，文献調査開

始に向けて国民への理解活動などに取り組んでいるとこ

ろであるが，地層処分事業の安全性にかかわる問題への

理解は必ずしも十分とはいえないと認識している。

このような状況に鑑みて，原環機構は「2010年技術レ

ポート」（仮称）を作成し，原環機構が事業を推進するに

当たって基本としてきた安全確保に向けた取組み方針

を，広く提示することとした。また，地層処分の実現に

必要な技術の整備状況についても，国内の関係する研究

機関の成果を含めて詳細に記述する予定である。

「安全確保構想2009」は，「2010年技術レポート」の核で

ある「安全な地層処分を，事業としていかに実現するか」

という安全確保に向けた取組み方針を先行的に取りまと

めたものである。

Ⅱ．「安全確保構想2009」の構成

「安全確保構想2009」の構成を第 1図に示す。まず，地

層処分事業における安全確保の考え方として，原環機構

が掲げる地層処分事業の目標とその実現のための安全確

保策を説明し，その上で原環機構が安全な地層処分事業

を推進していくための３つの方針として，方針１「安全

性の繰り返し確認に基づく段階的かつ柔軟な事業推

進」，方針２「信頼性の高い技術を用いた事業推進」，方

針３「安全性への信頼感醸成へ向けた技術的な取り組み」

を紹介した。

NUMO Safety Policy 2009;Safe Geological Disposal of the
Radioactive Waste:Hiroyuki TSUCHI, Katsuhiko ISHIGURO,
Kenichi KAKU.
（2010年 ５月11日 受理）

原子力発電環境整備機構（Nuclear Waste Management Organization of Japan，略称NUMO）

は，2000年10月の設立以降，事業の安全な実施に向けた技術の整備に努めてきた。2010年は，

原環機構の設立後10年という節目の年であるため，原環機構が安全な地層処分を実現するため

に基本としてきた方針や，必要な技術の整備状況について技術報告書として取りまとめ，「2010

年技術レポート」（仮称）として広く公表することとした。「安全確保構想2009」は，「2010年技術

レポート」の核である「安全な地層処分を，事業としていかに実現するか」という安全確保に向

けた取組み方針を，先行的に取りまとめたものである。本稿では，「安全確保構想2009」の内容

を，報告書の構成に従って紹介する。

第 1図 「安全確保構想2009」の全体構成

解説

NUMO「安全確保構想2009」
安全な地層処分の実現のために

原子力発電環境整備機構 土 宏之，石黒 勝彦，加来 謙一
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Ⅲ．地層処分の特性

地層処分は放射性廃棄物を隔離し，受動的安全性を確

保するために適した特性を有する１）が，固有の課題も存

在する。具体的には，地層処分ではこれまで実施されて

きた大規模な土木事業や原子力事業などとは異なる以下

のような課題が挙げられる。

・安全性の評価を極めて長い時間スケールに対して行

わなければならない。

・天然の地層という不均質で大きな空間領域を対象と

する必要がある。

・事業が長期にわたるため事業を取り巻く環境が変化

する可能性がある。

・世界中で地層処分を実現した国は限られており，経

験の蓄積が限られている。

地層処分の安全性を十分に確保するためには，これら

の特性を考慮し，地層処分固有の課題を十分に認識した

上で，多くの分野の関係者がかかわる複雑な事業を合理

的に推進していくことが必要である。

Ⅳ．わが国の地層処分の前提条件

2002年12月に原環機構が公募を開始して以降，法律の

改正など，地層処分事業を取り巻く環境には様々な変化

があった。そこで，安全確保構想を策定するために考慮

すべきわが国の地層処分事業の前提となる事項を整理し

た。具体的には下記の事項である。

・地層処分で対象とする放射性廃棄物として，高レベ

ル放射性廃棄物と半減期の長い核種を一定量以上含

む低レベル放射性廃棄物が含まれる。

・わが国の地質環境の特徴として，変動帯に位置する

ため，断層活動などが活発で，国土の多くを山岳地

帯が占め，地下水が豊富なことなどが挙げられる。

・特廃法に基づいて，３段階のサイト選定プロセスを

経て処分施設建設地が選ばれる。

・サイト選定段階から事業の廃止に至る事業全体では

100年（サイト調査段階が約20年，建設段階が約10

年，操業段階が約50年，閉鎖～事業廃止段階が約10

年）に及ぶ長期プロジェクトとなる。

・安全規制が事業期間を通して段階的に整備される。

・原環機構は実務的な技術開発を進め，基盤研究機関

は基盤技術の強化を進めるという役割分担により技

術開発を進めている。

Ⅴ．地層処分における安全確保の目標

地層処分の安全確保の究極的な目標は，廃棄物が処分

場閉鎖後の遠い将来にわたって，人間とその生活環境に

有意な影響を及ぼさないようにすることである（閉鎖後

長期の安全確保）が，同時に事業としては，閉鎖完了ま

での事業期間中において周辺住民や作業員の安全を確保

すること（事業期間中の安全確保）も重要である。すなわ

ち，原環機構が進める地層処分事業における安全確保と

は，「閉鎖後長期の安全確保」と「事業期間中の安全確保」

の２つの目標を達成することである。

1．閉鎖後長期の安全確保
閉鎖後長期の安全確保という目標を達成するために，

原環機構では，放射性廃棄物を閉じ込め，人間の生活環

境から隔離することを基本とし，対象廃棄物を安定な地

下深部に埋設し，人工バリアと天然バリアから構成され

る多重バリアシステムによってその機能を担保する。

このような閉じ込めと隔離を確実に実現するためには，

下記の３つの安全確保策を確実に実施する必要がある。

� 地層処分にとって適切な地質環境を選定し，建設

段階以降はサイト選定時における評価の妥当性を確

認する（適切なサイト選定と確認）。

� 選定された地質環境に対して人工バリアや処分施

設を適切に設計・施工する（処分場の設計・施工な

どの適切な工学的対策）。

� 構築された地層処分システムの安全性を評価する

（地層処分システムの長期安全性の評価）。

これらの安全確保策を施し，様々な証拠や論拠に基づ

いて，地層処分システムが長期にわたって安全性を確保

することができることを示すものが，近年，国際的に幅

広く受け入れられているセーフティケースの概念であ

る。セーフティケースの概念は、国際的にもほぼ確立し

たものといえるが，定義としての表現はいくつかの例が

あり、例えばOECD�NEAでは「閉鎖された後の制度的

な管理の維持が保証できないような時間枠においても，

処分場が安全であり続けるとする主張を定量化し立証す

るための証拠，解析さらには論拠の統合体である」と定

義されている２）。ここでいう論拠とは，地層処分の安全

性を主張する根拠すべてを指し，安全評価の結果とその

信頼性に係る情報を中心として，安全評価シナリオ，解

析モデル，使用データ，それらの前提となる地質環境や

処分場の設計データ等地層処分システムすべてを包含す

る情報が含まれる。

原環機構は，上述の３つの安全確保策を，段階的な事

業の展開にしたがって繰り返し実施し，安全性に関する

証拠や論拠を逐次統合化していくことによりセーフティ

ケースを構築し，段階的に精緻化していく。サイト選定

段階においては，法令で定められた報告書と，それらに

付随する処分場設計や安全評価に関する文書は，それぞ

れの段階におけるセーフティケースを構成する中核的文

書となる。第 2図にサイト選定の段階ごとに提示する

セーフティケースにかかわる文書のイメージを示す。

2．事業期間中の安全確保
原環機構は，サイト選定から事業廃止までの事業各段

479NUMO「安全確保構想2009」
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階において，施設周辺の一般公衆や作業従事者の放射線

安全および一般労働安全の確保を徹底する。

これらの安全対策については，一般の土木工事や原子

力施設の建設や操業などで実績を有する安全対策を有効

に活用すると同時に，地層処分の特殊性も考慮して，必

要な技術開発を進める。なお，事業期間中の安全確保の

ために講じる様々な対策は，閉鎖後長期の安全確保策と

両立するよう考慮する必要がある。

また，処分事業においては，周辺環境へ配慮すること

も必要であるため，様々な影響を回避・低減することに

努める。

Ⅵ．安全確保の目標を達成するための方針

「閉鎖後長期の安全確保」と「事業期間中の安全確保」と

いう２つの目標を確実に達成するためには，地層処分が

有する固有の課題や，わが国固有の前提条件を十分に考

慮して事業を進める必要がある。

1．安全性の繰り返し確認に基づく段階的かつ
柔軟な事業推進

地層処分の閉鎖後長期の安全性については，考慮すべ

き時間が長く，不均質な地下環境を活用するため，避け

がたい不確実性を伴う。そのため，念入りな調査や評価

を行い，不確実性をできるだけ低減しながら安全性に関

する信頼性を向上させていく必要がある。そのため，原

環機構は，「安全性の繰り返し確認に基づく段階的かつ

柔軟な事業推進」を方針とした。また，原環機構は，こ

の方針を具体的に展開するために，以下の実施方策を策

定した。

・事業全体を俯瞰した計画の策定

・閉鎖後長期の安全性の繰り返し確認

・事業期間中の安全対策と環境保全

原環機構では，事業全体を俯瞰した計画策定のために

「安全確保に向けたロードマップ」を作成した。安全確保

に向けたロードマップは，各段階における事業目標，安

全確保にかかわる目標，目標達成にかかわる要件，安全

確保のための実施事項を記述したものであり，事業の進

展とともに，その時点までの技術の進展や新たな状況変

化を反映しつつ詳細な内容に改訂していく必要がある。

現時点では事業全体を10の段階に分類している。

具体的には，①概要調査地区選定段階，②精密調査地

区選定段階，処分施設建設地選定段階（③地上からの調

査，④地下施設での調査），⑤安全審査の段階，⑥建設

段階，操業段階（⑦操業期間中，⑧操業の終了・閉鎖措

置計画認可申請），⑨閉鎖段階，⑩閉鎖後～事業廃止の

段階である。第 3図に「安全確保構想2009」に掲載した安

全確保に向けたロードマップの概要版を示す。

2．信頼性の高い技術を用いた事業推進
数万年以上にわたる閉鎖後長期の安全性は，従来の実

証的な手法では確認できないため，安全評価において

は，科学技術などの知見を集約したモデリングとデータ

に基づく予測的安全評価手法を採用することになる。こ

のため，その評価の前提となるサイト調査や工学的対策

において，さらには，安全評価手法やその基になる科学

的な知見について，信頼性の高い技術や情報を用いるこ

とが重要である。原環機構は，この方針を具体的に展開

するために，以下の実施方策を策定した。

・計画的な技術の整備

・技術に関する品質保証の的確な実施

・原環機構の組織および国内外協力体制の整備

原環機構は地層処分の安全な実施と経済性および効率

性の向上を目的とした技術開発を進め，日本原子力研究

開発機構などの基盤研究開発機関は深地層の研究施設な

どを活用して，深地層の科学的研究や，地層処分技術の

信頼性向上，安全評価手法の高度化などの基盤的研究を

実施している。また，原環機構は，基盤研究開発により

得られた成果が有効に地層処分事業に役立つよう基盤研

究開発へのニーズ提示および成果の確認を実施してい

る。第 4図に技術開発スケジュールと基盤研究開発との

関連を示す。

また，原環機構は開発した技術を事業の中で適切に使

用するために，品質マネジメントシステムの開発に取り

組んでいる。安全な処分事業を実現するためには，原環

機構の組織強化を行うとともに，国内外の協力体制を整

備することも重要だと認識しており，それらに対する取

組みを進めている。

3．安全性への信頼感醸成へ向けた技術的な取組み
地層処分事業においては，技術的な検討により示され

た安全性をいかに国民や地域住民の安心感につなげ，事

業を受け入れてもらうかが，事業を実現させるための重

要な要件である。原環機構は，この方針を具体的に展開

するために，以下の実施方策を策定した。

・事業の各段階における意思決定にかかわる情報提供

第 2図 サイト選定段階で提示するセーフティケースにかか

わる文書のイメージ

480 解 説（土，他）
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・安全性や技術の信頼性にかかわる日常的な情報提供

と対話活動

・将来世代が適切な判断を行うための環境整備

地層処分事業においては，サイト選定段階から事業の

廃止に至る間に，いくつもの重要な意思決定の機会があ

る。こうした意思決定を円滑に進めていくためには，そ

れぞれの段階の意思決定に必要な情報を関係者に的確に

提示し，理解を求めていく必要がある。

また，地層処分の安全性や技術の信頼性について関係

者の理解を深めることは，意思決定を円滑に進める上で

不可欠であり，そのためには特に関係する自治体や地域

住民に対し，日頃から，的確でわかりやすい情報の提供

と対話活動を進めていくことが重要である。

地層処分事業においては，現世代が今の時点で，100

年近い将来の事業のあり方を固定的に決めてしまうので

はなく，将来世代がその時点における諸条件の中で一定

の決定をする余地を残しておくことも重要である。

Ⅶ．お わ り に

「安全確保構想2009」は「2010年技術レポート」の核とな

る安全確保構想を先行して取りまとめたものである。「安

全確保構想2009」では，安全な地層処分を実現するため

の基本的事項の整理と，原環機構の方針の提示を行っ

た。「2010年技術レポート」では，2000年以降，原環機構

が実施した技術開発の成果や基盤研究開発機関が実施し

た研究成果によって，原環機構の安全確保構想を支える

技術が着実に進展していることを具体的に示す。これに

より，安全な地層処分の実現に対する技術的信頼性が，

原環機構が設立された2000年の段階に比べて一段と向上

したことを示していく予定である。

「安全確保構想2009」の取りまとめにあたっては，報告

書のレビューをいただいた原子力学会の特別専門委員会

をはじめ，原環機構の技術アドバイザリー委員会，基盤

研究開発機関など，多くの専門家の方々から有益なご意

見やご助言をいただいた。原環機構は，これらの意見・

助言を参考として「2010年技術レポート」の取りまとめに

取り組んでいく。

―参 考 資 料―

１）OECD�NEA, The Environmental and Ethical Basis of

Geological Disposal of Long-Lived Radioactive Waste,

A Collective Opinion of the Radioactive Waste

Management Committee of the OECD Nuclear Energy

Agency，（1995）．

２）OECD�NEA, Post-Closure Safety Case for Geological

Repositories, Nature and Purpose, OECD�Nuclear

Energy Agency, Paris, France，（2004）．

著 者 紹 介

土 宏之（つち・ひろゆき）
原子力発電環境整備機構
（専門分野／関心分野）放射性廃棄物の地層
処分事業にかかわる技術全般，特にサイト
選定段階における調査・評価技術

石黒勝彦（いしぐろ・かつひこ）
原子力発電環境整備機構
（専門分野／関心分野）放射性廃棄物の地層
処分技術と性能評価，人工バリアの開発，
地層処分システム開発と安全評価全般

加来謙一（かく・けんいち）
原子力発電環境整備機構
（専門分野／関心分野）放射性廃棄物処分に
おける安全評価と工学対策の取り合い，放
射性廃棄物処分事業における技術開発全般

第 4図 技術開発スケジュールと基盤研究開発との関連
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Ⅰ．おふたりの講演より

原子力政策大網には，人材育成の観点からも，若手，

女性，外国人研究者等多様な人材が活躍できる環境を整

備することが重要である，とうたわれている。しかし，

日本の原子力分野の実態はどうか。「2010年春の年会」の

男女共同参画企画セッションでは，今，話題の女性おふ

たりをお招きし，原子力分野での男女共同参画をテーマ

に，女性進出の現状や女性に期待されることなどについ

てお話いただいた。

1．岡島敦子氏の講演より
（ 1） 国際的にみた日本の男女共同参画

まず，内閣府男女共同参画局長の岡島敦子氏は，「女

性科学者の活躍をめざして」をテーマに講演された。

最初に，国際的に見た日本の男女共同参画について国

連のデータを示された。寿命，教育水準などから算出さ

れるHDI（Human Development Index）では，日本は世

界のベスト10に入る。一方，国会議員や管理職・専門職

に占める女性割合，男女の所得差から算出されるGEM

（Gender Empowerment Measure）は，日本は57位であ

る。このことは，日本の女性は教育水準が高いにもかか

わらず，その能力が社会の中で生かされていないという

ことを示唆する。

（ 2） 科学技術分野における男女共同参画

科学技術分野においても，研究者に占める女性割合

は，日本は13．1％と，アメリカ合衆国の34．3％やフラン

スの27．7％と比べてもかなり低い。また，大学教員や学

生の女性割合も工学分野は他分野に比べ低い。これらの

要因として，女性が理系に向かないとの思い込みや，ロー

ルモデルが少なく，大学卒業後の進路をイメージしにく

いということなどがあるのではと分析された。

このような問題を解決するため国では，「2020年30％」

目標，つまり社会のあらゆる分野において2020年までに

指導的地位に女性が占める割合を30％とする，あるいは

自然科学系全体の女性の採用を25％とするなど数値目標

を掲げていること，具体的施策として女性の職場復帰支

援，理系進路選択支援などがあることが紹介された。

（ 3） ワーク・ライフ・バランス

昨今，家族形態や働く環境が変化する一方で，長時間

労働や長期勤続などの働き方は依然として変わらない。

これが「仕事」と「生活」の二者択一状況を生んでいる。つ

まり仕事に追われる人と，働きたくても働けない人との

二極化である。これによって少子化の進行，男女共同参

画が進展しない，長時間労働による心身疲労等の様々な

社会的問題が発生すると指

摘された。

日本の国際競争力を強化

し，科学技術において主導

的立場を維持するために

も，多様な人材の育成・登

用は生命線であり，これま

でのモデル的取組の段階か

ら基本的枠組みの中に位置

づけ，今後はより具体的な

制度として進めていくべき

と述べられた。

2．秋庭悦子氏の講演より
（ 1） 原子力分野における女性人材

続いて，内閣府原子力委員会委員の秋庭悦子氏は，「こ

Diversity Talk with Two Women in the News : Chikako
IWAKI.
（2010年 ５月24日 受理）

男女共同参画委員会では，「2010年春の年会」の企画セッションにて，話題の女性おふたり，内

閣府男女共同参画局長の岡島敦子氏，内閣府原子力委員会委員の秋庭悦子氏をお招きし，講演会

を開催した。岡島氏は，日本および科学技術分野において女性の進出が遅れている現状を統計的

資料を基に示され，男女共同参画が進まないことが及ぼす社会的影響について説明された。また

秋庭氏は，原子力特有の課題，女性の進出が進まない要因にふれ，今後，女性に期待されること

について述べられた。講演後，会場から多くの意見が出され，活発な議論がなされた。

講演

話題の女性・おふたりとのダイバシティ・トーク
科学技術・原子力における男女共同参画

日本原子力学会 男女共同参画委員会 岩城 智香子

講演中の岡島敦子氏

多くのデータを基に現状を説

明された。

483話題の女性・おふたりとのダイバシティ・トーク
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れからの原子力分野において女性に期待されること」を

テーマに講演された。同氏は，消費生活アドバイザーと

して消費者の立場からエネルギーに関する情報の普及活

動を行ってこられたが，このような観点から，独自の分

析と女性への提言がなされた。

まず，原子力分野における女性人材の現状として，世

界平均割合の15％に対し，日本は２％程度と著しく少な

いこと，管理職の割合が男性に比べて極めて少ないこと

をデータに基づき示された。原子力の分野では消費者の

ニーズという形で女性からのフィードバックがはたらか

ず，女性の視点が重要視されない。したがって，原子力

業界はいまだに圧倒的男性中心社会から抜け出さないで

いるのではないか，との指摘であった。

（ 2） 原子力に対する女性の意識

さらに，2009年内閣府による「原子力に関する世論調

査」によると，原子力に対する認知度が女性は男性に比

べて低く，女性は原子力推進に慎重であり，原子力に対

してより不安を感じていることが紹介された。原子力に

対する女性の理解なくしては原子力が社会に受け入れら

れることはない。女性の不安を解消するには，同じ生活

者の立場である女性からの情報は信頼度が高いため，女

性のアプローチが効果的である。原子力の分野で女性が

活躍することが，原子力の認知度を高めることに繋が

る。女性が原子力の分野で生き生きと働いているという

ことだけでも，一般の人にとっては原子力を身近に感じ

られるのだと述べられた。

（ 3） 女性に期待されること

少子高齢化社会とともに，社会の意思決定に女性の意

見が求められる場面がますます多くなる。技術者や研究

者も，原子力について社会に伝える努力をすることが必

要である。自分の専門分野を生き生きと語ってほしいと

のことであった。

最後に，日本原子力研究

開発機構における，女性割

合13％を目標とした女性職

員採用促進などの取組みが

紹介された。女性採用比率

の目標値を設定することに

ついては様々な意見がある

が，ある期間は強制的に女

性を増やすことも必要では

ないかと述べられた。

Ⅱ．座 談 会

お二人の講演後，小川順子男女共同参画委員長を交

え，座談会形式で意見交換を行った。会場からも多くの

発言があり，活発な意見交換が行われた。

会場の女性から，ポジティブアクションに対して意見

があった。「数値目標を高くしても，女性が少ない現状

では，結果的に女性が複数の役割を引き受けることにな

り，全体の層が底上げされることにはならない。」との

ことである。女性比率の数値目標については，逆差別で

はないかとの意見もあった。現状を踏まえた無理のない

数値であるべきであろうが，今後も議論が必要である。

「原子力の分野では，どこに女性がいるのかがわから

ない。」という意見もあり，小川委員長は「学会などで表

にでないが活躍している女性はいる。そうした女性をで

きるだけ紹介するようにしている。」と発言された。

「資金的インセンティブがあると女性を採用しやすい」

という発言もあった。できれば女性より男性を採用した

いという意識は依然としてあるようだ。

会場の男性から，「女性は，研究者としては優秀でも

外部との折衝能力に問題あると感じており，管理職に昇

進させるのに躊躇する。」という発言がでた。これに対

し，「意思決定の場が夜に設けられるなど，女性が参画

しにくい環境が作られている」という指摘や，「外部との

折衝の場に同席するチャンスを与えられれば，女性も管

理職として成長できるはず」との意見があった。

この男性のような意見は決して少数ではないのかもし

れない。もっと能力を発揮したいと考える女性と，女性

のマネジメント能力を疑問視する男性。まだ両者の認識

の乖離は大きい。このギャップを埋めるために，まずは

もっと意見交換し，お互いの意見をよく知る必要がある

のではないか。今回の討論では，男性からも忌憚のない

意見が聞け，いくらか本音の議論ができた点で有意義で

あったと考える。

今回始めて参加者に企画に対するアンケートをとった

ところ，今後のテーマとして，ワークシェアリング等の

働き方や学童保育など具体的な方策はどうかとの意見が

あった。また，異なる専門分野の人や欧米の女性との意

見交換との要望もあった。原子力分野での男女共同参画

が少しでも進むように，本委員会では今後もこのような

企画を継続していきたい。

著 者 紹 介

岩城智香子（いわき・ちかこ）
㈱東芝 電力・社会システム技術開発セン
ター
（専門分野／関心分野）二相伝熱流動，熱流
体機器開発

講演中の秋庭悦子氏

女性への期待を語られた。

484 講 演（岩 城）
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『電気の廃棄物』を安全・確実に処分す
るために

今や日常生活や経済活動になくてはならない電気，そ

の約３割は原子力が担っている。しかし，原子力の利用

は長期にわたって人間の生活環境から隔離しなければな

らない放射性廃棄物等の発生を伴う。

原子力発電環境整備機構（NUMO）は，原子燃料サイ

クルなど原子力の有効利用に伴い生じる高レベル放射性

廃棄物等の地層処分（第 1図）を安全，確実に行うため，

経済産業大臣の認可の下，地層処分の実施主体として

2000年10月に設立された。

地層処分を冷静に受け止めていただけ
る環境づくり

処分場建設地の選定から始まる処分事業は計画的かつ

着実に進めなければならない。選定にあたっては，文献

調査・概要調査・精密調査といった３段階の調査に基づ

くプロセス（第 2図）が法律により定められているが，そ

の期間は調査だけでも約20年を要し，処分場の建設・操

業，閉鎖後の管理まで含めると100年にも及ぶ事業とな

る。

このためNUMOは事業の透明性を図りつつ地域の自

主性を尊重することが大切と考え，選定の第１段階とな

る文献調査を行う区域を全国の市町村から公募している

が，現段階で文献調査を開始している地点はない。

一方，過去40年以上にわたる原子力発電所の運転によ

り生じた高レベル放射性廃棄物は，2009年末現在，ガラ

ス固化体に換算して約23，100本存在する。すでに存在す

るこれら放射性廃棄物をどう取り扱っていくのかという

ことは，原子力利用を好むと好まざるにかかわらず避け

ることのできないものであり，将来のエネルギー利用を

踏まえると，原子力の恩恵を享受してきた我々の世代

が，まさに今，解決しなければならないものである。

これまでのいくつかの地域での対応を省みると，放射

性廃棄物の処分問題を解決するには，調査等を受け入れ

る地域の方々のみならず，国民の皆さまに広く処分事業

に関する広聴・広報活動を行い，皆さまが「自分達の問

題」として「必要性・安全性を理解し，関心をもって地層

処分を冷静に受け止めることができる環境」を構築する

ことが必要である。

「自分達の問題」として考えていただく
ために

NUMOは事業概要の周知，地震や火山活動など事業

に関して抱く不安や懸念に答えるだけにとどまらず，処

分問題が電気に支えられた現代に生きる自分達の問題で
ひ と ごと

あり，決して他人事ではないとの認識を共有していただ

くことを目指し，国や電気事業者との連携を一層強化し

ながら，原子力の日（10月26日）を中心に展開する全国

キャンペーン等，様々な広報活動を展開している。

1．全国レベルでの広報活動
全国レベルでの広報活動として，新聞・テレビといっ

責任をもって放射性廃棄物の地層処分を行う，それが NUMOの使命です

このコーナーでは、国内の原子力を担う関連機関を紹介します。

原子力発電環境整備機構（NUMO）

第 1図 地層処分の仕組み

第 2図 処分事業の概要スケジュール
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たマスメディアやホームページ等を通じ，地層処分の意

義や必要性，安全性等に係る情報を積極的に発信すると

ともに，一緒に考え，話し合う場として，対話型の座談

会やフォーラムを全国各地で開催（2009年度まで累計126

回開催）している。

また，近年では年に10回程度，各地域のNPO団体や

そのネットワークを活用して「知る・考える・わかちあ

う」をキーワードに草の根的な相互理解活動（ワーク

ショップ）を行い，問題を共有する方々の拡大を図って

いる。

さらに，より多くの方々が地層処分の安全性を体感で

きるよう科学技術館（東京北の丸公園）に体感映像シア

ターを設置したほか，電気事業者の PR館等への人工バ

リア実物大模型等の展示（第 3図）を進めている。

2．自治体等地域に向けた広報活動
NUMOは，公募周知のため，全国の市町村，都道府

県に「公募関係資料」を送付するとともに，自治体や経済

団体向け雑誌への広告掲載等を行い，地域の処分事業へ

の関心喚起を図っている。

また，各地からの問合せ等の機会を捉え，当該地域へ

積極的に出向き，事業概要の説明や地域共生モデルプラ

ンの提示等を積極的に行っている。

これに加え，現在，より迅速かつ広がりを持って地域

に密着した理解活動が展開できるよう体制の整備・充実

を進めているところである。

安全な事業推進に向けた技術的取り組み

NUMOは，実施主体として処分事業に必要となる地

質環境の調査・評価技術や，処分場の設計・建設および

安全評価に関する技術，ならびに事業管理システムなど

について，整備に取り組んでいる。これら技術は，1970

年代後半から国の研究機関において開発されてきている

基盤技術を体系化，実用化したものであり，処分事業が

100年にもわたるプロジェクトであることから，適切な

時期に最適な成果が得られるように，段階的に整備して

きている。これまでに概要調査地区選定に必要なツール

の整備を終えており，現在は精密調査地区選定に対応し

た技術開発を行っている。また，技術の蓄積や関係機関

からの技術移転が確実に行われるよう，長期的な視点に

立った人材の確保や育成，体制の整備にも取り組んでいる。

また今年度，NUMOは設立10年目を迎えるにあたり，

安全な地層処分を事業として実現していく上での基本方

針と，この10年の技術の進展を包括的に示す『2010年技

術レポート』（仮称）の作成に取り組んでいる。基本方針

では，「閉鎖後長期の安全確保」と「事業期間中の安全確

保」を調和的に達成することを目標とし，それらを実現

していく際の３つの基本対応方針を『安全確保構想2009』

に取りまとめた（概要については，本誌，36ページの解

説を参照ください）。このように，技術開発成果などは，

技術報告書に取りまとめたり，学会で発表したりするな

ど，積極的に情報発信を行っている。

また，地層処分に関する共通課題に対して，IAEAや

OECD�NEAなどの国際会合への参加や，海外の地層処

分の実施主体と協力協定を締結しての情報交換や共同研

究の実施などにより，国際的連携を推進している。

NUMOは，今後も地層処分の安全かつ確実な実施に

向けて環境整備を進めるとともに，更なる理解者層の拡

大や地域への広がりを図り，我々の世代自らが解決しな

ければならない高レベル放射性廃棄物等の処分問題を，

責任をもって解決するために地層処分事業を着実に進め

て参ります。

原子力発電環境整備機構（NUMO）の概要

主要業務：原子炉使用済燃料の再処理過程で生じる放射性

廃棄物等の最終処分、及び最終処分場の選定・建

設・維持改良・閉鎖・閉鎖後の管理

設 立：2000年10月18日

理事長：山路 亨（やまじ・とおる）

職員数：85名（2010年１月１日現在）

HP : http：//www.numo.or.jp

（2010年 ６月３日 記）

第 3図 電力 PR館での模型展示例（東北電力グリーンプラザ）
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Ⅰ．スウェーデン

1．エネルギー・電力事情：電源は水力と原子力
で構成

スウェーデンは化石燃料資源に乏しく輸入に依存して

いるが，豊富な水力資源と原子力開発によって１次エネ

ルギーの自給率は65％に達している。特に発電部門では

水力と原子力でほぼ90％を賄う体制（2008年は水力44

％，原子力46％，火力９％，その他１％）である。この

発電コストの安い水力と原子力により，スウェーデンは

欧州で電気料金が最も安い国の一つである。そのため，

電気暖房が普及（１戸建て住宅の１�３）しており，人口１

人当たりの電力消費量は日本の２倍にも上る。

2．原子力発電開発の経緯： 4つのサイトで発電
そのスウェーデンの電力供給を支える原子力発電は，

スイスなどと同様，国内に重電メーカー・アセア社を抱

えていたこともあり，戦後の早い時期から開発が行われ

てきた。当初は国産の重水炉を１基，研究炉として開発

したが，60年代後半には，商業炉は米国で開発された軽

水炉の導入を決め建設を開始した。その結果，４つのサ

イトでBWR，PWR合わせて12基が建設された。すな

わち電力庁（現在の国有企業ヴァッテンファル社）などが

出資するフォルスマルク（BWR３基）およびリングハル

ス（BWR１基，PWR３基），また，その他の事業者の共

同出資によるオスカーシャム（BWR３基），さらに民営

のシドクラフト社のバーセベック（BWR２基）が70年代

末から80年代半ばにかけて次々と運転を開始した。この

うち，リングハルスの PWRのみWH社製で，残りの

BWRはすべてアセア・アトム社製である。

3．脱原子力政策： 1サイト・ 2基を閉鎖
このように順調に原子力発電開発に乗り出したス

ウェーデンであったが，80年代に入って状況は一変し

た。原子力開発を推進してきた社民党中心から原子力反

対の中央党中心の連立政権への交代に加えて，米国TMI

事故の勃発によって，1980年の国民投票では，当時運転

中および建設中の12基は運転・建設を継続するものの，

代替電源開発を条件に2010年までに閉鎖することが決

まった。

しかし，その後，代替電源が確保できないことや産業

界・労働組合等の反対で，長らく実際の閉鎖は実施され

ずに来たが，1997年に脱原子力に転じた社民党に原子力

反対の緑の党などが加わった連立政権が成立したことか

ら，ついに閉鎖されることとなった。閉鎖されたのはバー

セベック発電所で1999年に同１号機，さらに2005年に

は同２号機が閉鎖された。その結果，2010年現在，運転

中の原子力発電設備は10基940万 kWとなっている。

バーセベック発電所が選ばれたのは，原子力反対のデン

マークから，同国の首都コペンハーゲンの対岸に同発電

所があることを理由に再三にわたって閉鎖を求められて

きたことによる。

4．脱原子力政策の見直し：政権交代で新規建設
も視野に

しかし，スウェーデンでは，脱原子力の流れはドイツ

のように長くは続かなかった。2006年に政権に就いた保

守連立政権（原子力推進の穏健党，原子力容認に転じた

中央党などで構成）は，2010年の総選挙まで既設炉の閉

鎖および新規建設のいずれについても凍結する方針を決

定した。さらに，2010年３月には，政府は脱原子力政策

を転換し，現在運転中の10基の建替えのための新規建設

を認める法案を議会に提出した。順調に審議が進めば，

この９月の総選挙までに成立する見込みである。

スウェーデンがドイツより早く脱原子力見直しに転じ

つつある背景には，電源構成の違いがある。ドイツと異

なりスウェーデンでは，発電部門は原子力と水力でほぼ

カバーされ，フランスやスイス同様，すでにCO２排出ゼ

ロ体制が確立されている。前政権は，原子力の閉鎖分を

既設の原子力発電設備の出力増や隣国からの電力輸入，

さらには再生可能エネルギーで代替する政策を進めてき

た。しかし，水力は環境保護上の制約から小水力（2008

年90万 kW）を除いてこれ以上の開発は不可能となって

いる。一方，風力や太陽光，バイオマス発電も開発され

てはいるが，風力はドイツなどに比べると風況に恵まれ

ドイツと同時期に脱原子力に踏切ったスウェーデンは，ドイツと異なり現在，見直し作業を活発化させており，原子

力発電所新規建設の動きも出てきた。一方，チェルノブイリ事故で原子力開発がストップしたスペインでは，大規模な

再生可能エネルギー開発を進めているが，ドイツ同様，脱原子力見直しの動きは鈍い。以下，両国の動向を紹介する。

Nuclear Energy in Sweden and Spain : Kunihiro TOKAI.
（2010年 ５月31日 受理）

ATOMOΣ Special 欧州 総括編

世界の原子力事情 第 8回

スウェーデン・スペインの原子力事情

（社）海外電力調査会 東海 邦博
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ておらず，これらの電源の開発には限界がある（2009年

現在160万 kW）。電力輸入も，石炭火力が主流のデンマー

クから輸入すれば，CO２排出ゼロの原子力を最も排出の

多い石炭火力からの電力で代替するという矛盾を抱え込

む。また，これ以上原子力発電所を閉鎖すれば，天然ガ

スなど火力の導入が必要となるが，これもCO２排出増に

繋がる。したがって，発電部門でCO２排出増とならない

ためには，10基の既設炉の運転を継続するとともに，将

来，これらが寿命を迎えた際には同じ原子力で建て替え

る必要がある。このロジックは国民にもよく理解されて

おり，2008年の世論調査では，増設も含めた原子力利用

を容認する意見が80％を占めた。

実際，スウェーデンでは，温室効果ガスの削減は，京

都議定書での目標1990年比４％増（スウェーデン独自の

目標は４％減）に対して，2008年は7．4％減とすでに目標

を達成している。しかし，これは発電部門以外での再生

可能エネルギーの導入や省エネルギーによるものと見ら

れている。バイオマスなど再生可能エネルギーの利用は

暖房など発電部門以外のほうが盛んである。いずれにし

ても，CO２削減をさらに進めていくためには，原子力発

電の継続は不可欠といえよう。

5．放射性廃棄物処理・処分：高レベルの立地が
進展

スウェーデンは当初，再処理リサイクル路線を取って

いたが，1983年に直接処分に政策転換した。したがって

高レベル放射性廃棄物は使用済み燃料が主である。

放射性廃棄物処分は原子力活動法により，廃棄物発生

者に安全・確実な方法で処分する義務が課されており，

電気事業者が出資する核燃料・廃棄物管理会社（SKB）が

1985年に設立された。この SKBによる放射性廃棄物処

分施設の立地・建設は他の先進国に比べて進んでいる。

低中レベルは，処分施設（SFR）がフォルスマルク発電所

に隣接して海底下50 m以上の岩盤上に建設され，1988

年から運転されている。

一方，高レベルについては，使用済み燃料を集中中間

貯蔵施設（CLAB）で30～40年冷却した後，地下500 mの

岩盤上へ直接処分する方針であり，すでにCLABはオ

スカーシャム発電所に隣接して地下25 mに建設され，

1985年から運転されている。

当の処分施設は，オスカーシャム発電所に隣接したエ

スポ岩石研究所で処分技術の実証・開発が実施される一

方，サイトの選定・立地作業が終盤に差し掛かってい

る。1970年代後半から，段階的にサイト候補地点の絞込

みが行われ（一般サイト調査→実行可能性調査→詳細サ

イト調査→詳細特性調査），2000年には詳細サイト調査

地点として，３つの候補地点（エストハンマル，オスカー

シャム，ティエルプ）と１つの予備候補地点（ニーシェピ

ング）が選定された。このうち，地元自治体が調査を受

け入れたエストハンマル（フォルスマルク発電所，SFR

に隣接）とオスカーシャムでは，実際に調査が行われて

きたが，2009年６月には，エストハンマルが詳細特性調

査地点として選定された。SKBは許可が得られれば2011

年には建設を開始し，2022年には運転開始に持ち込む計

画である。

Ⅱ．スペイン

1．原子力発電開発の経緯
スペインもスウェーデン同様，石油など化石燃料資源

に乏しいことから，早い時期から原子力開発に積極的に

乗り出した。60年代後半から70年代初めにかけて，米国

からは軽水炉を導入し，ホセカブレラ発電所（WH社製

PWR 16万 kW）とサンタ・マリアデガローニャ発電所

（GE社製 BWR 47万 kW）を，またフランスからはガス

炉を導入し，バンデリョス発電所１号機（GCR 50万 kW）

を建設した。

さらに，1973年の石油危機後は，「国家エネルギー計

画」（PEN）が策定され，12基の原子力発電プラントを建

設する計画が打ち出された。この計画に従い，80年代に

アルマラス（PWR２基），アスコ（PWR２基），コフレン

テス（BWR１基），トリリョ（PWR１基），バンデリョス

第 1図 スウェーデンの原子力施設サイト

出典：SKBなど各種資料より作成
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（PWR１基）の各サイトで100～110万 kW級のプラン

ト，合計７基が次々と運転を開始した。

2．脱原子力政策：TMI，チェルノブイリで開発
ストップ

しかし，1982年に誕生した社会労働党（PSOE）政権

は，米国TMI 発電所事故の影響から開発計画を大幅に

縮小した。1983年の PENでは，建設中のレモニス（PWR

２基），バルデカバロデス（BWR２基）の合計４基の工事

が中断され，トリリョ２号機（PWR）の計画も凍結され

た。続いて1991年の PENでは，1986年のチェルノブイ

リ事故の影響で，前述の５基の建設計画の中断・凍結は

解除されず，1994年には法律によって，これらの建設計

画は最終的に中止されることになった。また，運転中の

発電所についても，1990年にバンデリョス１号機が閉鎖

された。

さらに2004年に８年ぶりに政権に就いたザパテーロ社

会労働党政権は，電源政策として，既設の原子力発電所

の段階的閉鎖，再生可能エネルギー発電およびクリーン

コール技術の開発促進を掲げ，脱原子力に踏み出した。

2005年には，政府は発電設備容量に占める原子力比率

を，2011年までに当時の23％から10～16．5％にまで低

減する計画を発表し，電力会社が求めていたホセカブレ

ラ発電所の2009年以降の運転延長申請を却下した。続く

2008年３月の総選挙でも，ザパテーロ首相は再度，脱原

子力を掲げて首相に再選された。

3．脱原子力見直し：運転期間延長は認める方向
選挙後も，同首相は原子力の新規建設は行わず，既設

炉はその使用可能な期間だけ運転を継続させるとし，こ

れまでのところ脱原子力政策そのものに変更はない。し

かし，最近は運転期間の延長に応じるなど柔軟な姿勢も

見せ始めている。

政府は2009年７月，サンタ・マリアデガローニャ発電

所について，2013年７月６日まで４年間の運転延長を認

める決定を下した。スペインでは，原子力発電プラント

は10年ごとに運転許可の更新を行わなければならない

が，運転期限は40年が目安と考えられており，前述のよ

うに，最初に40年を迎えたホセカブレラ発電所は2006年

に閉鎖された。2009年７月に運転許可が切れるサンタ・

マリアデガラーニャ発電所については，2009年６月，原

子力安全委員会（CNS）が10年間の運転延長を認める報告

書を政府に提出していたが，政府はとりあえず2013年ま

での延長を認めた。

他の原子炉についても，政府は安全面で問題がなけれ

ば40年以上の運転を認める方向で，2009年12月には産

業大臣がそのための法改正を行う意向を示した。

4．CO2削減目標達成は困難：原子力なしではさら
に悪化

この政府の姿勢の変化には，温室効果ガス削減が思う

ように進まないことが背景にある。政府は発電部門での

CO２削減策として再生可能エネルギー開発を推進してお

り，一定の成果は上げている（2008年の発電に占めるシェ

アは水力７％，風力11％）。特に風力発電は2008年には

1，670万 kWに達し，欧州ではドイツに次ぐ第２の風力

発電国となっている。太陽光発電も340万 kWで同じく

欧州第２位である。しかし，依然として電源の中心は，

火力発電（天然ガス33％，石炭17％，石油４％，コージェ

ネ12％）であることに変わりはない。

そのため，温室効果ガス削減は目標（2010年に90年比15

％増）に対して，2007年の実績は53．5％増と大幅に目標

を上回っており，達成はおぼつかない。原子力は計８基

800万 kWの設備によって発電の約20％を占め，この原

子力発電を止めれば排出量がさらに増大することは間違

いない。

実際，世論調査でも，脱原子力賛成の意見は減少の傾

向を見せている。2008年８月に実施された調査では，既

設の原子力発電所がスペインに利益をもたらしていると

回答した人が47％，そうではないと回答した人が39％と

なった。

5．放射性廃棄物処理処分：高レベルは中間貯蔵
施設の立地を優先

使用済み燃料も含めたすべての放射性廃棄物の管理

は，1984年に設立された放射性廃棄物管理公社

（ENRESA）が担当している。

再処理については，政府が1983年以降行わないことを

決定したため，使用済み燃料は現在，各発電所内（所内

プールあるいは所内暫定貯蔵施設）に貯蔵されている。

低・中レベル放射性廃棄物については，ENRESAは

1992年からコルドバ県北西部のオルナチュエロスに立地

するエルカブリル処分センターを運転している。すでに

貯蔵容量の50％以上に達しており，2020年には満杯にな

るため，新しい処分施設が必要と見られている。

使用済み燃料などの高レベル放射性廃棄物について

は，1980年代に深地層処分施設の立地を目指したが，地

元自治体や国政レベルでの反対により実現に至らなかっ

た。1999年の ENRESAの第５次放射性廃棄物計画で

は，サイト選定の凍結を，さらに2006年の第６次計画で

は，最終処分方策の決定先送りを決めた。

そのため，ENRESAは現在，集中中間貯蔵施設（ATC）

の立地を最優先で進めている。2006年に政府はATCサ

イト選定省間委員会を設置，2009年12月には自治体に応

募を呼びかけた。2010年２月には，応募した12の自治体

から９つ自治体が正式に承認された。ENRESAはこの

夏までに最終選定を行い，2014年には運転開始に漕ぎ着

ける計画である。

489スウェーデン・スペインの原子力事情

日本原子力学会誌, Vol. 52, No. 8（2010） （ 47 ）



Ⅰ．は じ め に

この連載講座は，臨界集合体および実機における炉物

理実験に焦点を当て，2010年３月４～５日に京都大学原

子炉実験所で開催された「実験炉物理に関する国際シン

ポジウム」で行われた国内の実験に関する講演を取り上

げ，技術継承を意識して取りまとめたものである。

実験炉物理においては，実際の核燃料を使用して核分

裂の連鎖反応を実現し，その様子を観察することから，

シミュレーションなどとは異なり，実事象を取り扱うこ

とになる。自然科学は実事象を解釈するために生まれ

た。また，実験は技術が伴わなければ行えないし，成功

しない。すなわち，炉物理実験は原子力利用の発展に不

可欠であり，次世代の安全基盤の確立に資するものと言

える。

さて，筆者は，京都大学臨界集合体実験装置（KUCA）

が竣工した1974年４月にKUCAのある京都大学原子炉

実験所に就職し，定年退職する2010年３月まで，KUCA

における炉物理実験に携わってきた。そして，次世代の

革新的なものを含む様々なタイプの原子炉を対象とする

実験に従事してきた。本稿では，これまでの経験を紹介

するとともに，実験炉物理の将来について，私見を述べ

させていただくことにする。

Ⅱ．京都大学臨界集合体実験装置 KUCA

1．装置の概要
KUCAは大学が持つ複数架台方式の臨界集合体で，

世界的にも稀有なものであり，全国大学の共同利用実験

装置である１，２）。KUCA建屋の中は４つに仕切られ，A,B

架台と呼ばれる固体減速の臨界集合体が２基，C架台と

呼ばれる軽水減速のものが１基，Cockcroft�Walton 型

加速器が１基，それぞれ設置されている。

A，B架台では，角板状の高濃縮ウラン－アルミニウ

ム合金，天然ウラン，トリウムが燃料として，角板また

はブロック状のポリエチレン，黒鉛が減速・反射材とし

て利用可能であり，同様な形状のベリリウム，アルミニ

ウム等の金属，フッ化リチウムも構成材として用意され

ている。C架台では，板状の高濃縮ウラン－アルミニウ

ム合金，中濃縮ウラン－アルミニウム粉末合金が燃料と

して，軽水が減速・反射材として利用可能であり，重水

は反射材として利用可能である。KUCAでは，これら

の構成材を自由に組み合わせ，かつ形状を変えて炉心を

構成することができる。また，付設加速器では，重陽子

を加速し，三重水素のターゲットに入射させて核融合反

応を起こさせることにより，14 MeVのエネルギーを持

つ中性子を発生させ，炉心に供給することができる。

2．KUCAを用いた実験教育
大学に設置されたKUCAは，単に炉物理の実験研究

に用いられるだけでなく，原子力専攻学生の実験教育に

用いられるのが必然的な流れとなる。実際，KUCAが

初臨界を達成した翌年の1975年から，C架台を用い，京

都大学の学部学生に加えて他大学の大学院学生を対象と

した炉物理実験教育が開始された。現在もこの取組みは

参加大学，参加人数を拡大させながら続けられている。

また，2003～2008年には韓国６大学，2006年からはス

ウェーデン１大学の参加要請にも対応しており，国際的

にも原子力人材育成の観点から，KUCA実験教育の重

要性・有用性に対する認識が高まっている。

なお，この実験教育は，１週間の泊り込みを基本とし，

臨界近接，制御棒校正，中性子束分布測定の実験に加え

て運転実習を行うことにより，学生に原子炉物理学を体

得させることを目的として行われている１，２）。第 1図に

KUCA実験受講者数の変遷を示すが，2009年度までの

参加者数合計は約３千人近くに達している。

Ⅲ．KUCAにおける実験研究

1．軽水減速炉心を用いた実験
（ 1） 京都大学高中性子束炉の開発に向けた実験

筆者が京都大学原子炉実験所に入所した当時，京都大

学原子炉（KUR）に替わる研究用原子炉として京都大学

高中性子束炉（KUHFR）の建設計画があり３），KUCAの

Experimental Reactor Physics“Past, Present and Future”
―Towards Establishment of Safety Basis in Next Gene-

ration� ; Critical Experiments in KUCA : Seiji SHIROYA.
（2010年 ６月４日 受理）

原子力安全委員会 代谷 誠治

第 1回 KUCAにおける炉物理実験

実験炉物理：未来へのメッセージ
次世代の安全基盤の確立に向けて連載

講座
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設置目的の一つにその開発に関する実験を行うことが挙

げられていた。KUHFRは，軽水減速・重水反射型２分

割円筒炉心で，各炉心中央に高中性子束を発生させるた

めの減速領域（フラックス・トラップ）を持つユニークな

デザインのものであった。

今は核計算技術およびコンピュータが発達し，少々複

雑な形状の原子炉についても核設計計算を行うことがで

きるが，当時は困難な状況にあった。そこで，実験対象

を単純形状から複雑形状へと段階的に移行させながら，

その結果を解析して核計算の精度を検証しつつ，開発を

進める方法が採られた。具体的には，①軽水減速・反射

型直方体形状単一炉心，②軽水減速・反射型直方体形状

２分割炉心，③中央フラックス・トラップ付軽水減速・

反射型直方体形状単一炉心，④分割領域を重水とした軽

水減速・反射型直方体形状２分割炉心，⑤重水反射体付

軽水減速・反射型直方体形状単一炉心，⑥中央フラック

ス・トラップ付軽水減速・重水反射型円筒形状単一炉

心，⑦中央フラックス・トラップ付軽水減速・重水反射

型円筒形状２分割炉心の順に実験を行った。円筒形状炉

心においては，通常の平板燃料に加えて彎曲板燃料も使

用した。そして，既存の核計算コードの適用法について

検討するとともに，２次元有限要素法に基づく拡散計算

コードの開発も行った４）。

KUHFRは建設されることなく計画は撤回されたが，

上述のアプローチは，その後のKUCAにおける実験研

究の規範として活かされている。また，この実験研究を

通じて，２分割炉心の核特性に関する研究等が行われ，

パイルオッシレータ実験等々が行われた４，５）。さらに，２

分割炉心を用いて臨界安全性や原子炉の安定性に関する

研究も行われている４）。

（ 2） ウラン燃料の濃縮度低減化に関する実験

KUHFR開発を目指した実験を継続中に国際的な試

験・研究炉用ウラン燃料の濃縮度低減化（RERTR）政策

が始まった。これに伴い，原子炉実験所では米国アルゴ

ンヌ国立研究所との共同研究を開始し，1981年に世界初

の中濃縮ウラン炉心の臨界実験を行った４）。

これに関する一連の実験の中で，中央フラックス・ト

ラップ付軽水減速・重水反射型円筒形状単一炉心におけ

る高濃縮ウラン装荷時と中濃縮ウラン装荷時におけるボ

イド係数，温度係数の測定を行って濃縮度低減化が炉心

核特性に及ぼす影響を調べた４）。ボイド係数の測定では，

熱水力研究者と共同し，第 2図に示すように，実際に燃

料チャンネル内に気泡を吹き込み，ボイドの定量を行っ

て発生位置とボイド量の依存性を調べた。また，温度係

数の測定ではヒータにより減速材の温度を室温～80℃の

範囲で変化させて測定した。これについては，高濃縮ウ

ランを装荷した軽水減速・反射型直方体形状単一炉心で

燃料板のピッチを変更した実験も行い，実験解析により

吸収，散乱反応等の寄与について検討し，その領域依存

性を調べた４）。

2．固体減速炉心を用いた実験
（ 1） 初臨界実験

２基ある固体減速架台の構造はほとんど同じである

が，後備停止装置の機能を持つ中心架台のサイズが異

なっている１）。A架台では比較的小さな炉心，B架台で

は比較的大きな炉心を用いた実験が行われる。詳細は割

愛するが，初臨界実験時に，B架台の黒鉛減速・反射炉

心ではベリリウム反射体の助けを借りてやっと臨界を達

成し，A架台のポリエチレン減速・反射炉心では臨界

を超過しそうになったことがあり，実験に先立って行う

核計算の精度がいかに重要であるかを実感した。

なお，A架台において，裸のポリエチレン減速炉心

第 2図 ボイド係数測定実験に用いた装置

第 1図 KUCA実験受講者数の変遷
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に関する実験を試み，安全に臨界状態を達成することは

不可能と判断して取り止めたこともある。この中で，通

常は中性子の吸収体として働く制御棒であっても，裸の

炉心の外周に配置すれば，吸収体ではなく反射体として

働くという事実を目の当たりにし，「生兵法は大怪我の

素」となることを実感させられた。

（ 2） トリウム燃料炉の開発に向けた実験

建設計画の当初から意識され，KUCAの設置目的の

一つに挙げられていたトリウム利用関連実験について，

トリウム金属板を用いた実験が中央にテストゾーンを持

つポリエチレン減速・反射型２領域炉心を利用して行わ

れた。具体的には，テストゾーン中の黒鉛対トリウム体

積比（C�Th）を変えて臨界量を測定し，黒鉛対天然ウラ

ン体積比（C�U）を変えた測定値と比較することにより，

トリウム燃料炉の核特性に関する研究が行われた４）。

その後，上記の２領域炉心では非均質性が高く，拡散

計算では解析が難しいことから，ポリエチレン減速・反

射炉心において燃料セル内にトリウム金属板を一定の比

率で混入させることにして実験が実施された。

以上の実験結果を用いてトリウム核データの積分評価

が行われた６）。なお，トリウム利用関連では溶融塩炉に

関連してベリリウムの核特性に関する研究も行われてい

る４）。また，実現には至らなかったが，233U の変成燃料

を購入して行う実験についても検討が行われた。

（ 3） 臨界安全に関連した実験

臨界安全の観点から，炉心内で燃料分布に不均一性が

生じた際の反応度効果を調べる実験が，固体減速架台で

は燃料中の燃料分布を比較的容易に変化させることが可

能との特徴を活かして行われた４）。

（ 4） 高転換・高燃焼炉の開発に向けた実験

原子炉中の中性子スペクトルが変わると燃料転換率の

値が変化する。軽水炉におけるプルトニウム利用とも関

連して，ポリエチレン減速・反射炉心における燃料対減

速材体積比を変え，また，天然ウラン金属板を燃料セル

中に混入して炉心中の平均ウラン濃縮度を変えた実験が

行われた。この成果を基に1993年からフランス原子力庁

との共同研究が開始され，現在も継続している４）。

この中で，燃料セル中の高濃縮ウラン－アルミニウム

合金板と天然ウラン金属板の配列を変えた実験を行っ

て，共鳴吸収反応による自己遮蔽効果およびその相互干

渉効果に関する研究が行われ，計算手法の高度化に役立

てられた。

（ 5） スペクトル可変場の開発に向けた実験

上記の実験の中で種々の炉心中性子スペクトルを持つ

体系が構築された。研究用原子炉においては，研究に使

用する場の中性子スペクトルは主に炉心で発生する中性

子の減速過程によって決まることになる。炉心中性子ス

ペクトルと炉心外周部の材料を変えることによって外周

部の中性子スペクトルがどのように変化するかを調べ，

スペクトル可変場の開発に役立てようとする実験が行わ

れた。なお，この実験研究は京都大学原子炉実験所の将

来構想と密接に関連したものであった。

3．炉物理実験技術の開発
（ 1） 光ファイバ検出器による中性子束分布測定

初臨界時の特性試験以降，KUCAにおける相対的な

中性子束分布測定では金線等の放射化法を標準的に使用

していた。これは金線等であれば狭いチャンネルにも挿

入することが可能で，測定対象の中性子束分布を歪ませ

ることが比較的少ないからである。しかし，放射化法で

は照射した金線の放射能測定を行う必要があるため，実

時間測定を行うことができなかった。

第 3図に示すように，シンチレータ中に中性子と反応

して荷電粒子を放出する物質（コンバータ物質）を混ぜ込

んだものを細径の光ファイバの先端に塗布し，他端を光

電子増倍管につなぎ，先端を一定速度で移動させること

によって中性子束分布を測定する検出器が開発され

た４）。この検出器を使用すれば，相対的な中性子束分布

を迅速に検出することができることから，KUCA実験

で広く使用されるところとなった。また，この検出器は

コンバータ物質を変えることにより，熱中性子だけでな

く高速中性子等も測定することができる。

この検出器は軽水減速・反射型２分割炉心におけるフ

ラックスティルト測定７）等々に活用された。第 4図にフ

ラックスティルト測定の一例を示す。

（ 2） 背中合わせ型（BTB）核分裂検出器の利用

マイナーアクチニド核種の核特性に関する測定では，

BTB核分裂検出器が利用された。この検出器は，電離

箱中に異なる核分裂性物質を電着した２枚の電極板を

「背中合わせ」に配置し，同一の中性子場における２種類

の物質の核分裂率比を直接的に測定しようとするもので

ある。KUCA固体減速架台に中性子スペクトルの異なっ

た炉心を組み，その炉心中央にこの検出器を設置し，順

次235U と237Np あるいは241Amの核分裂率比を測定し，マ

イナーアクチニドの核特性に関する研究を行った４，８）。第

5図にフランス原子力庁の共同研究者が興味を抱いた

第 3図 光ファイバ検出器の一例
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BTB検出器の写真を示す。

（ 3） パルス時刻歴測定回路の開発と応用

KUCAではかなり初期の頃から中性子相関実験が行

われており，マルチチャンネル・スケーラを利用した

ファインマン�α 実験手法の開発等が行われていた４）。

中性子相関実験により未臨界度を求める手法に依拠し，

未臨界度モニタを開発しようとする試みが行われた。パ

ルス時刻歴測定回路の開発により，中性子相関実験に新

たな地平が切り開かれることになった４）。この回路を用

いることにより，ファインマン�α 法とロッシ�α 法が
同時に行えるようになった。

4．加速器と原子炉を組み合わせた実験
（ 1） KUCA付設加速器の利用

KUCA付設加速器は，トリウム燃料炉の開発に関連

してトリウム核データの積分的評価に用いられ，また，

パルス中性子法による未臨界度測定等の炉物理パラメー

タを測定する実験機器として利用されていた。

（ 2） 加速器駆動未臨界炉の開発に向けた実験

加速器駆動未臨界炉は，未臨界の核燃料体系に加速器

により発生させた中性子を打ち込み，核分裂の連鎖反応

を維持するものであり，加速器技術と原子炉技術の発展

に依拠して提唱された革新的なシステムである。同炉の

出力は加速器によって発生する中性子の強度に依存する

ことから，高エネルギー粒子によって引き起こされる核

破砕反応が用いられるものと考えられている。これに関

する予備的な実験がKUCA付設加速器とA架台を組み

合わせ，核融合反応で発生した中性子を未臨界体系に供

給して行われた９）。

2002年末から文部科学省の革新的原子力システム技術

開発公募事業の枠組みで，エネルギー可変の固定磁場強

集束型（FFAG）陽子加速器を開発し，KUCAのA架台

と組み合わせて加速器駆動未臨界炉のフィージビィ

ティ・スタディを行うというプロジェクトが開始され。

そして，2009年３月に世界で初めて核破砕反応で発生し

た中性子を未臨界体系に打ち込んだ加速器駆動未臨界炉

の実験に成功した10）。この実験のイメージ図を第 6図に

示す。

Ⅳ．実験炉物理の将来

1．炉物理実験技術の高度化
炉物理パラメータ等を短時間・高精度で測定するため

に一層の工夫を凝らす必要がある。核計算に用いる計算

モデル等の検証用データを提供するために，より精密な

実験を行う必要がある。炉物理実験に用いる測定機器や

手法をより一層高度化することが求められている。蛇足

であるが，周到な準備をして安全に実験を行うのは当然

のことではあるが，失敗を恐れ過ぎてはならない。失敗

の中から学ぶことは多く，失敗は成功の基である。

例えば，中性子検出技術が進歩すれば確実に炉物理実

第 4図 光ファイバ検出器を用いた測定例

第 6図 FFAG�KUCA実験のイメージ図

第 5図 BTB検出器
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験技術は高度化する。実験データ処理技術が進歩すれば

同様な効果が期待できる。また，従来の方法を新たなも

のに替えることが有効な場合もあろう。例えば，定常状

態で測定していたものを非定常状態で測定することによ

り，測定時間が大幅に短縮した例がある。高度化した炉

物理実験技術を実機に応用することにより，安全性や経

済性が一段と高まる可能性がある。

2．次世代の原子炉開発に向けた実験
革新的原子炉を含む次世代の原子炉の開発に際して実

験は不可欠である。核計算技術の発展により，核設計の

精度は一昔前に比して格段に向上している。しかし，革

新的なものであれば，従来の核設計では扱われていな

かったような部分が存在したり，従来の原子炉において

は潜在していた効果が顕在化する可能性がある。

例えば，ある種の反応度効果について，種々のコード

で計算した結果が互いに一致したとしても，核種ごとの

効果に分解してみるとコード間で大きな差異が存在する

ことがある。このような場合，個々の正・負の反応度効

果が互いに打ち消しあうことにより偶然に一致している

に過ぎず，中性子スペクトル等の状態が変われば状況が

一変するおそれがある。適切な実験を行うことにより，

計算コードの検証を行うことが必要不可欠である。

ただし，核計算技術がかなり進歩した今，従来と同様

なフルモックアップ実験を行う必要があるか否かは，費

用対効果の観点から十分に検討を行う必要がある。核計

算と炉物理実験を行う者の間で十分に協議を行った上

で，適切な規模と内容の実験を行うことが重要である。

Ⅴ．お わ り に

原子力施設を利用した炉物理実験は，一人の人間だけ

で行うことはほとんど不可能であり，共同実験者あるい

は実験協力者とともにチームを組んで行うことになる。

実験の内容や手順に関して十分な準備と打合せを行うこ

とはもちろん，チームの「和」に心を配ることが安全に良

い実験を行う鍵になる。「和をもって尊しとなす」であ

る。なお，KUCAのように共同利用・共同研究の用に

供し得る原子力施設の維持・発展を図ることの重要性を

指摘しておきたい。

実験を通じて得られる結果は，事実以外の何物でもな

い。しかしながら，事実と真実は必ずしも一致するとは

限らない。事実から真実を突き止めてこそ，科学となり，

学問となる。実験炉物理を志す人には，計算炉物理ある

いは理論炉物理の人々と密接な関係を築き，真実を突き

止めて原子炉物理学の発展に寄与することに腐心してい

ただきたい。そして，人類福祉に役立つであろう原子力

の有効利用を図るために，革新的原子炉を含む次世代の

原子炉の開発等に貢献していただきたい。
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Ⅰ．は じ め に

ICRP は，2007年勧告の一つ前の主勧告である1990年

勧告において，活動のプロセスを重視して，放射線や放

射線源（以下，線源と略す）を利用する活動により線量増

加につながる「行為」と，防護的な活動により線量減少に

つながる「介入」の２つに区分した概念を放射線防護体系

に導入した。2007年勧告では，この「行為」と「介入」に代

わる新しい区分として，様々な被ばくの状況による違い

を考慮するために被ばく状況別の区分が提案され，計画

被ばく，現存被ばく，緊急時被ばくの３つの被ばく状況

に基づいて防護体系が整理された。なお，「行為」と「介

入」の語は，2007年勧告で使用禁止になったわけではな

く，ICRPは，放射線被ばくの増加あるいは放射線被ば

くのリスク増大を引き起こす活動を表すものとして「行

為」という語の継続使用を認め，「介入」についても，被

ばくを抑制する防護対策を表す時に限り使用を認めてい

る。計画被ばく状況とは，総じていうなら，1990年勧告

などの過去の勧告で行為に分類された状況が含まれる区

分であり，線源を計画的に利用したり，線源を取り扱う

施設を操業したりする状況のことである。連載講座第５

回は，この計画被ばく状況における ICRP新勧告の放射

線防護の考え方について解説する。

Ⅱ．計画被ばく状況における
防護体系の概要

1990年勧告の放射線防護の３つの原則であった，正当

化，最適化，線量限度は，新勧告においてもそのまま維

持された。これらの３つの原則のうち，正当化と最適化

については，３つの被ばく状況すべてに適用される。線

量限度については，計画被ばく状況にのみ適用される原

則である。

さて，計画被ばく状況において，正当化とは，「行為」

によって生じる放射線被ばくによるデトリメント（放射

線を受けることによって発生するガンや遺伝的影響の発

生確率や寿命損失を元にして評価した損害）を相殺する

のに十分な正味の便益が，被ばくする個人または社会に

対してもたらされることである。したがって，被ばくす

る個人や社会に何ら便益のない計画的な被ばくは認めら

れないと解釈できる。

次に，最適化とは，2007年勧告でその役割が大きく強

調された原則であり，一言でいえば，個人や集団の被ば

く線量を，社会的および経済的要因を考慮に入れて合理

的に達成できる限り低くする（ALARA : As Low As

Reasonably Achievable）ことである。すなわち，個人や

集団の被ばく線量を低減するためには，人や資金などの

資源の投入が不可欠となるが，その場合，その低減でき

る被ばく線量の程度と，国や事業者が投入可能な資源と

のバランスを考慮しながら，最適化を進めることが求め

られている。最適化は，このようなALARAの概念で

おおむね説明することができるが，一方で，2007年勧告

には，最適化とは，�現状で最善の対策が実施されてい

るかどうか，�線量を低減するために合理的とみなされ

るすべての対策が実施されているかどうか，を常に自問

する一種の「心構え」である，とも記述されている。この

ように，最適化は，ALARAを推進するための継続的か

つ反復的なプロセスとして認識されるべき原則であるこ

とに注意が必要である。計画被ばく状況における最適化

の達成のためには，職業被ばくと公衆被ばくを制限する

ために，一つの有効なツールとして，線量拘束値が用い

られることがある。この線量拘束値については，新勧告

で強調された重要な概念であるため，次章で詳述する。

３つ目の放射線防護の原則である線量限度とは，計画

被ばく状況における職業被ばくと公衆被ばくにのみ用い

られるもので，実効線量としては，職業被ばくを受ける

作業者については50 mSv�年と100 mSv�５年（1977年勧

告との整合を考慮して50 mSv�年とともに併記されたの

は1990年勧告と同じ），公衆については１mSv�年と定

められている。第 1表に，これらの値と，眼の水晶体，

New ICRP Recommendation―New Radiation Protection

Principle and Standards� ; Planned Exposure Situation
（Dose constraint and its implications）：Takatoshi HATTORI.
（2010年 ６月14日 受理）
各回タイトル
第１回 放射線防護の歴史的展開
第２回 放射線防護の生物学的側面
第３回 放射線防護に用いられる諸量
第４回 放射線防護の基礎―防護体系と原則

（財）電力中央研究所 服部 隆利

第 5回 計画被ばく（線量拘束値，履行）

ICRP新勧告
―新しい放射線防護の考え方と基準連載

講座
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皮膚，手足に対する等価線量に対して定められた線量限

度を取りまとめて示す。

以上が，計画被ばく状況における放射線防護の３つの

原則の概要であるが，被ばくの種類には，職業被ばくと

公衆被ばく以外に，医療被ばくがある。医療被ばくにお

いては，最適化のツールとして，患者に対して診断参考

レベルが用いられる。また，医師等を含む介助者，介護

者，研究における志願者（研究上の実験として医療被ば

くを受ける者）に対しては，線量拘束値が適用される。

第 2表には，３つの被ばく状況において用いられる線量

限度，線量拘束値，診断参考レベル，参考レベル（緊急

時被ばくおよび現存被ばくにおいて用いられる最適化の

線量レベル）を取りまとめて示す。線量限度の原則は，

医療被ばくを除く計画被ばく状況についてのみ適用され

るものであることに注意が必要である。

計画された被ばく状況において，放射線防護を計画・

立案する際には，平常時の被ばく以外にも，通常の操作

手順から逸脱した事故や悪意ある事象のような異常時の

被ばくに対する検討を含めるべきで，ICRPは，このよ

うな状況で生じる被ばくを潜在被ばくと呼んでいる。潜

在被ばくは，通常被ばくのように計画されるものではな

いが予期し得るものであり，計画被ばく状況の下に位置

づけられている。潜在被ばくの最適化を行う場合のツー

ルとしては，通常被ばくにおける線量拘束値に相当する

指標であるリスク拘束値が用いられる。潜在被ばくに適

用される線量基準は，事故の確率を考慮に入れて，リス

ク拘束値から導き出される。ICRPは，作業者の潜在被

ばくについては，職業被ばく平均年間線量５mSvに関

連する致死ガン確率に相当する年間２×10－４という一般

的リスク拘束値を推奨しており，公衆の潜在被ばくにつ

いては，年間１×10－５というリスク拘束値を推奨してい

る。なお，深層処分場で放射性廃棄物を処分したような

場合に，遠い将来に公衆が受けるかも知れない被ばくに

ついては，潜在被ばくに位置づけられている。この点に

ついては，第Ⅳ章で詳述する。

Ⅲ．線量拘束値と線量限度

最適化が強調された ICRP 2007年勧告を理解する上

で，放射線防護の原則である最適化の一つのツールであ

る線量拘束値と，３原則の一つである線量限度の違いを

把握することは重要である。本章では，これら２つの線

量制限値について解説する。

個人の放射線防護を考える時，個人がいくつもの線源

から被ばくしていることが考えられるため，被ばく量全

体の評価を試みる必要がある。ICRPは，この評価を「個

人関連」の評価と呼んでいる。一方，逆のアプローチで，

一つの線源またはそのグループに被ばくしたすべての個

人の被ばくを考慮する必要もある。この手順を「線源関

連」の評価と呼んでいる。ICRPは，個人の放射線防護

を確実なものにするためには，その線源に対して対策を

講じることができるから，「線源関連」の評価が最も重要

であることを強調している。

第 1図に示すように，線量限度は，計画被ばく状況に

のみ適用されるもので，「個人関連」の評価に基づいて，

これを遵守することが求められる。一方，計画被ばく状

況にのみ適用される線量拘束値（緊急時被ばく状況およ

び現存被ばく状況では参考レベルが適用される）につい

ては，「線源関連」の評価に基づいて，これを遵守するこ

とが求められる。線量限度に対する「個人関連」の評価

が，過去に遡って調べる遡及的なアプローチで行われる

のに対して，線量拘束値に対する「線源関連」の評価は，

将来，受けるかも知れない予測的なアプローチで行われ

る。したがって，線量拘束値は，行為の計画段階の予測

線量に対して設定される制限値である。

第 1表 計画被ばく状況においてのみ用いられる線量限度a）

（引用：2007年勧告 表６）

限度のタイプ 職業被ばく 公衆被ばく

実効線量 定められた５年間

の平均として

年間20 mSve）

１年につき

１mSvf）

以下の組織におけ

る年等価線量

眼の水晶体b）

皮膚c，d）

手足

150 mSv

500 mSv

500 mSv

15 mSv

50 mSv

－

a）実効線量の限度は，特定の期間の外部被ばくからの該当する実効線量
と，同じ期間における放射性核種の摂取からの預託実効線量（体内に
放射性物質を摂取後の実効線量の預託期間中の時間積分）の合計であ
る。成人に対しては，預託実効線量は摂取後50年の預託期間で計算さ
れ，子供の場合には，70歳までの預託期間について計算される。

b）この限度は ICRP タスクグループが現在検討中である。
c）実効線量のこの制限は，皮膚の確率的影響に対して十分な防護を与え
る。

d）被ばく面積に関係なく，皮膚面積１cm２当りの平均である。
e）実効線量はいかなる１年にも50 mSv を超えるべきではないという規
定がある。妊娠女性の職業被ばくには追加の制限が適用される。

f）特別な事情の下では，単年における実効線量のより高い値が許容され
ることもあり得るが，ただし５年間にわたる平均が年に１mSvを超え
ないこと。

第 2表 被ばく状況と被ばくの種類に関連した防護体系

に用いられる線量制限（引用：2007年勧告 表４）

被ばく状況
種 類

職業被ばく 公衆被ばく 医療被ばく

計画被ばく 線量限度

線量拘束値

線量限度

線量拘束値

診断参考レベ

ル（線量拘束

値＊）

緊急時被ばく 参考レベル 参考レベル 適用しない

現存被ばく 適用しない 参考レベル 適用しない

＊介助者，介護者，研究における志願者の場合のみ。
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ICRP は，「線源関連」の評価が最重要であると強調し

ていることから，ここに，線量制限値としては，最適化

の原則の一つのツールである線量拘束値と，最適化と並

んでもう一つの原則である線量限度との間で，いったい

どちらが重要なのか，混乱が生じることになる。しかし，

ICRPは，例えば，いくつもの線源から個人が被ばくす

る場合に，個人の線量限度の遵守を確実に保証するため

に線量限度よりも低い値で線量拘束値を設定する，すな

わち，線量限度の数値から割り当てて線量拘束値を決め

るようなケースも想定していることから，計画被ばく状

況における個人の防護については，放射線防護の原則で

ある線量限度が，線量拘束値よりも上位に位置する遵守

事項であるといえる。なお，第２表に示したように，計

画被ばく状況以外の２つの状況（緊急時被ばく状況や現

存被ばく状況）においては，線量限度は適用されないた

め，参考レベルが最も重要な線量制限値となる。

線量限度は，ICRPの勧告を受けて，各国の規制当局

が法律に定めることが多い。一方，線量拘束値について

は，いったい誰がその値を決定するのか，規制当局なの

か，あるいは事業者が適切なのか，また，線量拘束値の

設定対象となる線源は，複数の線源が隣接する場合に，

どのように範囲を絞るのか，これらの問題については，

ICRP 2007年勧告のドラフト作成段階から大きな論点と

なった。線量拘束値に対するこれらの扱いは，職業被ば

くと公衆被ばくで大きく異なるため，以下に，2007年勧

告に基づいてそれぞれ解説する。

職業被ばくについては，ICRPは，放射線被ばく作業

者の管理から得られた経験に基づき，例えば，包括的な

放射線防護インフラを有する大規模組織については独自

の線量拘束値を設定することが多く，関連の経験に乏し

い小規模組織については適切な専門家集団や規制当局か

らさらなる指針を得る必要があるかもしれないが，線量

拘束値の設定の全体的責任は，作業者の被ばくに責任を

有する者にあるとしている。したがって，職業被ばくの

場合，線量拘束値は，規制当局ではなく事業者が設定す

るもの，と解釈できる。一方，線源の設定方法について

は，ICRPは通常，線量拘束値は運転時レベルで設定す

ることが適切であり，線量拘束値を使用する時は，その

拘束値が関係する線源を指定すべきで，そうすること

で，作業者が同時に被ばくするかもしれない他の線源と

の混同を回避できる，と一般論で概説し，具体的な説明

にまでは至っていない。放射線取扱施設や原子力施設の

管理区域内のような具体的な職業被ばくの現場におい

て，個人が受けるかもしれない予測線量を考える時，線

源は多種多様で限定できないことが多い。この線源を特

定することの困難さが，職業被ばくにおける線量拘束値

を実用する際の大きな障壁となる。

公衆被ばくについては，ICRPは，一般に，各線源の

線量分布には多数の個人が含まれるので，被ばく度が高

い個人を表す時には代表的個人（ICRP Publication 101

Part I（2005）で新しく示された概念で，実在する公衆で

はなく，高い被ばくを受けることになる被ばく経路や生

活習慣を有する想定上の個人）の概念を使用すべきであ

り，計画被ばく状況における公衆に対する線量拘束値

は，公衆の線量限度より低くすべきであるが，この拘束

値は，一般には各国の規制当局が設定する，と説明して

いる。また，線源の設定方法については，ICRPは単一

線源の定義に関する項で，放射性物質がある施設から環

境へと放出される場合，全体としてその施設を線源と考

えることができるだろう，と説明している。しかし，我

が国のように，隣接して放射線取扱施設や原子力施設が

複数存在する場合を考える時，個別の施設に，どのよう

に線量拘束値を設定すべきか，のような問題に対する具

体的な説明は与えられていない。

線量拘束値と参考レベルについては，第 3表に示すよ

うに，３つの被ばく状況に応じて，選択可能な線量のバ

ンド（数値範囲）が示されている。計画被ばく状況につい

ては，同表の第２のバンド（１～20 mSv 以下）が，職業

被ばくの作業者に対する線量拘束値に適用され，最下欄

の第３のバンド（１mSv以下）が，公衆被ばくの公衆に

対する線量拘束値に適用される。したがって，例えば，

公衆被ばくにおいて，規制当局が線量拘束値を決定する

場合，第３のバンドで１mSv�年以下に設定することに

なるが，線量拘束値として，公衆の線量限度と同じ値で

ある１mSv�年を選択可能であることに注意が必要であ

る。例えば，我が国の放射線関連法令において定められ

ている排気・排水中の放射能濃度限度値は，排気・排水

を摂取することによる保守的な被ばく線量の評価結果に

基づき，１mSvの予測線量に基づいて導出されている。

このような既存の放射線安全規制と線量拘束値による新

たな規制の間のバランスを確保するためにも，線量拘束

値を我が国の放射線安全規制に取り込む際には，事業者

第 1図 線量限度と線量拘束値（参考レベル）の比較

（引用：2007年勧告 図３）
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が保守的な線量評価を行う場合に，規制当局が１mSv�

年の値を線量拘束値として選択できるようにするような

柔軟な配慮が必要である。

Ⅳ．放射性廃棄物処分における潜在被ばく

ICRP は，廃棄物処分による公衆の被ばくを制御する

時には，年間10－５のオーダーのリスク拘束値に相当する

約0．3 mSv�年以下という線量拘束値が適切であると，

Publication 77（放射性廃棄物の処分に対する放射線防護

の方策，1997）および Publication 81（長寿命放射性固体

廃棄物の処分に適用する放射線防護勧告，1998）で勧告

しており，さらに Publication 82（長期放射線被ばく状況

における公衆の防護，1999）では，長寿命核種の環境へ

の計画的放出が存在する状況においては，長寿命核種の

環境中への蓄積によって線量拘束値を超えるか否かを考

慮すべきであるとの指針を発表し，そのような検証が不

可能あるいは不確実すぎる場合は，線量の長期成分に

は，長寿命人工放射性核種に起因する約0.1 mSv�年とい

う線量拘束値を適用することが賢明であるとし，これら

の勧告は，2007年勧告でも引き続き有効であると明記し

ている。

一方，深層処分場内に固体廃棄物を処分する場合な

ど，遠い将来において公衆被ばくが発生する場合には，

それを取り巻く大きな不確実性が存在することから，線

量評価値は，今後数百年程度という期間の後のデトリメ

ント（がんによる死亡リスクに加えて，致死性の低いが

んによる生活の質の低下や余寿命の損失の効果を考慮し

た ICRPの定義したリスクの指標）の尺度と見なすべき

ではなく，処分のシステムによって与えられる防護の指

標として示されるべきもの，と説明している。すなわち，

ICRPは，長い時間軸で廃棄物処分により発生する公衆

の被ばくを考える時，線量は一つの指標にすぎないので

あって，被ばく発生の確率も一緒に考慮に入れるべきで

あることを示唆している。

また ICRPは，このような潜在被ばくを受け入れるこ

とができるか否かを判断するために，被ばく発生の確率

とその線量の大きさの扱い方について，２つのアプロー

チを提案している。１つ目は，被ばく発生の確率とその

線量の大きさの両方を，個別に考慮することによって判

断を下すアプローチ（線量�確率分解アプローチ）で，２

つ目は，線量を受ける年間確率と，その線量による放射

線関連の生涯死亡確率との積と定義し，その結果得られ

た確率をリスク拘束値と比較し，確率がリスク拘束値よ

り低いかどうかで判断を下すアプローチ（統合的リスク

指向アプローチ）である。2007年勧告では特に記述され

ていないが，Publication 81の中では，これら２つのア

プローチのうち，線量�確率分解アプローチの方が，意

志決定の目的のために，より多くの情報が得られるとし

ている。

第 3表 線量拘束値と参考レベルのバンドとすべての被ばく状況における適用例

（引用：2007年勧告 表５の一部，明確化のため下線部修正）

線量拘束値と参考レベル

のバンドa）（mSv）
被ばく状況の特徴 適用例

20より大きく100までb，c） 制御できない線源により，あるいは線量を低減

するための対策が不釣合いに混乱しているよう

な状況により被ばくした個人。

被ばくは通常，被ばく経路における対策によっ

て制御される。

緊急時被ばく状況において，最も高い計画残存

線量に対して設定された参考レベル

１より大きく20まで 個人は通常，必ずしも被ばくそれ自体からでは

なく，被ばく状況から便益を受けるべきであろ

う。

被ばくは，線源もしくは被ばく経路における対

策によって制御されることがある。

計画被ばく状況において，職業被ばくに対して

設定された拘束値，また，放射性医薬品による

治療を受ける患者の介助者と介護者に対して設

定された線量拘束値

現存被ばく状況において，住宅のラドンによる

高い計画残存線量に対する参考レベル

１以下 個人は，個人にとってほとんどまたは全く便益

はないが，社会一般にとって便益がある線源に

被ばくする。

被ばくは通常，事前に放射線防護要件が計画さ

れている線源に対して直接とられる措置により

制御される。

計画被ばく状況において，公衆被ばくに対して

設定された線量拘束値

a）急性もしくは年間の線量。
b）例外的状況においては，情報を知らされた志願作業者が，人命救助，放射線誘発による重篤な健康影響の防止，または，破滅的な状態への発展の防止
のために，このバンドを超えた線量を受けることがある。

c）関連する臓器・組織の確定的影響の線量しきい値を超える可能性がある状況では，常に対策を必要とするべきである。
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Ⅴ．お わ り に

2001年９月，オランダのハーグで開催された ICRPの

全体会議において，当時の ICRP委員長のR. Clarke 氏

は，1990年勧告の改訂に向けて，複雑になりすぎた放射

線防護体系の単純化を目指すという大きな方向性を示し

た。ここで示された方向性が，その後，数値基準として

は，線量限度を廃止して線量拘束値のみを用いた単純な

防護体系の提案に繋がっていくことになり，その影響の

大きさから，世界中で線量拘束値に対する大きな議論を

巻き起こす原因となった。この議論の後，結果的に防護

の原則として線量限度は復活し，最終段階で，現存被ば

くと緊急時被ばくの状況に対しては，線量拘束値ではな

く参考レベルが適用されることになった。このような活

発な線量拘束値に対する議論を経て，難産の末に発表さ

れた ICRP新勧告の233項には，「委員会は，線量拘束値

が，規制機関の定めた規制上の限度として使われるべき

ではないこと，または理解されるべきでないことを強調

したい。」の一文があることを最後に紹介しておきたい。

本稿が，読者らの ICRP 2007年勧告の理解の一助となれ

ば幸いである。

著 者 紹 介

服部隆利（はっとり・たかとし）
�電力中央研究所 原子力技術研究所 放射
線安全研究センター
（専門分野／関心分野）放射線防護・放射線
計測／低線量域の公衆被ばくに対する合理
的な防護手法の検討
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概 要
国際会議 PHYSORは，炉物理に関する研究を広く取

り扱った会議であり，２年おきに開催されている。ちょ

うど10年前にピッツバーグで開催されて以来，ソウル，

シカゴ，バンクーバー，インターラーケンを経て，今回

再びピッツバーグにて開催される運びとなった。５月10

～13日の４日間にわたって，炉心解析手法，核データ，

炉物理実験，臨界安全，新型炉設計等に関する約300件

の口頭発表が報告された。初日９日と最終日14日には，

AP 1000，ABWR，PBMRといった新規建設炉，輸送

理論，モンテカルロ法，解析的ベンチマーク，炉心解析

コードシステム（SCALE６，PARCS, AEGIS�SCOPE２）

に関する９つのワークショップが開催されていたのが特

徴的であった。近年，原子力に関わる国際会議が活発に

開催されていると感じるのは筆者らだけではないであろ

う。炉物理に関連した国際会議だけでも，この会議の前

週には韓国で核データの国際会議ND 2010が，さらに

翌週には中国で原子力工学の国際会議 ICONE 18が立て

続けに開催されているが，それにも関わらず本会議には

32ヶ国から460名もの参加者が集っている。

トピックス
以下，筆者らが特に関心を持った話題に焦点を絞って

内容を紹介する。

� 次世代核データライブラリー

オランダNRGより報告のあった核データライブラ

リーTENDL�2009は，半減期１s以上の原子核約2，400

核種を対象とした非常に広範囲にわたる核データを格納

しており，さらには共分散データまで整備されている。

ICSBEPに登録された約700件の臨界実験ベンチマーク

問題を解析することで妥当性確認も行われている。

� ペブルベッドモジュール炉（PBMR）

PBMR社がスポンサー企業の一つであったことに起

因すると思われるが，会議全体を通じて PBMRに関す

る話題が多く報告されており，最終日には丸一日をかけ

てのワークショップも開催された。燃料ボール（ペブル）

内の被覆粒子燃料の二重非均質性の取扱い，炉心の燃

焼・過渡計算等，日本で馴染み深い軽水炉解析技術とは

また異なる，工学的に非常に興味深い研究内容を多数拝

聴できた。

� 中国における炉物理研究

今回の会議の副題にも“原子力ルネサンス”というキー

ワードがあるように，近年，世界各国で原子力技術の再

評価の動きが広がっている。その中でも156基の原発建

設を計画している中国の勢いには目を見張るものがあ

る。本会議においても中国からの発表が多数あり，近年，

主流となっている中性子輸送計算手法（SP３法やMOC

等）をフォローした研究成果を学生が活発に発表してい

たのが特に印象に残った。また，中国における原子力業

界の人材の需要は年間約1，000人とのことであり，中国

内での原子力産業の勢いを伺い知ることができた。

� Stamm’ler 博士記念セッション

2008年３月20日に逝去された Stamm’ler 博士を悼ん

で，格子計算に関する記念セッションが開催されたのも

印象深かった。Stamm’ler 博士は炉物理の，特に格子計

算分野で偉大な業績を残された方であり，本セッション

ではその思い出話や，格子計算手法における貢献が紹介

された。また近年，各国で開発されている，より高度な

共鳴計算手法・格子計算コードに関するR&Dも多数報

告された。

� 教 育

人材不足に対する懸念は世界共通である。その意味で

今回の PHYSORにおいて，各国における原子力工学，

特に原子炉物理における教育および訓練の現状や必要性

に関するパネルセッションが設定されていたことは，注

目すべきことであった。このセッションでは，日本以外

に米国，フランス，韓国，中国といった皆が思い浮かべ

る国々以外にも，アルゼンチン，モロッコ，南アフリカ

などにおける教育や訓練における現状とその問題点が述

べられており，日本で直面している人材不足は世界中ど

こでも大差なく，世界共通の懸念事項であり，国際的に

協力して対処していくべきであると考えさせられた。

最後に
日本国内でも，原子力技術の発展および教育に尽力さ

れてきた方々が徐々に退職・退官されつつある状況であ

るが，PHYSOR 2010に参加して，国際的に見ても同様

の状況にあることを感じた。本会議の副題にある“to

Power the Nuclear Renaissance”を達成するには，その

原動力となる人材の育成こそが鍵である。先人の技術を

次の世代に適切に伝承できるよう，大学教員として今後

も尽力せねばと感じた次第である。

（阪大・北田孝典，名大・遠藤知弘，

2010年 ５月31日 記）

炉物理研究および業界の動向，人材育成の課題
PHYSOR 2010 : Advances in Reactor Physics to Power

the Nuclear Renaissance

2010年 5月 9～14日（ピッツバーグ，米国）
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「韓国には輝かしい未来が待っている！」と，イ・ミョ

ンバク大統領の抑制のきいた声が大音響で響きわたるビ

デオ（韓国電力作成）で会議は幕を開けた。

韓国原産会議に，セッション座長と講演を依頼されて

出席した。日本からは，尾本原子力委員と報告者のふた

りだけの参加である。アラブ首長国連邦，中国，米国原

子力規制委員会，WH，AREVAからは主要なメンバ－

が複数招待されていた。「原子力産業の輸出は韓国にとっ

てブルー・オーシャン戦略である」とビデオは続けた。

会議は，オープニングセッション，プレナリーパネル

セッション，テクニカルセッションで構成されている。

文部科学大臣の開会挨拶から始まり，各国代表の各国の

状況報告（オープニングセッション）と国際協調および共

同戦略について見解を述べるプレナリーセッションまで

は日本の原産大会と似た構成である。しかし，16日は終

日テクニカルセッションが設けられ，韓国原子力学会が

主催する技術の成果発表が中心であるところは日本の原

産大会と赴きが異なる。６件のテクニカルセッション

は，どこも100名近い聴衆者で満員であることに驚くと

ともに，実にたくみに英語を話す韓国技術者の英語力に

は脱帽した。テクニカルセッションは，現在的な課題（運

転，設計・建設，規制，燃料，熱応用と次世代炉，廃棄

物）が網羅されており，韓国のそれぞれを代表する機関

からの丁寧な発表である。質問も活発であり，数件を除

いて，手持ち無沙汰で座長が困るようなことはなかっ

た。

テクニカルセッションの発表内容は，ほぼ先進国の後

追いであるという印象はぬぐいきれない。それでも，追

いつけ，追い抜け，という熱心な姿勢と質疑応答をみる

と，私達が忘れていたことを思い出す。会場からの質問

に，じっと耳を傾けて相手が何を知りたいのか考え込む

姿もそれはかつての私達だったように思う。こんなに優

れた技術だから，とか，あなたに教えてあげる，とかい

う風土にいつの間にか私達は染まっている。相手が望む

ことを聞けなくなった私達の耳を改めて感じた会議だっ

た。

会議の余時間に韓国の原子力産業に関わる人たちと雑

談した。それ以外にもテクニカルセッションでの質疑を

聞いて，報道されているような韓国原子力産業の一体的

使命感について違和を感じた。それを述べてみたい。

いまはカーネギ－財団に属し，世界の原子力のあらゆ

る事情に精通していることで有名なヒブス（M. Hibbs）氏

のインタビュ－をソウル大学の S教授が申し込まれた

ので，教授の了承の下に報告者も同席した。ヒブス氏に

は，教授の見解は新鮮だったと見受けられた。教授は，

韓国産業界の意思決定の遅さと非効率性を冷静に語っ

た。プラント基本計画，エンジニアリング，機器設計，

製作が独立した組織，会社に分かれていることをその原

因と主張し，今後の海外案件で障害となることを訴え

た。効率を高めるために産業界が一体となって意思決定

することが必要であると。

１月13日に知識経済省が発表した輸出ビジョンでは，

今後７年間に約400億円規模でAPR 1400のプレミアム

版を実現するべく研究開発を行うことが述べられてい

る。一方，その研究開発の一部を担当する韓国原子力研

究所の多くの研究者達は，今日の韓国原子力状況を醒め

た目で分析している。かつてのアジア経済危機の時代を

除いて，韓国では産業界にも研究側にも真剣な一体感は

なにもない，と同研究所の３氏は口をそろえた。特に若

い世代が，一体感の源である愛国心や国への忠誠心を急

速に失っていることに（どの国も同じかもしれないが）危

機感を感じている。若い世代はグローバル化しすぎてい

るという。世界のことしか頭にないと。

これに対して，アラブ首長国連邦の勝利で大きな自信

を勝ち得た産業界では，いまだその勝利の酔いは冷めて

いない。しかし，フィンランド向けとして開発を開始し

たEU�APR 1400に関する韓国水力原子力会社からの設

計発表（４系統の冗長性，多様性，航空機落下対策，炉

心溶融事故対策）に対しては，コスト上昇を危惧する声

が会場の産業界からも相次いだ。同時に追求すべきコス

ト削減設計が忘れられていると。あるいは，欧州は韓国

が狙うべき市場なのかと。

規制側の発表では300を超える設計ガイドや設計標準

文書を原子力プラント輸出のために英文化を進めている

進捗度が報告された。英文化は150文書完成しており，

完成次第UAEに貸与されるという。NRCと IAEAの

両者を合体した最良の規制体系であると胸をはる韓国規

制側に対して，規制の根幹をなすべき設計の方法につい

ての品質管理の体系が抜けていると異を唱えたのは

UAEの規制副委員長である。UAEは NRC体系の硬直

性を嫌い，IAEA体系で独自の規制体系を開発すること

を決めたので，韓国体系を丸呑みするのではなく自主規

制で対応する，と締めた。

（東芝・飯田式彦，2010年５月28日 記）

韓国原産会議 一枚岩のように言われるけれど

The 25th KAIF／KNS Annual Conference

2010年 4月14～16日（ソウル市，韓国）
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私は日本原子力学会の平成21年度日米欧原子力国際学

生交流事業の派遣学生として，2009年10月３日～11月

８日の１ヶ月間，フランス，プロヴァンス＝アルプ＝コー

ト・ダジュール地域圏のカダラッシュにある ITER機構

の計測部門に滞在させていただき，研修を行いました。

現在，ITER機構計測部門が設置されているCEAカダ

ラッシュ研究所は，1959年にフランス原子力委員会によ

り設立された，マルセイユから100 km北東に位置する

フランス政府機関の研究所であり，構内を猪，鹿，蝶が

遊ぶ，自然に恵まれた長閑かつ風光明媚な土地でした。

今回の研修目的は，修士論文テーマである ITERにお

ける新方式の損失アルファ粒子計測器設置へ向けて，計

測システムの設置候補場所の検討を行うことでした。特

に，これまでの研究から計測システムの設置場所である

計測ポート内の中性子粒子束とエネルギーの調査が喫緊

の課題であることがわかっていましたので，ITER機構

の方々にその旨を伝え，A�lite model version４と呼ば

れる ITER機構が開発した，中性子輸送計算コード

Monte Carlo for Neutron Particles（以下：MCNP）用の

核解析用モデルを基本計算モデルとして使用して，中性

子輸送計算を行いました。

具体的には，修士論文の研究で開発を進めている新方

式の損失アルファ粒子計測法のシステムについて，ITER

機構の計測チームのみなさんに計測ポートにおける設置

制約を教えていただき，ガンマ線計測用コリメータの設

置や背景ノイズを発生させる中性子やガンマ線の遮蔽設

計のための計算モデルを作成しました。

さらにこの計算モデルを使って中性子輸送計算を行

い，その結果と，すでに中性子照射実験から見積もられ

ているCe : LSOシンチレータ（新方式計測システムに使

用する検出器候補）の中性子感度，およびガンマ線を励

起源に用いた発光減衰時間測定実験から見積もられてい

る飽和計数率とを鑑みて，どのような中性子遮蔽設計を

行う必要があるかを明らかにすることができました。

滞在期間が５週間と非常に短い期間でしたが，修士研

究の現状における様々な問題点を明らかにするととも

に，今後の指針を得ることができた ITER機構での研修

は，非常に実りが多いものでした。さらに，英語で議論

するという貴重な機会をこの時期に得ることができたの

も何ものにも代え難い経験でした。

最後に，ITER機構で日本からのインターンシップ学

生の受入れは初めてであったとのことで，日本人研修生

第１号として渡欧できたことを，非常に名誉に思いま

す。また，受入れを快諾してくださった ITER機構 Prof.

Dhiraj，研修のために尽力してくださったDr. Luciano，

計算環境の整備や計算のための基本モデルの提供をして

くださったDr. Michael，Dr. Eduard，日常生活におい

て様々な面でご助力いただいたDr. Evgeny，Dr. Kim，

渡欧の機会をくださった日本原子力学会に心より御礼申

し上げます。

（2010年 ５月７日 記）

本事業は，日本原子力学会と米国原子力学会
シカゴ支部（アルゴンヌ国立研究所）の間で
1979年に開始されました。その後，米欧全
域へと派遣先が拡張され，現在に至ってい
ます。交換留学生の公募は毎年行われてい
ますので，詳しくは，http : //www.aesj.or.jp/
gakuseikouryu/index.htmlをご覧ください。

お世話になったDr. Evgeny，Dr. Luciano と

日米欧原子力国際学生交流事業派遣学生レポート

ITER滞在記

東北大学大学院工学研究科
量子エネルギー工学専攻修士２年 柏 総一郎
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ウィーン，音楽の都。この街と私の付き合いは今から

８年前に遡る。ちょうど８年前の３月の終わり，日本で

は，空は晴れ渡り，桜前線のニュースが流れ始めるそん

な季節だった。新生活にふさわしい季節，春。

私はウィーンで最初に，春を迎えた。ウィーンの春，

それは復活祭から始まる。街には卵とうさぎが溢れ出

す。卵はキリスト復活のシンボル，うさぎは子孫繁栄を

象徴し，スーパーやお店ではカラフルな卵，またうさぎ

の形のチョコレートや置物がそこかしこに見ることがで

きる。オースタン（英 イースター）は，家族や親戚が集

い祝う，クリスマスと並び重要な祝日である。そして，

オースタンを過ぎると春が来るといわれる春の始まりを

表す行事だ。その頃には道路にも花が植えられ，ミモザ

の黄色い花が咲き，街路樹には新芽が芽吹きだす。黄緑

の淡い葉が出てきて，春爛漫である。

そしてその緑がどんどん濃くなり，今度は夏がやって

来る。ウィーンの夏，それは，案外暑い。ヨーロッパの

夏はからっとして，と，そんなものは嘘である。ウィー

ンの夏はなぜかじめっと湿度が想像以上に高い。ウィー

ンはよく京都に例えられ，周りをウィーンの森という丘

陵地に囲まれた盆地で，少しずつ旧市街の真ん中に向

かってすり鉢状になだらかに傾斜している。そのため

か，ウィーンの夏は思った以上に暑かった。夏になると，

人々は短い夏を満喫しようとこぞって外に出る。そして

街の至る所にシャニガルテンと呼ばれるテラス席が登場

する。ウィンナーコーヒーに代表されるカフェ文化を持

つウィーンにはたくさんのカフェがあり，太陽にあたり

たいウィーンっ子達が，シャニガルテンでおしゃべりに

花を咲かす。そして，ドナウ川の畔には，所狭しと日光

浴をする人達を見ることができる。「青き美しきドナ

ウ」，シュトラウスのその楽曲名とは色を異にする，今

では「黒き濁るドナウ」。そんなドナウではあるが，人々

はそこに浸かって水遊びを楽しむ。しかしそんな楽しい

夏は，文字通りあっという間に過ぎ去って行く。

そして，いきなり，前触れもなく，秋が訪れる。ウィー

ンの秋，それは季節の中で一番短い。昨今の温暖化によ

り，紅葉が見られる年もあるものの，日本のような素晴

らしい紅葉は望めないのが少し寂しい。しかし，食欲の

秋は万国共通で，秋は様々な収穫を楽しむことができ

る。その代表はワインであろう。秋にはブドウが収穫の

時を迎え，フランスのボージョレーヌーボーならぬ，オー

ストリアではホイリガーと呼ばれる新酒のワインが楽し

める。このワイン，発酵の過程ごとに，最初はモストと

いうブドウジュースの段階から，発酵途中のシュトゥル

ム，そして最後はワインと楽しめ，ホイリガーしか，お

店で見られなくなったら，ああ，もう秋も終わりである。

そして，季節は本格的な冬へと突入する。ウィーンの

冬。それは，言わずもがな長くて寒い。そして暗い。い

つも空は灰色で，どんより曇り，気温零下は朝飯前。マ

イナスかどうかが寒さの基準。大寒波がヨーロッパを

襲った昨年は雪も多く，ウィーン市内でもたしか，－10

度を記録した。そんな寒さを忘れさせるように街が一番

華やぐのが，クリスマスである。街中が色とりどりの電

飾で飾られ，街にはクリスマスマルクトという出店が立

ち並ぶ。人々は寒さの中でも買い物を楽しみ，寒さを和

らげるために，グリューワインや，プンシュといった温

かいワイン，リキュールを楽しむのである。しかし，こ

のマルクト，零下ともなれば，日本人にはちと寒く，半

時間で，足と手の感覚が麻痺し出す。出かける時は帽子・

マフラー・手袋は必須である。クリスマスが終わると，

今度は豚の置物の出店が出回る。豚は，ヨーロッパでは

幸運を運ぶラッキーシンボルとされ，新年や何か物事を

始めるときに，門出を祝って贈りあう習慣がある。そし

て大晦日は街中が，夜通しイベントに花火にと老若男女

問わずどんちゃん騒ぎ。新年を迎えて，人々はまた暗い

冬を過ごす。しかし２月には，ドイツ語でファッシング，

カーニバルの時期が来て，これが終わるとそろそろ太陽

が顔を出す日も増え始め，まだ寒いが，街にはまたオー

スタン（イースター）の飾り付け，卵とうさぎがお目見え

し，春の訪れが近いことを告げ，季節は一巡する。

そして今，オースタンが明け，９年目の春を私はウィ

ーンで迎える。変わらぬ街並みで変わらぬ季節が巡る。

きっと100年前のウィーンの人々も今と同じ春夏秋冬を

過ごしていたのではと思うほど，緩やかに時の流れる

ウィーン。今年もまた，ウィーンの一年が始まる。

（2010年 ４月19日 記）

ドナウ川の畔から 第３回

疋田智恵（ひきた・ともえ）
神戸大学法学部卒。大学時代の専攻は
憲法。奇しくもゼミの研究テーマは「原
発建設と人権」。大学卒業後約３年半，
JTB専属添乗員として世界各地にツ
アーを引率。2002年３月，日本航空
ウィーン営業支店に転職，渡墺。2010
年３月，ウィーン営業支店閉鎖に伴い
退職。現在はウィーンにて明るく転職
活動中。

ウィーン春夏秋冬

疋田 智恵
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現場を見せて，声を聴かせて

共同通信社 新居 一樹

34歳で文系出身，入社まで原発の見学や立地自治体

での生活経験なし―。これが共同通信の原子力担当記

者の素性だ。がっかりしましたか？私自身，記者を志

した当時は原発なんて全く興味を持っていなかった。

しかし福井２年，敦賀１年，青森３年の経験を経て，

今は経済産業省の記者クラブを拠点に記事を書く毎日

は大変充実している。原子力報道をライフワークにし

たいと思っているほどだ。そんな変わり種記者から僭

越ながら昨今の原子力界にいくつか言わせていただく。

まず「現場を見せて」。記者にとって現場は命。2001

年の同時多発テロ以降，当局の指導もあり，全くといっ

ていいほど現場に入れなくなった。トラブルが起こっ

ても事業者撮影の写真が精一杯。これでは記者の原子

力への興味がそがれてしまう。オーバーかもしれない

が，記者の興味がそがれるということは国民の興味も

そがれてしまうことではないか。とはいえ，私はまだ

幸運な方なのかもしれない。敦賀１号のシュラウド交

換の現場に入れてもらい，あの狭いGE製のプラント

で，蒸し暑さの中で作業員がもくもくと作業をしてい

る現場を目の当たりにした。線量も高く，引率担当者

から「合図をすれば速やかに退出してください」と言わ

れ緊張したのを覚えている。ちなみに，この日が私の

初被ばく体験となった。以降，作業員の外部被ばくへ

の見方が変わった（内部被ばくはダメですよ）。

敦賀２号の原子炉容器に入る際には，作業員の緊張

を解くために「さくらさくら」が流れることも知った

し，もんじゅのナトリウムが漏れたCループ配管に

は何度行ったか分からない。原子力の現場には，まだ

まだ私の知らないことが山ほどあるだろう。しかし今

はそのアクセスが極めて限られているように感じる。

2005年に赴任した青森では再処理工場のガードの固さ

に辟易した。一度だけ「報道しない」という条件付き

で，ある施設を見せてもらったことはあったが…。「国

とケンカしてでも見せろ」とまでは言わないが，原子

力業界として頭を捻る余地はないだろうか。

２点目は「語り部はいませんか」。偉そうなことを書

いている私だが，取材をしているとよくコンプレック

スに襲われる。象徴的なのが５月に運転再開したもん

じゅ。私は1999年の入社で「もんじゅ事故を知らない

記者」の１人だ。原子力機構や文科省，保安院の幹部，

旧動燃OBなどに話を聞きに通っても，原子力史上に

残る事故を実体験した方々に，当時のほほんと学生時

代を送っていた私が心を通わせ，重要な証言を引き出

すことはやはり難しかった。しかしそんな中でも何人

かは私の一からの質問に丁寧に答えていただいた。中

には業界にとって不利になる証言をした方も。運転再

開前後に連載企画や解説記事を書くにあたり，こうし

た方々がいなければ通り一遍の記事になっていたのは

間違いない。「現場を見せて」と重複するが，我々が求

める語り部はまだまだ（特に第一線の現場に）いるはず

だ。こうした方々の本音を報じることは業界にとって

もプラスのはずだ。余談だが，私が福井勤務中にとあ

る県職員からこんな話を聞いた。「PWRの SG細管に

穴が開いたんだが，事業者からは『PWRが BWRに

なっただけ』と言われ，詳しい説明はなし。本当に悔

しかった」。私にとって忘れられない語り部の１人だ。

３点目は「調子に乗って大丈夫？」。いつの間にか地

球温暖化と原子力がセットで語られ始め，ちょっとど

ころではないフィーバーになっている。原子力白書，

原子力安全白書，エネルギー基本計画，政府の新成長

戦略まで書いてあることがほぼ同じ印象。へそ曲がり

かもしれないが，そこに違和感と危機感を持つ。可能

性は極めて低いと思うが，現政権が普天間問題のよう

に「最初は原子力は必要と思ったけど，勉強したらやっ

ぱり不要でした」と言い出す恐れはないだろうか。新

増設や稼働率の向上ばかり叫ばれて，バックエンドが

おざなりになっている印象もぬぐえない。違和感つい

でにもう一つ付け加えると，近頃，立地自治体は何か

あれば「安全の一義的責任は国に」と言いながら，大き

な節目の際には自らが設置した委員会で審議したり大

臣クラスに面会を求めたりしないとゴーサインを出さ

ないことが多いようだ。もちろんこれまでに「ぶれ」を

繰り返した国に遠因はあるだろうが，それでも最近は

度を越していないだろうか。選挙対策なども透けて見

える。住民の目線を忘れないようにしつつ，こうした

矛盾を記事にしていきたいと考えている。

（2010年 ６月22日 記）

新居一樹（にい・かずき）

共同通信社 科学部記者

1999年京都大学教育学部卒。福井支

局，敦賀通信部，青森支局などを経

て08年から科学部。09年９月から原

子力担当。
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次世代に伝えたい原子力
重大事件＆エピソード

飯高季雄著，246 p．（2010．3），日刊工業新聞社．

（定価2，200円） ISBN 978�４�526�06433�３

著者によると，本書は，原子力関係者が知っておかなけれ

ばならない開発過程のキーパーソン，重大事故，今日までの

経緯，現状などを，物語風に記述されたものである。

序章「原子力時代の幕開け」は，ハンガリー生まれの科学者

レオ・シラードが，ナチスドイツとの核開発競争の中で，独，

英，米と渡った緊迫した状況が生々しく描かれている。

第一章「科学の壁を切り開いた人たち」では，世界初の原子

炉実験を成功させたエンリコ・フェルミ，各種濃縮方法の比

較と徹底した情報管理の下で進められたマンハッタン計画，

初の潜水艦と PWR，GEの執念が生んだシンプルなBWR，

原子力船・レーニン号などについて書かれている。

第二章「各国で動き出す原子力平和利用」では，仏，カナダ，

英，米，露，スウェーデンの原子力発電への取り組み，歴史

とエピソードがまとめられている。最初に着手した炉型か

ら，その国の資源や他国との関係，最近の開発動向までが的

確に記述されている。

第三章「最初の日本人たち」では，

戦前に原子爆弾の可能性を考えた

人，戦後の学術会議や原子力委員会

の役割，予算獲得やガス炉導入に向

けての政財界の熱気，原子力船「む

つ」の開発，東海村を中心に「列島，

原子力ブームに沸く」時代の様子が

生々しく描かれている。この書の中

核をなす部分である。

第四章「原子力報道を考える」は，水爆実験の影響を受けた

第五福竜丸事件を例に，正確な科学知識を持ってわかりやす

く伝える報道の難しさが述べられている。

第五章「内外の原子力事故から学ぶ」は，原子力船「むつ」，

TMI，チェルノブイリ，JCO事故について，刻々と変化す

る緊迫した状況や報道の様子が書かれているが，JCO事故

後に対応した優秀な頭脳は日本の誇りだ，と書かれているの

は異色である。

第六章「暮らしと直結する放射線利用」では，もっとこの方

面に関心を向けるべきであると結ばれている。

まとめると，本書は，これから原子力に携わろうとする学

生や関係者に広く薦められるとともに，長く携わって来た者

も，興味深く読める好著である。

（元東芝・根井弘道）

「連載講座「軽水炉プラント」「高速炉の変遷と現状」」書籍
残部販売のご案内

2009年12月に発行いたしました書籍『連載講座「軽水炉プラント」「高速炉の変遷と現状」』は残部の販売を行っており

ます。数量僅少となっておりますので，購入ご希望の方はお早めのご注文をお願い致します。

購入に関するお問い合せは《rensai-yoyaku@aesj.or.jp》までメールにてご連絡下さい。残部を確認し，事務局より

ご連絡させていただきます。
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